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秋田駒ヶ岳1970_71年噴火の溶岩流
秋田駒ヶ岳は，秋田県と岩手県の県境にあ

る標高1,637mの活火山で南北2つのカルデ
ラをもつ．この南部カルデラの女岳が，
1970-71年に噴火をした．小規模なストロン
ボリ式噴火で，数分おきに小爆発を繰り返す，
夜景の美しい噴火でもあった．
女岳山頂から流出した溶岩流は，北西斜面

を流下，約500m先のカルデラ崖で停止した．
その後，分岐した舌状の溶岩流が次々と付加
されるようになり，溶岩流全体の幅と厚さは
増していったが，到達距離は変わらなかった．
溶岩堤防や溶岩じわがよくわかる．後方は小
岳．
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I ． 執行体制整備の基本的方向
1） 会長・副会長の位置づけについて，

従来の象徴的位置から執行部の一員として
会務に責任をもたせるために評議員会の構
成員とし，討論・議決に加わることができ
るようにした．
2） 学会内の各種委員会（学会の将来構

想，事業計画，会員の地位向上，各賞選考
など）は会則，細則において位置づけが不
明確であったが，評議員会のもとの委員会
と執行委員会のもとの委員会とに分けて位
置づけを明確にした．また，これらの委員
会と研究委員会とを区別した．
3） 地質災害に対応する委員会，支部と

の連絡組織を新たに設けた．
4） 執行委員会の体制を4事業部制とし，
各委員会の実態に合った会務内容に従って
整備するとともに，従来欠けていた学術研
究部，普及教育事業部を新たに設け，従来
の常置委員会の整理統合を行い，合わせて
新委員会を加えた．なお，中間答申で運営
財政部のもとの委員会として，庶務，会
員・会計，広報の3つを設けていたが，学
会運営の要として機能性を高めるために庶
務，会員・会計委員会を統合し，総務委員
会とした．また，編集出版部の下の委員会
は，地質学雑誌編集委員会，The Island
Arc編集委員会，企画出版委員会とし，地
質学論集編集出版に関しては総務委員会を
窓口とすることに変更した．
この体制によって，各事業委員会が機能

的に活動できること，より多角的活動が展
開できること，従来，関東在住会員に偏重
していた負担の軽減を図り，より多くの会
員が会務に参画できる道が開かれ，学会活
動の広がりと活性化が期待される．
5） 執行体制の整備にともなう会則およ

び細則の改正案（骨子）（V，VI参照）を
討議し，大筋で合意した．なお，合意され
なかった事項（とくに会則改正案）は別に
記述する（IV）．また，役員選挙細則につ
いても必要な改正案（骨子）を討議し合意
した（VII参照）．

6） 執行委員会の体制を図示した組織図
（案）については一部を除いて基本的に合
意した（VIII参照）

II． 今後の進め方について
1） 本案および会則および細則改正案

（骨子）について会員に広報し，会員の意
見聴取を行う．その上で次期総会に会則お
よび細則等の改正案を諮るための作業を行
う．そのために執行委員会のもとに会則・
細則等検討小委員会を設ける．本小委員会
では，会則・細則等改正案を細部に渡って
整合的かつ規則として整った文体に仕上げ
ること，変更しない条項についても文体の
整合性を計るべく表現を見直すことが課せ
られる．さらに，合意に至らなかった事項
について，広く意見を聞き，評議員会に提
案し，合意に基づいて改正案を作成する．
2） 執行体制整備委員会は今年3月をも

って終了するが，総会の開催時期（会計年
度，予算決算の決定方法），地質学雑誌の
編集体制，支部のあり方，研究委員会のあ
り方等，なお今後検討すべき事項が残され
た．これらについて引き続き検討を行う必
要がある．そのために新たに組織運営検討
委員会を評議員会のもとに設ける．

III． 補足説明（執行体制整備委員会）
1． 委員会の設置の背景

執行体制の整備については1995年6月に
将来構想検討委員会（委員長，小玉喜三郎）
によって提出された検討課題の一つであ
る．同委員会は今後検討し解決を計る課題
（方策）としてつぎの諸点を上げた．1）研
究部門の活性化（専門別研究会の強化）お
よび関連研究会との連携強化，2）事務局，
評議員会の機能強化（中・長期的な視点で
学会運営を企画・調整する部門の設置，法
人化の推進，財政基盤の確立，事務局体制
の近代化），3）地質学雑誌の編集方法の改
善，ニュース誌の分化による会員への多面
的サービス推進，4）年会のもち方（年会
の複数化，コンビーナー制の導入による討

論の活性化，他学会との連合開催），5）学
会活動の社会的役割（様々な行事の実施，
法人化による執行体制，事務局体制の抜本
的強化，普及教育活動の強化）．
これらについて具体的方策を検討するた

めに，研究企画委員会，事業計画委員会が
設けられ，2と5の課題以外については各
委員会で検討がなされ，評議員会や総会の
議を経て実行に移された．それらは，専門
部会の設置，多面的な研究委員会の設置と
活動，ニュース誌の分離と充実，年会のも
ち方の改善，などであり，さらに，法人化
の研究と検討，普及教育検討委員会および
同事業委員会による普及教育の進め方の検
討が進行中である．
一方，学会の組織運営に関する課題（主

として2，5）は執行委員会に検討が委ね
られたが，執行委員会は日常業務に追われ
対応することができなかった．その間にも
学会活動は多様化し多面的な展開を始め，
いよいよ執行体制の不備や矛盾が顕在化
し，早急に解決すべき状況に至った．この
ような状況に対応するため，評議員会は執
行体制の整備について別の委員会をその下
につくることが必要であると考え，1997
年6月に執行体制整備委員会が発足した．
2． 討議経過

執行体制整備委員会における今日までの
討議内容はすでにニュース欄およびニュー
ス誌に詳細な報告を行ってきたので，ここ
では省略する．なお，当初の討議日程につ
いては10月の臨時評議員会で「中間まと
め」が討議ができなかったことに関して，
評議員会内および会員からも，もっと時間
をかけて議論すべき，との意見があった
（ニュース誌2月号）．今回の評議員会に提
出した委員会の最終答申は修正を経た上
で，今後さらに広く意見を聞きながら，執
行委員会の下に作られる会則・細則等検討
委員会で次期総会に提案することを目途に
討議が続けられる．
3． 執行委員会の見直しについて

今回の答申の中心は執行委員会の体制で
あり，運営細則の見直しから検討をはじめ
た．現行の常置委員会を大幅に見直し，統
合を行うとともに不足していた部門を加
え，執行委員が部長，副部長を勤める事業
部の下に各種の実務委員会を配する構成に
したが，これはつぎのような状況や意見に
基づいている．現在の執行委員会，常置委
員会の業務は，運営細則に規定されている
内容（その大部分は事務局の日常業務とし
てなされている）と合わないばかりか，規
定が細かすぎて動きがとれないところもあ
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執行体制の整備について
1997年度評議員会議長　斎藤常正

1997年度第4回評議員会において，執行体制整備委員会（委員長，小松正幸）から提出さ

れた最終答申について長時間の討議を行い，その大筋について評議員会としての合意を得ま

した．しかし，いくつかの項目については意見が分かれ，合意に至らないところもあり，ま

た，字句や表現の修正を要する部分も指摘されました．本報告は評議員会議事抄録とは別に，

執行体制整備委員会の最終答申について，同評議員会の討議を通じてとくに会則・運営細則

案等について字句や表現の一部修正を行ったものと，同委員会の補足説明，評議員会で合意

に至らなかった事項をお知らせし，会員からの広範な意見聴取を図るものです．



る．また，委員会によって仕事量の偏重が
あり，なにをしてよいか分からない部分も
ある．一方では，学術研究や普及教育を扱
う部門がない．執行委員は関東在住の評議
員に限られるために，過重の偏重をきたし
ている．また，必ずしも適者適任の分担が
行なえない場合もある．学会活動を活性化
させ，活動の広がりを図るには，他の地方
在住評議員も執行委員として運営に参加で
きる方策が必要であり，適者適任を考慮す
れば評議員でなくとも実務を分担できるよ
うにすべきで，執行委員会は毎月執行委員
全員が集まる必要はない．
執行委員は1年交代（継続もあり得るが，
1年毎に評議員の互選による）であるため，
継続性が保たれない場合があるので，各事
業部に執行委員の部長と副部長をおき，2
年任期で半数交代ということにした．
改正案においては学会運営の要は運営財

政部であり，なかでも総務委員会がその中
心になる．執行委員会は現在のように毎月
開く必要はないが，運営財政部会ないし総
務委員会はそれに代わるものとして毎月会
議をもつ必要があり，他部会と連絡をとり，
その状況を把握する必要がある．
改正案は，執行委員会の運営について，

現行のように執行委員を関東在住者とし，
各事業部の部長，副部長が実務委員会の委
員長を兼ね，執行委員会を毎月開く，とい
うように現在と同じように行うことも可能
である．過渡期においてはこの方式で行う
のもよい．

4． 会則の変更，とくに，会長・副会長の

位置づけについて

運営細則の検討の結果，改正事項は会則
におよぶために，その改正が必要である．
加えて，会長・副会長の位置づけの見直し
を行った．これについては中間答申（ニュ
ース2月号）を参照されたい．会長・副会
長を評議員会の構成員とする主旨は，執行
部の一員として会務に責任をもたせる処に
ある．とくに，副会長は経験豊富であり実
務にも精通している人が多いので，現在の
ように活動が多様化し多面的になっている
学会においては重要な働き手である．権限
が集中するという批判があるが，学会の民
主的運営は定着しており，会長・副会長へ
の権限集中は法や規定以前に慣習として成
り立たない．

IV． 会則等改正案（骨子）の合意さ
れなかった事項（V～VIII参照）
運営細則，役員選挙細則の一部は下記と

関係するが記述を省略した．
1） 会則第8条2．改正案では「会長・

副会長：正会員から選出され，…」とし，
院生，学生をはずした．これに対し，院生，
学生会員の権利として，また夢を与えるも
のとして残すべき，最近では社会人院生も
認められているとの意見があり，一方では
院生，学生会員は事実上会長・副会長に立
候補しないのではずしてよいとの意見があ
った．
2） 同，および3．評議員会の q1w．「会

長・副会長は評議員会の構成員として討論
および議決に加わることができる」につい
て，会長・副会長は別な立場にいた方が良
い，評議員会の議決が可否同数のとき議長
が決することになっており，会長・副会長
が議決に加われば立場が逆転するなどの意
見があった．また，3，q1wの評議員会改正
規定，「…評議員および会長・副会長で組
織し，…」で十分とする意見があった．
3） 同3 q2w．「議長は評議員会を代表し

統括する」について，この表現は不必要と
の意見，統括するは表現がよくない，との
意見があった．後者の意見は多くあったの
で，今回提示した案からは「統括する」を
削除した．
4） 同5．事業部．事業部の名称は学会

としては不適当，という意見があった．
5） 同7．地質災害対策委員会．委員会

名称として「対策」とするのは適切ではな
い．また，会長を責任者とすることに異論
があった．この部分は修正して執行委員長
を責任者とするよう修正した．対策に代わ
るいい案が必要．
6） 第9条．執行委員の任期について．

現行どおり1年がよいとする意見があっ
た．これに対し，執行委員会としての継続
性を保つためには2年，かつ半数交代とす
る必要があるとの意見が，主として執行委
員側から出された．
7） 組織図（案）のなかで，上記2）に

関連して評議員会の欄について修正を求め
る意見があった．
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V．会則 改正案（骨子）
第1条～第5条　変更なし
第6条　会員は下記の会費を前年12月31日までに納入しなければな

らない．
1～5 変更なし

正当な理由なく1カ年以上会費を滞納した会員は，総＿務＿委＿員＿会＿の
審議をへて評議員会の議決により除籍される．
第7条　会員はつぎの権利をもつ．
1～4 変更なし

本会の名誉をそこなったとみられる会員は，総＿務＿委＿員＿会＿の審議を
へて評議員会の決定によって除名されることがある．
第8条
1． 総会　変更なし　　　
2． 会長および副会長：正＿会＿員＿の＿中＿か＿ら＿選＿出＿さ＿れ＿，会長は本学会を代
表し，会務を統括する．
副会長は会長を補佐し，会長に事故あるときはその職務を代行す

る．
会＿長＿お＿よ＿び＿副＿会＿長＿は＿評＿議＿員＿会＿の＿構＿成＿員＿と＿し＿て＿討＿論＿お＿よ＿び＿議＿決＿に＿加＿
わ＿る＿こ＿と＿が＿で＿き＿る＿．
3． 評議員会
q1w＿ 正会員，院生会員および学生会員の中から選出された評議員お＿よ＿
び＿会＿長＿・＿副＿会＿長＿で組織し，総会のさだめた基本方針にしたがい，運
営要項を議決する．

会則　　　　　　　　　　現　　行
第1条～第5条　略
第6条　前略

正当な理由なく1カ年以上会費を滞納した会員は，会員委員会の
審議をへて評議員会の議決により除籍される．
第7条　前略

本会の名誉をそこなったとみられる会員は，会員委員会の審議を
へて評議員会の決定により除名されることがある．
第8条
1． 略　
2． 会長および副会長：正会員，院生会員および学生会員の中から選
出され，会長は本学会を代表し，会務を統括する．
副会長は会長を補佐し，会長に事故あるときにはその職務を代行

する．
会長および副会長は評議員会に出席し，意見を述べることができ

る．
3． 評議員会：正会員，院生会員および学生会員の中から選出された
評議員で組織し，総会のさだめた基本方針にしたがい，運営要項を
議決する．
評議員会は過半数の出席がなければ議決できない．
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q2w＿＿評＿議＿員＿中＿よ＿り＿互＿選＿さ＿れ＿た＿評＿議＿員＿会＿議＿長＿お＿よ＿び＿副＿議＿長＿各＿1＿名＿を＿お＿く＿．
議＿長＿は＿評＿議＿員＿会＿を＿代＿表＿す＿る＿．＿副＿議＿長＿は＿議＿長＿を＿補＿佐＿し＿，＿議＿長＿に＿事＿故＿あ＿
る＿と＿き＿は＿そ＿の＿職＿務＿を＿代＿行＿す＿る＿．

q3w＿ 評議員会は過半数の出席がなければ議決できない．
q4w＿ 評議員会で決定したことは総会に報告しその承認をもとめる．
q5w＿＿評＿議＿員＿会＿の＿も＿と＿に＿各＿賞＿選＿考＿，＿選＿挙＿管＿理＿，＿会＿計＿監＿査＿等＿の＿学＿会＿運＿営＿に＿
必＿要＿な＿委＿員＿会＿を＿お＿く＿．

q6w＿＿評＿議＿員＿会＿の＿も＿と＿に＿必＿要＿に＿応＿じ＿て＿学＿会＿の＿運＿営＿・＿将＿来＿構＿想＿・＿事＿業＿計＿
画＿等＿を＿検＿討＿す＿る＿委＿員＿会＿お＿よ＿び＿会＿員＿の＿権＿利＿・＿地＿位＿向＿上＿の＿た＿め＿の＿委＿員＿会＿
を＿お＿く＿こ＿と＿が＿で＿き＿る＿．

4． 執行委員会
q1w 評議員中より互選された執行委員で組織し，総会・評議員会の議
決にもとづき本会の業務を執行する．

q2w 執行委員長は執行委員中より互選され，執行委員会を統括する．
5＿．＿事＿業＿部＿：＿執＿行＿委＿員＿会＿の＿も＿と＿に＿そ＿の＿任＿務＿を＿た＿す＿け＿る＿目＿的＿で＿執＿行＿委＿員＿
を＿部＿長＿お＿よ＿び＿副＿部＿長＿と＿す＿る＿，＿運＿営＿財＿政＿・＿学＿術＿研＿究＿・＿編＿集＿出＿版＿・＿普＿及＿
教＿育＿事＿業＿の＿各＿事＿業＿部＿を＿置＿く＿．＿各＿事＿業＿部＿は＿学＿会＿の＿運＿営＿・＿事＿業＿に＿必＿要＿な＿
委＿員＿会＿を＿組＿織＿し＿統＿括＿す＿る＿．＿ま＿た＿，＿各＿事＿業＿部＿は＿そ＿れ＿ら＿に＿関＿連＿す＿る＿会＿則＿
第＿8＿条＿6＿に＿定＿め＿る＿専＿門＿部＿会＿，＿研＿究＿委＿員＿会＿を＿統＿括＿し＿調＿整＿を＿計＿る＿．
6． 専門部会および研究委員会　変更なし

評議員会で決定したことは総会に報告しその承認をもとめる．
5． 常置委員会および事務局：執行委員会のもとにその任務をたすけ
る目的で執行委員を委員長とする庶務・会計・会員・編集・行事・
国際交流の各常置委員会と事務局をおく．

7＿．＿地＿質＿災＿害＿対＿策＿委＿員＿会＿：＿執＿行＿委＿員＿会＿の＿も＿と＿に＿執＿行＿委＿員＿長＿を＿責＿任＿者＿と＿
し＿，＿若＿干＿の＿委＿員＿を＿お＿き＿，＿地＿質＿災＿害＿に＿対＿応＿す＿る＿．

8＿．＿支＿部＿長＿連＿絡＿会＿議＿：＿執＿行＿委＿員＿会＿の＿も＿と＿に＿執＿行＿委＿員＿長＿を＿責＿任＿者＿と＿し＿
て＿，＿執＿行＿部＿支＿部＿間＿並＿び＿に＿支＿部＿間＿の＿連＿絡＿調＿整＿を＿行＿う＿．
9＿．＿事＿務＿局＿：＿執＿行＿委＿員＿会＿の＿も＿と＿に＿事＿務＿局＿長＿お＿よ＿び＿若＿干＿の＿事＿務＿局＿員＿か＿ら＿
な＿る＿事＿務＿局＿を＿お＿く＿．

第9条　本会は選挙によりつぎの役員をおく．

評議員会の推薦による会計監査2名をおく．監査の任期は1年とす
る．
役員の任期は通常総会終了の時から翌年または翌々年の通常総会終

了の時までの1年または2年とする．ただし，総会が5月10日までに
開催されない年度には，5月10日までに新・旧役員の交代をおこなう．
役員はすべて再選されてもよい．ただし，評議員は1年ごとにその半
数が改選される．

第9条　本会は選挙によりつぎの役員をおく．

評議員会の推薦による会計監査2名をおく．監査の任期は1年とす
る．
役員の任期は通常総会終了の時から翌年または翌々年の通常総会終

了の時までの1年または2年とする．ただし，総会が5月10日までに
開催されない年度には，5月10日までに新・旧役員の交代をおこなう．
役員はすべて再選されてもよい．ただし，評議員は1年ごとにその半
数が改選される．

役　員 人数 選挙者 被選挙者 任期

会長 1 正会員，院生および学生会員 正会員 2
副会長 2 正会員，院生および学生会員 正会員 2

評議員 50 正会員，院生および学生会員 同　左 2

評議員会議長 1 評議員 同　左 1
同副議長 1 評議員 同　左 1
執行委員 9 評議員 同　左 2

執行委員長 1 執行委員 同　左 2
事業部長 4 執行委員 同　左 2
同副部長 4 執行委員 同　左 2

VI． 運営細則　　　　　　改正案（骨子）
第1条　変更なし
第2条　評議員会の種別・召集・議決等
1～3 変更なし
4＿．＿評＿議＿員＿会＿は＿毎＿回＿そ＿の＿議＿事＿抄＿録＿を＿速＿や＿か＿に＿会＿員＿に＿知＿ら＿せ＿る＿．
第＿3＿条＿＿執＿行＿委＿員＿会＿・＿事＿業＿部＿・＿地＿質＿災＿害＿対＿策＿委＿員＿会＿・＿支＿部＿長＿連＿絡＿会＿議＿
お＿よ＿び＿事＿務＿局＿
1． 執行委員会は随時会議を開き，会務の執行に当り各＿事＿業＿部＿相＿互＿お＿
よ＿び＿評＿議＿員＿会＿に＿属＿す＿る＿各＿種＿委＿員＿会＿と＿の＿連＿絡＿調＿整＿を＿計＿る＿．

運営細則　　　　　　　　現　　行
第1条　変更なし
第2条　評議員会の種別・召集・議決等
1～3 変更なし
4． 評議員会は毎回その結果を会長に報告する．
第3条　執行委員会・常置委員会および事務局
1． 執行委員会は随時会議を開き，会務の執行に当たり各常置委員会
相互の連絡調整を計る．
2． 常置委員会は次の事業を分担し，執行委員会の会務を補佐する．
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2＿．＿事＿業＿部＿は＿次＿の＿事＿業＿を＿分＿担＿し＿，＿執＿行＿委＿員＿会＿の＿会＿務＿執＿行＿を＿補＿佐＿す＿る＿．＿
各＿事＿業＿部＿に＿属＿す＿る＿委＿員＿会＿の＿委＿員＿は＿執＿行＿委＿員＿会＿の＿推＿薦＿に＿よ＿っ＿て＿会＿長＿が＿
委＿嘱＿す＿る＿．
運＿営＿財＿政＿部＿：＿総＿務＿委＿員＿会＿お＿よ＿び＿広＿報＿委＿員＿会＿を＿組＿織＿し＿統＿括＿す＿る＿．
総＿務＿委＿員＿会＿；＿複＿数＿の＿担＿当＿委＿員＿を＿置＿き＿，＿事＿務＿局＿の＿管＿理＿，＿外＿部＿と＿の＿折＿
衝＿，＿総＿会＿・＿評＿議＿員＿会＿お＿よ＿び＿執＿行＿委＿員＿会＿に＿関＿す＿る＿報＿告＿・＿議＿事＿の＿整＿理＿，＿
学＿会＿の＿財＿政＿事＿務＿の＿管＿理＿お＿よ＿び＿財＿政＿方＿針＿の＿検＿討＿，＿会＿員＿事＿務＿の＿管＿理＿，＿会＿
員＿・＿賛＿助＿会＿員＿拡＿大＿計＿画＿の＿検＿討＿，＿会＿員＿名＿簿＿そ＿の＿他＿会＿員＿サ＿ー＿ビ＿ス＿の＿検＿討＿
等＿を＿行＿う＿と＿と＿も＿に＿，＿支＿部＿長＿連＿絡＿会＿議＿，＿地＿質＿災＿害＿対＿策＿委＿員＿会＿，＿科＿研＿費＿
小＿委＿員＿会＿等＿と＿の＿連＿絡＿調＿整＿，＿そ＿の＿他＿常＿設＿の＿委＿員＿会＿お＿よ＿び＿外＿部＿関＿連＿委＿員＿
会＿等＿と＿の＿連＿絡＿を＿行＿う＿．
ま＿た＿，＿地＿質＿学＿論＿集＿の＿企＿画＿者＿と＿そ＿の＿も＿と＿で＿の＿編＿集＿委＿員＿会＿に＿対＿す＿る＿助＿
言＿，＿連＿絡＿調＿整＿を＿行＿う＿．
広＿報＿委＿員＿会＿；＿会＿員＿お＿よ＿び＿外＿部＿へ＿の＿広＿報＿活＿動＿を＿行＿う＿．

学＿術＿研＿究＿部＿：＿行＿事＿委＿員＿会＿，＿専＿門＿部＿会＿連＿絡＿委＿員＿会＿，＿国＿際＿交＿流＿委＿員＿会＿を＿
組＿織＿し＿統＿括＿す＿る＿と＿と＿も＿に＿，＿会＿則＿第＿8＿条＿6＿の＿研＿究＿委＿員＿会＿と＿の＿連＿絡＿調＿整＿
を＿計＿る＿．
行＿事＿委＿員＿会＿；＿総＿会＿・＿年＿会＿の＿年＿次＿計＿画＿の＿策＿定＿と＿総＿会＿運＿営＿・＿進＿行＿，＿お＿
よ＿び＿年＿会＿実＿行＿委＿員＿会＿と＿の＿連＿絡＿調＿整＿，＿年＿会＿プ＿ロ＿グ＿ラ＿ム＿の＿作＿成＿，＿討＿論＿
会＿・＿特＿別＿講＿演＿会＿の＿企＿画＿と＿進＿行＿，＿ま＿た＿，＿関＿連＿学＿会＿連＿絡＿会＿と＿の＿連＿絡＿調＿整＿
を＿行＿う＿．
専＿門＿部＿会＿連＿絡＿委＿員＿会＿；＿会＿則＿第＿8＿条＿6＿の＿専＿門＿部＿会＿の＿連＿携＿を＿計＿る＿．＿新＿

し＿い＿専＿門＿部＿会＿の＿組＿織＿化＿，＿既＿存＿専＿門＿部＿会＿の＿改＿廃＿の＿調＿整＿を＿行＿う＿．
国際交流委員会：国＿際＿交＿流＿に＿関＿す＿る＿企＿画＿立＿案＿な＿ら＿び＿に＿そ＿の＿業＿務＿の＿

遂＿行＿，＿そ＿の＿他＿国＿際＿交＿流＿に＿関＿す＿る＿事＿項＿を＿行＿う＿．
編＿集＿出＿版＿部＿：＿地＿質＿学＿雑＿誌＿編＿集＿委＿員＿会＿，＿企＿画＿出＿版＿委＿員＿会＿を＿組＿織＿し＿統＿括＿
す＿る＿．＿The＿Isl＿and＿ Arc＿編＿集＿委＿員＿会＿と＿の＿連＿絡＿調＿整＿を＿行＿う＿．＿地＿質＿学＿雑＿
誌＿編＿集＿委＿員＿会＿に＿つ＿い＿て＿は＿別＿に＿編＿集＿委＿員＿会＿規＿約＿を＿定＿め＿る＿．
企＿画＿出＿版＿委＿員＿会＿；＿リ＿ー＿フ＿レ＿ッ＿ト＿，＿地＿質＿案＿内＿書＿な＿ど＿の＿新＿た＿な＿企＿画＿を＿行＿

う＿．
普＿及＿教＿育＿事＿業＿部＿：＿普＿及＿教＿育＿推＿進＿委＿員＿会＿を＿組＿織＿し＿統＿括＿す＿る＿と＿と＿も＿に＿普＿及＿
教＿育＿に＿関＿連＿す＿る＿委＿員＿会＿を＿統＿括＿し＿調＿整＿を＿計＿る＿．
地＿質＿災＿害＿対＿策＿委＿員＿会＿：＿執＿行＿委＿員＿長＿，＿支＿部＿長＿お＿よ＿び＿若＿干＿の＿専＿門＿委＿員＿に＿よ＿
っ＿て＿構＿成＿し＿，＿緊＿急＿災＿害＿の＿発＿生＿に＿際＿し＿，＿情＿報＿収＿集＿・＿連＿絡＿等＿の＿必＿要＿な＿対＿応＿
を＿と＿る＿．
支＿部＿長＿連＿絡＿会＿議＿：＿執＿行＿委＿員＿長＿が＿召＿集＿し＿，＿支＿部＿活＿動＿の＿推＿進＿，＿連＿絡＿，＿意＿見＿
交＿換＿を＿行＿う＿．
なお，各＿事＿業＿部＿は＿会務執行補佐に関し，執行委員会の承認を得て

小＿委＿員＿会＿や＿外＿部＿と＿の＿連＿絡＿会＿議＿等＿を設置することができる．こ＿れ＿ら＿の＿
活動は担当執行委員を通じて執行委員会に報告する．
3． 変更なし
4＿．＿事＿務＿局＿：＿執＿行＿委＿員＿会＿が＿推＿薦＿し＿，＿評＿議＿員＿会＿が＿承＿認＿し＿た＿事＿務＿局＿長＿お＿よ＿
び＿事＿務＿局＿員＿若＿干＿名＿に＿よ＿っ＿て＿構＿成＿さ＿れ＿る＿．＿事＿務＿局＿長＿お＿よ＿び＿事＿務＿局＿員＿は＿
執＿行＿委＿員＿会＿の＿指＿示＿に＿従＿い＿学＿会＿の＿運＿営＿と＿事＿業＿に＿必＿要＿な＿事＿務＿的＿業＿務＿を＿行＿
う＿．＿事＿務＿局＿長＿は＿事＿務＿局＿を＿統＿括＿す＿る＿．

第4条　研究委員会
1． 変更なし
2． 各研究委員会は本細則の範囲内で自主的に運営される．ただし，
運＿営＿や＿行＿事＿に＿関＿し＿て＿は＿学＿術＿研＿究＿部＿と＿協＿議＿し＿調＿整＿を＿計＿る＿．また，その
研究進捗状況を評＿議＿員＿会＿で報告する．

3． 変更なし

第5条　専門部会
1． 変更なし
2． 専門部会は本細則の範囲内で自主的に運営される．ただし専門部
会の規約は評議員会の承認を得ることを要し，行＿事＿に＿関＿し＿て＿は＿学＿術＿
研＿究＿部＿と＿協＿議＿し＿調＿整＿を＿計＿る＿．＿ま＿た＿，＿そ＿の＿運＿営＿状＿況＿は＿評＿議＿員＿会＿で＿報＿告＿
す＿る＿．

常置委員会の委員は執行委員会の推薦によって会長が委嘱する．
庶務委員会 （イ）記録の整理と保管，（ロ）文書の発受，（ハ）出
版物の配布，（ニ）交換図書の整理と保管，（ホ）総会，評議員会お
よび執行委員会に関する事務，（ヘ）支部との連絡，（ト）外部との
折衝（チ）事務局の管理，（リ）地質学論集の刊行に関する事項，
（ヌ）各賞選考に関する事務，（ル）その他庶務に関する事項
会計委員会 （イ）会費および会誌購読料の徴収，（ロ）補助金およ
び寄付の受け付け，（ハ）現金出納および保管，（ニ）物品の購入保
管および売却，（ホ）会計帳簿および証書類の整理と保管，（ヘ）決
算書類の作成，（ト）その他会計に関する事項
会員委員会 （イ）会員の入会・退会・除籍・除名に関する審査お
よび手続き，（ロ）会員の氏名・年齢・住所・学歴・職業・専門分
野等の記録，（ハ）会員名簿の作成と印刷，（ニ）その他会員に関す
る事項
編集委員会 （イ）編集規約の立案，（ロ）原稿の受付，閲読，整理
および保管，（ハ）会誌の編集および印刷，（ニ）その他の刊行物お
よび外部との共同編集業務，（ホ）その他編集に関する事項
行事委員会 （イ）総会・年会・例会・特別講演会の企画と進行，
（ロ）見学旅行の企画，（ハ）専門部会に関する業務，（ニ）研究委
員会に関する業務，（ホ）その他
行事に関する事項
国際交流委員会 （イ）国際交流に関する企画立案ならびにその業
務の遂行，（ロ）国際会議・シンポジウム・講演会等の行事に関す
る業務，（ハ）諸外国との通信・連絡・文献交換等に関する業務，
（ニ）その他国際交流に関する事項

なお，各常置委員会は会務執行補佐に関し，執行委員会の承認を
得て小委員会を設置することができる．小委員会の活動は担当執行
委員を通じて執行委員会に報告を要する．
3． 略
4． 事務局は評議員会が選任した書記若干名によって構成される．書
記は会員であることを要しない．書記は執行委員会の指示に従い，
各常置委員会の事務に従事する．

第4条　研究委員会
1． 略
2． 各研究委員会は本細則の範囲内で自主的に運営される．ただし，
日程に関しては行事委員会と協議し，またその研究進捗状況を毎回
の定例評議員会で報告することを要する．
3． 略

第5条　専門部会
1． 略
2． 専門部会は本細則の範囲内で自主的に運営される．ただし専門部
会の規約は評議員会の承認を得ることを要し，日程に関しては行事
委員会と協議しまたその運営状況は毎年の通常総会で報告すること
を要する．
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VII． 役員選挙細則　　　　改正案（骨子）

第2条　会長・副会長および評議員選挙のための選挙管理委員会をつ
くり，候補者の受付けおよび選挙を執行する．

1＿．＿選＿挙＿管＿理＿委＿員＿会＿：＿委＿員＿は＿評＿議＿員＿会＿に＿お＿い＿て＿会＿長＿・＿副＿会＿長＿・＿評＿議＿
員＿・＿監＿査＿委＿員＿以＿外＿の＿正＿会＿員＿・＿院＿生＿会＿員＿の＿中＿か＿ら＿5＿名＿を＿選＿び＿，＿会＿長＿が＿
委＿嘱＿す＿る＿．＿委＿員＿会＿の＿任＿期＿は＿毎＿年＿7＿月＿1＿日＿よ＿り＿翌＿年＿6＿月＿末＿日＿ま＿で＿と＿す＿
る＿．＿委＿員＿長＿は＿委＿員＿の＿互＿選＿に＿よ＿っ＿て＿決＿め＿る＿．＿委＿員＿会＿は＿選＿挙＿細＿則＿に＿定＿め＿
ら＿れ＿た＿事＿項＿を＿除＿き＿，＿選＿挙＿実＿務＿に＿係＿わ＿る＿事＿項＿に＿つ＿い＿て＿審＿議＿し＿決＿め＿る＿こ＿
と＿が＿で＿き＿る＿．＿ま＿た＿，＿細＿則＿の＿改＿正＿に＿つ＿い＿て＿審＿議＿し＿評＿議＿員＿会＿に＿提＿案＿す＿る＿
こ＿と＿が＿で＿き＿る＿．

第3条　 評議員会議長・副議長および執行委員は評議員会で評議員
の互選で決める．
執行委員長および各＿事＿業＿部＿部＿長＿，副部長は執行委員会で執行委員

の互選で決める．
各＿事＿業＿部＿の＿委＿員＿会＿委＿員＿お＿よ＿び＿委＿員＿長＿は＿，＿各＿事＿業＿部＿の＿部＿長＿・＿副＿部＿長＿

が＿正＿会＿員＿お＿よ＿び＿院＿生＿会＿員＿の＿中＿か＿ら＿推＿薦＿し＿た＿も＿の＿を＿執＿行＿委＿員＿会＿が＿選＿任＿
し＿，＿評＿議＿員＿会＿の＿承＿認＿を＿得＿て＿会＿長＿が＿委＿嘱＿す＿る＿．＿委＿員＿長＿お＿よ＿び＿委＿員＿の＿任＿
期＿は＿2＿年＿と＿し＿，＿再＿任＿を＿妨＿げ＿な＿い＿．＿な＿お＿，＿執＿行＿委＿員＿に＿欠＿員＿が＿生＿じ＿た＿場＿
合＿に＿は＿評＿議＿員＿会＿は＿速＿や＿か＿に＿こ＿れ＿を＿補＿充＿す＿る＿．

役員選挙細則　現　　行

第2条　会長・副会長および評議員選挙のための選挙委員会をつく
り，候補者の受付けおよび選挙を執行する．

1． 選挙委員会：委員は評議員以外の正会員・院生会員の中から各支
部が1名づつ推薦する．選挙委員会は毎年11月30日までに会長に
よって召集され，その翌年の通常総会終了と共に解散する．
2． 省略
3． 省略

第3条　 評議員会議長および執行委員は評議員会で評議員の互選で
決める．執行委員長および各常置委員会委員長は執行委員会で執行
委員の互選で決める．
各常置委員会の委員は各常置委員会委員長の推薦により評議員会

が正会員および院生会員の中から若干名を選任する．
委員の任期は1年とし，再選されてもよい．

VIII． 日本地質学会　組織（案）
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検討経過

q1w 1997年度第3回定例評議員会（12月
20日）は財政問題検討委員会を設置し，
委員長に野村を指名した．同委員会の委
員は会計委員会経験者と会員若干名と
し，委員の人選は委員長に一任された．

q2w 1998年2月7日開催の会計委員会に野
村が参加，財政に関する現状と問題点を
確認した．また，財政問題検討委員会に
嶋本利彦会員に加わっていただくことに
なった．（出席者：足立勝治，上砂正一，
滝田良基，野村　哲）
《財政問題検討委員会委員：足立勝治，
上砂正一，嶋本利彦，野村　哲（委員
長）》

q3w 1998年2月26日，第1回財政問題検討
委員会；出席者：足立，上砂，野村，嶋
本（意見を文書で提出）．なお，水野事
務局長に同席いただいた．
本会では，あらかじめ，嶋本委員と野

村の意見に基づいてつくられた素案を検

討した．検討課題は，地質学論集を含む
赤字解消財源，学会運営経費の節約，受
益者負担等についてであった．結果は野
村が整理し，事前に配布して，次回に再
検討することとなった．

q4w 1998年3月16日，第2回財政問題検討
委員会；出席者：足立，上砂，嶋本，野
村．なお，水野事務局長に同席いただい
た．
本会では，これまで検討されてきた案

と，新たに提出された嶋本案とを比較検
討した．答申案は，現状認識と学会活動
に対する基本姿勢，財政改善のための基
本姿勢，財政状況改善のための試案，当
面の対応策とその算定基準，今後の改善
計画の具体案等に区分して整理すること
とし，その内容を討論した．成文化に至
らず，野村が討議結果をまとめて文案を
つくり，ファックスで交換し合って完成
することになった（3月25日に完成）．
ここに，日本地質学会の財政の改善に

ついて，次のように答申する．

の増収となるが，この額は年間の赤字分
に相当し，値上げだけによる赤字対策は，
その効果が長持ちせず，赤字と会費値上
げの悪循環を招くことになる．したがっ
て，赤字解消を会費値上げだけに頼るこ
とは避けなければならない．
また，学会の必要経費を，会費の形で

会員に一様に負担を強いるべきでない．
2． 活動区分ごとに財源を区分し，それぞ
れについて財源を決めるべきである．
3． 学会の基本的活動．

学会維持のために不可欠であり，すべ
ての会員に共通的に必要，あるいは有益
な活動を「学会の基本的活動」と位置づ
け，そのための必要経費（以下「基本経
費」という）は，会費の形で会員に一様
に負担をお願いする．学会の基本的活動
の例：①地質学雑誌の発行，②ニュース
誌の発行，③学会事務局の維持（事務所
賃貸料，事務経費，人件費，退職金積み
立て金，ほか），④選挙費用，ほか
4． 受益者負担の原則．

個人またはグループが，学会活動によ
って利益を得る場合には，経費の一部を
負担する．
例：論文の出版……著者は出版によって
利益を得るので，出版料，別刷代の
一部を学会に還元する．
学会参加者……学会から利益を得
る．参加しない会員に負担を強いる
べきでない．

5． 独立採算の原則．
q1w 総会，学術大会の開催経費は，原則
として独立採算で行う．

q2w 特定グループが関与した活動は，原
則として独立採算で行う．
例：支部活動，研究部会，研究委員会等
には，学会から補助金は出さない．

q3w 事務局に事務的負担をかける場合
は，事務局経費の一部を負担する．
負担額の算定にあたっては，全体の

予算規模に対する，活動の予算規模の
占める割合から算定する．

6． 委員会への旅費．
将来は，委員会への旅費の一部を学会

で負担するよう努力する必要がある．
7． 学会としての事業．
8． 広告の大幅増加．

会員にも有益な広告の増加．学会ニュ
ース誌の活用．
9． 寄付金の受入れ体制の確立．

税法を考慮した受入れ体制の検討・整
備．
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学会の財政問題についてご意見を

日本地質学会の財政改善について（答申）
（1998年３月27日） 1997年度財政問題検討委員会

1997年12月20日に開催された1997年度第3回定例評議員会は，学会の財政が苦しくな

ってきている折から，財政問題検討委員会を設けて検討し，翌年3月の定例評議員会に答

申することをきめました．新設された財政問題検討委員会は，学会財政の現状分析と今後

の改善策について検討し，その結果を，本年3月27日に開催された1997年度第4回定例評

議員会に答申して任務を終りました．評議員会では，財政問題全般にメスを入れたことに

よい評価をいただきましたが，節約する方法の有無，事業拡大に伴う経費増の問題など，

分析不十分な課題を残しました．

同評議員会では審議の結果，答申に基づいて改めて検討委員会を設立し，さらに細部に

わたってを進めるすることになりました．会員のみなさんには，答申の内容，財政に関わ

る学会運営のあり方，経費節約，その他についてのご質問，ご意見を1998年度財政問題

検討委員会，または学会事務局あてにお寄せくださるようお願いいたします．以下に答申

の全文を掲載します．（1998年4月2日）

日本地質学会の財政改善について
I 現状認識と学会活動に対する基
本姿勢

1． 財政の危機的状況．
学会の運用財産は，年間の赤字分が

500万円に達し，1998年度はなんとか工
夫して切り抜けるとしても，99年度末
は，完全に赤字になってしまうことが明
らかになった（地質学会ニュース，1巻，
2号；「日本地質学会の財政状況に関心
を（その2）」，第3図）．
2． 学会活動の拡大と運用財産の確保．
q1w 地質学会発展の重要性．
q2w 学会の活性化を図る財力の必要性

q3w 社会的地位の向上をめざす取りくみ
の必要性

3． 事務局の体制づくり．
事務局では連日の残業がつづき，慢性

的な人手不足になっている．また，退職
金の積み立て金は不十分であり，現在
（40万円/年）の3～4倍が必要である．

II 財政改善のための基本姿勢
1． 会費の値上げ．

会費の値上げは，物価上昇と学会活動
の拡大に伴って行わざるをえない．しか
し，1000円の会費値上げで年間500万円



III 学会の総会，学術大会
1． 独立採算とする．すなわち，学会参加
者の受益者負担．
q1w 必要経費を参加費として徴収する．
q2w 講演予稿集も学会運営の財源の一つ
とする．

q3w 黒字分は学会に納入する．赤字分は
学会が補填する．

IV 学会誌等を除く刊行物
1． 独立採算とする．

印刷経費を回収するだけでなく，事務
局経費の一部をまかなえるよう価格を設
定する．
2． 出版事業を拡大する．

出版事業は，財源確保の重要な事業の
一つである．地質学論集の編集・販売体
制を確立するとともに，地質学論集以外
の出版物も企画する．幅広い魅力的な出
版物の刊行（防災，環境，教育分野の重
視）．
3． タイムリーな出版．

タイムリーな出版物が売上げを伸ばし
ている．
例：地質学論集，28号「斜面崩壊」，45
号「シーケンス層序学」
現状では，承認の手続きに時間がかか

りすぎて，時宜を逸してしまう恐れがあ
る．企画の申込みを待っていてはだめ．
4． 出版委員会（仮称）の設立．

委員会をつくり，独立した権限を持た
せる．企画や編集に時間をかけることが
重要であり，本づくりに堪能な人の参加，
名誉会員の参加がいただけるとよい．
5． 出版料の導入．

採算の見通しがない場合には，出版料
の導入を考える．たとえば，組み版料
（頁あたり3,000円）を半額著者負担とす
る．

V 学会事務所移転の課題.
1． 事務所の現状

事務所経費は年間900万円で，かなり
の負担になっている．また，書籍や書類
等の置場がいっぱいになっていて，会議
や執務の空間が狭く，書籍等の重量によ
る建物の安全性が話題になっている．
2． 課題

q1w 都心の賃貸料は，現在，値下がり傾
向にある．

q2w 交通の便がよく，遠隔地の会員でも
事務所に行きやすくなっている．
以上のような点を考慮して，事務所移

転は，総合的に判断すべきであり，本委

員会で検討して結論を出すのには，時間
が不足している．

VI 財政状況改善のための試案
1．「基本経費」

q1w 算定にあたっては，活動の拡大を考
慮すること．

q2w 退職金の積み立ては，現状の年間
40万円から200万円に増額すること．

q3w 事務局の体制強化．
2． 会費の値上げ．

1999年度に予測される決定的な赤字
財政をさけるために，会費の値上げが必
要である．出版等による増収，または，
経費節約が急速に図れる場合には，
1,000円の値上げですむが，今後の1年
間で財政改善の効果が現れることには困
難が予想されるので，長期的視野に立っ
て2,000円の値上げがよい．
3． 出版料，別刷り代等の受益者負担増額

q1w 出版料，別刷り代等の受益者負担増
額を地質学雑誌と地質学論集の双方に
適用する．
①　組み版料（現行は3,000円/頁）
の半額程度を著者負担とする．ただ
し，学生には，従来通りの価格を適
用する．これにより，年間150万円
前後の増収が見込まれる．
②　別刷り代の増額．現在は原価の
10～20％増程度である．

q2w 別刷りや地質学論集を数百部以上購
入した場合には，事務局経費負担分は
値引きする．

q3w 地質学論集の価格設定は，50％の
販売で印刷経費と事務費がまかなえる
ようにする．

q4w 地質学論集の印刷経費と事務費は，
1～2年で回収することを目標にする．

4． 出版事業の大幅拡大．
q1w 地質学論集の刊行を増やす．
q2w 収益金が増えれば，当面，学会の活
動資金として蓄積する．

5． 独立採算．
q1w 学会開催経費の独立を図る．参加者
負担の原則を適用する．

q2w 各賞基金，会員寄付を会費納入時に
送金していただく．

q3w 支部活動費．
q4w 専門部会活動費．
6． ニュース誌の大幅な充実と活用．

q1w 人員募集，新技術等の紹介記事．頁
あたり3万円程度の掲載料をいただ
く．

q2w 学会の新情報メディアとしてだけで
なく，応用地質業界，社会などの関わ
りも含めた情報誌とする．

q3w 編集・校正などは，ニュース誌印刷
業者にお願いする．
印刷経費＋（3万円/頁程度）．年間150
万円程度の収入を期待．

7． Island Arc誌の出版援助対象学術誌化
そのために購読数の増加が必要．出版

援助費の増加が期待される．

VII 当面の対応策とその算定基準
1．「基本経費」

学会の会費の算定にあたっては，学会
運用の全経費を，「基本経費」と受益者
負担・独立採算による経費等とに分け，
全会員が利益を得る「基本経費」を基準
にした．平成10年度の予算をもとに考
察すると，次のようになる．
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平成10年度の「基本経費」

費　　目 平成10年度 本来必要額 （備考）
万円 万円

出版費 雑誌印刷費 2,230 2,676（ニュース誌の充実）
名簿刊行費 230 230
総目録刊行費 20 20
編集費 120 120
送本費 1,000 1,000

集会費 本部旅費交通費 20 50（総会，年会の旅費等）
管理費 人件費 2,100 2,500 （手当等の費用増）

通信費 170 200（業務の増）
役員選挙費 90 90
旅費交通費 1 10（事務局員の交通費等）
会費等 75 90（本部委員会の交通費等）
事務所賃貸料 670 670
光熱費 12 15
仕器備品賃借料 190 230（リース備品の充実）
消耗品費 152 180（事務量増）
雑費 3 4

特定引当金 退職手当引当金 40 200（10年後　2,000万円）
計 7,132 8,285



2．「基本経費」に関連する収入見込み．
文部省補助金：292万円，雑誌売上

げ：550万円，広告料：300万円；計
1,142万円
3． 会費の算定
「基本経費」＝7,132－1,142＝5,990万円
単純に会員数（一般，院生，学生，賛

助会員を含め）を5100人とし，会員す
べてが受ける恩恵を雑誌・ニュース誌だ
けとすれば，会員一人あたりの経費は
59,900,000円÷5100人＝11,745円
この経費の中には，年会などの経費が

わずかに含まれているものの，学生・院
生会員がいるので，実際の会費は，この
計算値より高くなる．
現在の会費は10,000円であるので，
10,000円－11,745＝－1,745円
すなわち，一人当たり1,745円の赤字

となる．これに会員数5100人を掛ける
と
（－1,745円）×5100人＝－8,899,500円
となって，学会全体では，890万円の赤
字である．実際には，地質学論集等の収
入があるので実質は，500万円/年程度
の赤字である．
したがって，健全な財政運営をするた

めには，現状では会費を12,000円に値上
げする必要がある．

4． 財政状況の改善見通し
会費を値上げせずに財政運営をするた

めには，地質学論集の売り上げ等によっ
て900万円程度の収入を得る必要があ
る．さらに，退職金手当，ニュース誌の
充実等を考えると，1,500万円程度の増
額がなければならない．
3～5年後を見通した財政状況の改善

案として，大略，次のようなことが考え
られる．

万円
①地質学論集の値上げ分 ………………150

（50％販売で回収）
②　　同　　出版数の増加（2倍）……1,300

（企画・販売計画の実践による増）
③出版料・別刷り売上げ ………………340

（組版料の50％著者負担，値上げ）
④総会・年会運営費 ……………………250

（独立採算とする）
⑤支部，専門部会補助金…………………60

（受益者負担として予算削減）
⑥各賞………………………………………30

（寄付金等でまかなう）
⑦ニュース誌掲載料（技術紹介等）……150
（広告とは別枠で技術紹介料をもらう）

計　2,280万円

すなわち，財政状況の改善によって，

会費値上げによらない増収は，約2,300
万円である．
5． 将来の財政状況への対応

会費の値上げには限度があるので，
出版計画の拡大を図り，費目によって
は，受益者負担，独立採算を推進する
必要がある．

VIII 今後の改善計画の具体案　　　　　
地質学会の財政破綻を避けるためには，

次のような改善計画を立てる必要がる．
q1w 財政改善のための基本原則が承認さ
れれば，財政問題検討委員会を再編し
て，再建案の細部を検討し，最終的な
改善案を1998年12月の評議員会で決
定する．新委員会には，庶務委員会
（出版関係），行事委員会，および現財
政問題検討委員会から，それぞれ1～
2名程度，および評議員会（選出）か
ら2名の委員を出していただく．事務
局長，税理士の方にもにも，オブザー
バーとして参加していただくことが望
ましい．

q2w 決定した内容にそって，1999年度
の予算案を組む．

q3w 1999年3月の評議員会で，1999年度
の予算案を審議し，同期の総会にかけ
る．

日本地質学会News 1 （ 4） 9



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

10 日本地質学会News 1（ 4）

松本大会：行事委員会からのお知らせ
（個人講演の実施方式に変更あり，要注意！）

来る9月25_27日に長野県松本市の信州大学で開催予定の学術大会では，下記のようなプログラムが組まれています．これは，前の行

事委員長である新妻信明氏を中心とした委員会でよりよい発表形式を目指して検討されてきたものです．従来の実施方式とはいくつかの

点で異なっています．詳細については次号にてお知らせしますが，講演申し込み時に混乱されないよう，前もって概要と主要な変更点の

みについてここで紹介します．

まず，今回の大会は3日間すべて個人講演のみが行われ，シンポジウムや特別講演などは一切開かれません．総会も春に済んでいるの

で，一つの大きな会場に人が集まるのは懇親会のみとなります．その他に各専門部会のランチョンミーティング（昼食会），夜間小集会，

一般向けの普及講演会が行われます．

また，個人講演はすでに申し込みがなされた以下の53のセッションですべて行われ，これら以外に従来使われていた一般的な題名の

講演領域（例えば，古生代とか第四紀などの区分）はありません．講演を希望される方は，必ずこの中のどれかを選んで申し込んで下さ

い．この中にはポスターセッションも含まれます．ここが従来と大きく異なる点なので十分御注意ください．各セッションの中のプログ

ラムは個人申込みが済んだ後で行事委員会とセッションのコンビーナー（世話人）によって作られる予定です．

（行事委員会）

地域地質（日本）

地域地質（世界）

フォッサマグナ

惑星地質・インパクトからみた地球環境

地域層序

広域層序

大陸縁辺域層序

古海洋底・付加地塊層序の復元

砕屑物組成とテクトニクス

炭酸塩岩起源と環境

炭酸塩地球化学から読み取る環境変動

地質学において堆積有機物の果たす役割

シーケンス層序学―基本概念，テクトニクス・
層序への応用―

堆積相と堆積システム

続成作用

珪質堆積物

堆積過程（実験，シミュレーション，現行堆積）

海洋地質

テクトニクス

活構造

プレート沈み込み帯におけるリモートセンシン
グ，ロギング，およびモニタリング

付加体

斎藤　眞（saitomkt@gsj.go.jp）

脇田浩二（wakita@gsj.go.jp）

天野一男（kam@mito.ipc.ibaraki.ac.jp）
小坂共栄・高橋正樹・竹内圭史

三浦保範（yasmiura@po.cc.yamaguchi-u.ac.jp）

新妻信明（senniit@sci.shizuoka.ac.jp）

柳沢幸夫（yanagisa@gsj.go.jp）

酒井治孝（hsake@rc.kyushu-u.ac.jp）

松岡　篤（matsuoka@geobio.ge.niigata-u.ac.jp）
永広昌之

公文富士夫（shkumon@gipac.shinshu-u.ac.jp）
君波和雄・武蔵野実・竹内　誠

佐野弘好（sano@planet.geo.kyushu-u.ac.jp）
松本　良

松田博貴（hmat@sci.kumamoto-u.ac.jp）
狩野彰宏

秋山雅彦（akiyama@gipac.shinshu-u.ac.jp）

高野　修（takano-o@jnoc.go.jp）
伊藤　慎

立石雅昭（sedta9-4@scux.sc.niigata-u.ac.jp）
鎌田耕太郎，増田富士雄

立石雅昭（sedta9-4@scux.sc.niigata-u.ac.jp）

井本伸広（nimoto@wsml.kyokyo-u.ac.jp）
多田隆治・斎藤清二

宮田雄一郎・斎藤文紀（yoshi@gsj.go.jp）

西村　昭（akiran@gsj.go.jp）
湯浅真人

大藤　茂（shige@sci.toyama-u.ac.jp）
宮田隆夫・山北　聡

杉山雄一（sugiyama@gsj.go.jp）芦寿一郎

平 朝彦・斎藤実篤（saito@ori.u-tokyo.ac.jp）
芦寿一郎・斎藤文紀

狩野謙一（sekkano@sci.shizuoka.ac.jp）
木村克己

番号 タイトル 世話人（メール）

松本大会のセッション一覧
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断層岩

岩石・鉱物の変形

動的岩石学の新たな展開

日本列島の内陸大地震は地質構造とどうかかわ
るか

火山噴火と噴出物

水蒸気爆発

火山地質と火山発達史

火山岩および関連する深成岩

マグマとマグマ成因論

火山活動とテクトニクス

下部地殻―上部マントルのマグマプロセス

変成作用とテクトニクス

古領家帯と黒瀬川帯の諸問題―第2部古領家帯

プレート収束域の深部過程

オフィオライトと海洋プレート―生成からエン
プレースメントまで

超高温変成作用と地殻の溶融

情報地質

太平洋地域における古第三紀～新第三紀初期の
地史的イベント―堆積・テクトニクス・古生
物事件の対比

山脈の上昇と山間・前縁盆地の形成：ヒマラヤ
と日本

超大陸の形成・分裂と地殻進化テクトニクス

超大陸の形成・分裂と地殻深部・マントルダイ
ナミクス

超大陸の形成・分裂と地球環境の変遷

微生物による重金属の除去と環境修復を含めた
地質汚染および廃棄物・残土における諸問題

環境地質―水文地質・都市地質―

環境地質―地震地質・地殻変動と動的問題およ
び防災―

環境地質―人間社会と地質環境―

脊椎動物化石の系統と古生態

中・古生代古生物

古生物―新生代―

地学史・地学教育

応用地質―岩盤崩落および崩壊―

田中秀実（tanaka@sci.ehime-u.ac.jp）
林　愛明

竹下　徹（toru@sci.hiroshima-u.ac.jp）
清水以知子

鳥海光弘（tori@geol.s.u-tokyo.ac.jp）
小畑正明・西山忠男

塚原弘昭（htsukah@gipac.shinshu-u.ac.jp）
小嶋　智・佃　栄吉・竹内　章・大塚　勉

中田節也（nakada@eri.u-tokyo.ac.jp）
安井真也

伊藤順一（jitoh@gsj.go.jp）
林　信太郎

中川光弘（nakagawa@cosmos.sci.hokudai.ac.jp）

周藤賢治（shuto@scux.sc.niigata-u.ac.jp）
吉田武義

木村純一（jkimura@riko.shimane-u.ac.jp）
高澤栄一・吉田武義

高橋正樹（takama@mito.ipc.ibaraki.ac.jp）

新井田清信（kiyo@cosmos.sci.hokudai.ac.jp）
荒井章司

広井美邦（yhiroi@earth.s.chiba-u.ac.jp）
渡辺暉夫

高木秀雄（hideo@mn.waseda.ac.jp）
磯u行雄・武田賢治

榎並正樹（enami@eps.nagoya-u.ac.jp）
田切美智雄・平島崇男

宮下純夫（miyashit@sc.niigata-u.ac.jp）
石渡　明

石塚英男（Ishizuka@cc.kochi-u.ac.jp）
小山内康人

升本眞二（masumoto@sci.osaka-cu.ac.jp）
坂本正徳・西脇二一

小笠原憲四郎（ogasawar@arsia.geo.tsukuba.ac.jp）
木村　学・保柳康一

在田一則（arita@cosmos.sci.hokudai.ac.jp）
酒井治孝・中山勝博

吉田　勝（myoshida@sci.osaka-cu.ac.jp）
渡辺暉夫・小山内康人

有馬　真（arima@ed.ynu.ac.jp）
巽　好幸

磯u行雄（isozaki@chianti.c.u-tokyo.ac.jp）

田崎和江（kazuet@kenroku.ipc.kanazawa-u.ac.jp）
上砂正一

長瀬和雄
古野邦雄（riegc@ppp.bekkoame.or.jp）

香村一夫（riegc@ppp.bekkoame.or.jp）
小荒井衛

鈴木喜計（ged03722@niftyserve.or.jp）・藤井昭二

高橋啓一（takahasi@lbm.go.jp）

安藤寿男（ando@mito.ipc.ibaraki.ac.jp）

天野和孝（amano@juen.ac.jp）

有田正史（arita@gsj.go.jp）

籾倉克幹（momikura.yosimasa@kiso.co.jp）
千木良雅弘



1998年9月25日～27日にかけて，信州大
学松本キャンパスの共通教育センターを主会
場として，第105年学術大会が開催されます．
大会の正式の案内はニュース誌5月号に掲載
されますが，それに先だって松本大会の特徴
や見どころをお知らせしておきます．
松本大会では個人発表の機会を重視しまし

た．類似の分野の講演やシンポジウムが並行
しているために，必要な講演が聞けない・聞
いて貰えないということがなるべく少なくな
るように，独立したシンポジウムは行わず，
3日間をすべて講演に充てました．そして，
行事委員会から別に報告されているように提
案されたテーマごとに口頭発表を組織化し
て，シンポジウムと同じように密度の高い議
論ができるように試みています．
また，類似分野の講演が並行するというこ

とへの別の対策として，ポスター発表の充実
を図りました．各ポスターの掲示時間は丸1

日，説明に使えるコアタイムは昼の13時～
14時の1時間，同じ分野の口頭発表の場でポ
スター講演を紹介する短い時間を設定するな
どの工夫を凝らしています．50ブースを用
意して，3日間で合計150件の講演に対応で
きるように準備しています．
市民向けの企画としては，科研費「研究成

果公開発表（B）」の助成をうけて「地球の
不思議にせまる」という普及講演会，および
地質調査所との共催で「フォッサマグナ」と
いうタイトルで試資料の展示や体験のコーナ
ーを開催します．また，賛助会員，協賛企業，
協力団体などの展示会場も広く用意していま
す．これらの会場の近隣にポスター会場もあ
り，学会の「マーケット広場」ができあがる
予定です．
開催時期の9月末は北アルプスでは紅葉が

始まっています．美しい景色と澄んだ空気は
学術大会の最高の背景となるでしょう．日帰

りから3日間の本格的登山コースまで，多様
な野外見学会の準備も進められています．子
供同伴の方への必要に応じて保育所の開設も
検討しています．
本年会でも日本地質学会の活性化を目指し
て幾つか工夫を試みています．いろいろと新
しいことへの不安の点もありますが，ともか
く来て，講演して，聞いて，議論してみまし
ょう．地質学への新しい活力と展望が生まれ
てくること，請け合いです．多くの方の参加
をお待ちいたしております．
なお，松本大会についての疑問や依頼があ
りましたら，下記までご連絡ください．
日本地質学会第105年学術大会（松本）
準備委員会　庶務係　公文富士夫
電話 0263_37_2479, Fax.0263_37_2506, 
e-mail :nenkai98@geogate.shinshu-u.ac.jp
〒390_8621 松本市旭3_1_1
信州大学理学部物質循環学科
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一昨年発行したシリーズ第1作「大地の動きを知ろう―地
震・活断層・地震災害―」は，A2判裏表にカラー印刷という
スタイルが，ハンディーで，さらにポスターにもなることで好
評でした．このたびの第2作は環境地質研究委員会編集の地質
汚染のリーフレットで，3月7日完成しました．前リーフレッ
ト同様，会員の方には一部無料配布いたしますので，以下の要
領でお申し込み下さい．
配布方法：会員本人には一部無料配布．それ以上の部数をご希
望の場合，および非会員の方には，一部300円とさせていた
だきます．
申込み方法：学会事務局あて，必要部数を記入し，返信封筒

（宛名を書き，郵送料分の切手貼付のこと）を入れてお申し
込み下さい．なお，サイズが横15cm×縦21cm，重さが1部
25gですので，一部郵送につきましては，以下のようにお願
いいたします．
・定形封筒の場合：90円切手貼付．ただし，二つ折にしての郵
送となります．
・定形外（15×21cm以上）封筒の場合：130円切手を貼付．

一部以上の場合，部数×200円の代金と下記の郵送料を合
わせて，切手でお送り下さい．（例，郵送料3部まで160円，8
部まで270円，17部まで390円，20部まで580円）．20部以
上の送付希望の方は，事務局までお問い合わせ下さい．

☆リーフレットシリーズ第 2作

「大地のいたみを感じよう―地質汚染 Geo_Pollutions」

好評発売中！

25_27, 9, 1998

第105年学術大会（松本）の予告とご案内�第105年学術大会（松本）の予告とご案内�第105年学術大会（松本）の予告とご案内�



�　1． 当社の紹介

当社はJOMOで有名なジャパンエナジ
ーの100％子会社であり，その石油開発事
業部門を担っています．そのルーツは，わ
が国有数の非鉄金属資源会社―日本鉱業株
式会社―の石油開発部門までさかのぼりま
す．同社は，大正3年（1914）に石油探鉱
を開始し，昭和8年（1933）秋田県の雄物
川油田を開発したのを手始めに，戦中・戦
後の空白期を除いて一貫して国内外の石油
天然ガス資源を探鉱開発してきました．

昭和32年（1957）には新潟県北蒲原郡
でわが国有数規模の中条ガス田を発見しま
した．同ガス田は，国内でも珍しい水溶性
天然ガス鉱床・構造性天然ガス鉱床・原油
鉱床の複合よりなり，ガス・コンデンセー
ト・原油・ヨードを生産しています．

一方海外では，昭和44年（1969）同業
他社と共同で，中東アブダビ沖合のムバラ
ス油田の発見に成功しました．当社が関係
する生産油田にはこの他，中国陸豊13-1油
田，パプアニューギニアSE Gobe油田，
アブダビUmm Al-Anbar油田，Neewat Al-
Ghalan油田などがあります．また，探鉱

プロジェクトは，オーストラリア，インド
ネシア，中国タリム盆地などにも及んでい
ます．

�　2． 石油開発と地質学

私たちが行っている石油開発事業は，資
源産業の1つで，石油や天然ガスを発見し
それを開発・生産して利益を上げるもので
す．採ればなくなるため，新たな石油天然
ガス資源を発見しなければなりません．し
かし新規に発見することは，このビジネス
では最大のリスクとなっています（「千3
つ」ともいわれる）．このリスクを低減す
るのに地質学（石油地質学）は重要な役割
を果たしています．

石油鉱床は，根源岩（泥岩等）が地下深
く埋没し，そこに含まれる有機物（固体）
が熱で炭化水素（流体）に変わり，それが
浮力などで水と置き換わりながら上昇移動
し，トラップ（集油構造）にある貯留岩
（砂岩等）に集積したものです．このよう
に石油地質ではさまざまな地質現象を扱う
ため，幅広い分野をカバーします．層序学
（シーケンス層序学，年代層序学），古生物
学，堆積学，堆積岩岩石学，構造地質学，
地史学，有機地化学などです．時には火山
岩・変成岩岩石学にまで及ぶこともありま
す．

石油地質技術者は，これらをバックグラ
ウンドとして，地表地質調査や坑井地質調
査，対比スタディなどを行います．そして
これに基づいて，新しい地域に炭化水素鉱
床が成立する可能性を捜し出すわけです．
幅広い総合的な知識・最新の専門技術・新
しいアイデアの発想力などがそこには必要
となります．時には標高1000mのジャン

グルを歩き回ったり，町から300 km以上
離れた砂漠の真ん中で坑井を掘ったりする
ため，体力・忍耐力もいります．

最近の石油天然ガスの探鉱は，大水深・
僻地などの難地域へと向かっており，また
中小規模の微妙なトラップが主な対象とな
ってきました．このため，環境的にも技術
的にも難しくなってきています．しかし発
見されるのを待っている油ガス鉱床はまだ
たくさんあります．われわれは，柔軟な発
想・新しい技術をキーワードに，油田発見
率のアップ・探鉱開発生産コストの低減・
HSE（Health, Safety and Environment）の
徹底を3大目標として，世界中で探鉱開発
プロジェクトを推進し続けています．

（探鉱部　小鷹　長）

住所：〒105_0001 東京都港区虎ノ門
2_10_1

電話：03_5573_6850,  Fax:03_5573_6860,
E-mail:jed-tky@msn.com

事業所：中条油業所（新潟県）
社員数：120名（うち地質技術者11名）
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ジャパンエナジー石油開発株式会社　

リグサンライズと中条油業所中央圧送所（夜景）．

アブダビ石油生産プラットフォーム．

構造性天然ガス坑井（中条）．

賛助会員
のページ



北側は日本海，南端は太平洋に面する兵庫
県には，飛騨帯を除いた西南日本内帯のほと
んど全ての地質体が出現し，一部には三波川
帯まであるという，変化に富んだ地質からな
っています．1995年の兵庫県南部地震以降，
地震や活断層に関する展示を目当てに来館さ
れる方が多くなりましたが，今回の地震も日
本列島の歴史の中の一連の流れで起こったこ
とであることを知っていただき，もう一度足
元を見直していただこうという意識と，最近
兵庫県の地質図がほぼ35年ぶりに改訂され，
「兵庫県土木地質図（1/10万）」として出版
されたことをきっかけに，この企画展が企画
されました．
展示内容は，大きく「海洋の時代」「大陸

の時代」「日本海の成立前後」「日本列島の時
代」に分けられていて，それぞれ県下各地の
岩石・化石・鉱物の標本やそれにまつわる景
観写真などの展示から，兵庫県の大地が形成
されてきた過程が紹介されています．壊れや
すい化石以外の標本はできるだけ手にとって
見ることができるようにする．ここへ来れば
県下の地質は全てわかる．日本列島の形成の
中での位置づけを意識しながら展示する．を

目標につくられていますので，多くの会員の
方々に御来館いただきたいと思います．

開催期間：3月21日（土）～6月21日（日）
9時～17時　　　　　
入場料：大人　　　200円

大・高生　150円
中・小生　100円

なお，期間中には以下のような展示解説講
座を開催しますので，あわせてご案内いたし
ます．
4月5日（日）14 : 00～17 : 00
「赤道域からやってきた兵庫の土台」小林
文夫（当館，地球科学研究部）；「兵庫が火
砕流におおわれていた頃」先山　徹（当館，
地球科学研究部）
4月18日（土）14 : 00～16 : 00
「日本列島の誕生と海の動物相のルーツを
たずねて」鎮西清高氏（京都大学名誉教授）
5月10日（日）14 : 00～17 : 00
「日本のけものはどこから来たか」三枝春
生（当館，地球科学研究部）；「兵庫にさぐ
る氷河時代の環境変動」佐藤裕司（当館，

地球科学研究部）
聴講は無料．往復はがきまたはFaxで事前

に申し込んでください．
問い合わせ先：兵庫県立人と自然の博物館
〒669_1546 三田市弥生が丘6
電話・Fax（普及課直通）：0795_59_2002
ホームページ：http//www.natmuseum.
sanda.hyogo.jp/
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兵庫県立人と自然の博物館企画展「兵庫むかしむかしそのむかし，5億年の旅
路」および展示解説講座のご案内

博物館だより

足寄動物化石博物館オープン近づく
北海道東部足寄町から産出した後期漸新世の原始的束柱類と鯨類の化石を核とし

て準備が進められていた「足寄動物化石博物館」が，本年7月1日から一般公開さ
れる．展示では，5標本7体の束柱類骨格復元，メソニクス生体復元に始まるクジ
ラの進化といった古生物展示のほか，湯の滝の二酸化マンガンや，川流布のK/T
境界層など地質資料も注目される．足寄町へは，帯広・釧路・女満別の各空港から
車で1.5～2時間．
写真は，建物の完成予想図と原始束柱類ベヘモトプスの骨格復元．

（足寄動物化石博物館　澤村　寛　電話 01562_5_9100 Fax 01562_5_9101）
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「地質学と地震研究小委員会」・「断層解剖計画」共催

大島シュードタキライト巡検，シンポジ
ウム「断層震源域の物質イメージング」
報告

愛媛県八幡浜市の沖合いの島「大島」において，日本有数の規模を
もつシュードタキライトの露頭が小松正幸ほか（1997）によって発見
された．地震の記録を保存している貴重な好露頭であることから，昨
年末にこの露頭の見学会が「地質学と地震研究小委員会」，「断層解剖
計画」研究グループによって計画され，2月28日に実施された．また
翌3月1日には，この露頭の発見にちなんで「断層震源域の物質イメ
ージング」と題された半日シンポジウムが愛媛大学理学部で開催され
た．
シュードタキライト露頭見学会は米国からの研究者3名を含む約70

名（うち院生・学生約25名）が参加し，たいへん賑やかな巡検とな
った．午前11:00に愛媛県八幡浜港に集合し，好天の下，八幡浜港か
ら大島行きの貨客船に見学会参加者を満載し，大島に到着した．大島
では，島のみなさんの暖かい歓迎を受け，公民館での昼食後，小松正
幸氏・宮下由香里の案内による巡検が始まった．宮下作成の巡検案内
書には観察ポイントが解説されており，参加者の好評を得ることがで
きた．シュードタキライトの露頭は，島の西側に面した切り立った崖
に露出しており，当初巡検路の確保が危ぶまれていたが，島の皆様が
足場を準備して下さり，巡検はスムーズに進行した．
シュードタキライトは，3帯に分かれて露出している．第1帯では，

マイロナイト化した変ハンレイ岩および変花崗閃緑岩中の断層帯中に
シュードタキライトが認められた．非対称構造を示す剪断面，および
展張裂罅にそってシュードタキライトが注入している様子がよく現わ
れており，地球物理学関係者の注目を集めた．第1帯の北側約200m
に露出する第2帯および第2帯より40m北側に露出する第3帯では，
基本的には第1帯と同様であるが，後生的な剪断変形によりシュード
タキライトに面構造が重複して形成されている様子がよく現われてい
た．小松氏・宮下は大島シュードタキライトは，形成時に全溶融した
こと，また，その形成後に延性的な重複変形を受け，その変成条件は
低度の緑色片岩相に相当すると考えていること，およびそれらの根拠
を説明した．巡検当日は，大潮の干潮時であったが，ほぼ全員が第3
帯の見学を終えた午後4 : 00には潮が満ち始め，一部通過が難しくな
っていた．今後この露頭を巡検をされる方は，潮の干満表を確かめて
から予定を立てることをお勧めする．なお，大島シュードタキライト
は稀産自然物として1997年8月に八幡浜市の天然記念物に指定されて
いるので，露頭から採取することは遠慮されたい．
当日の夜は，島内の公民館で懇親会がもたれた．大島区長の松井氏，
公民館長の佐々木氏の歓迎のお言葉を頂いた後，小松氏の挨拶で懇親
会が始まった．懇親会は，和やかな懇談，鋭い議論，研究紹介，今後
のプロジェクト案など各所で地球科学関係者ならではの会話がもた
れ，いつ果てるともなく続いた．個人的には地球物理学者と地質学者
がこのような懇談をもてたことに著しい喜びを感じていた．
翌3月1日は，朝6 : 00に起床し朝食後，八幡浜に戻る船に乗船し，

午後から愛媛大学で始まるシンポジウムに備えて午前中に松山市に到
着するというハードスケジュールであった．午前の早いうちに松山に
到着した方々は，短い時間ではあったが，道後温泉，松山城など市内
の観光名所を楽しまれたようである．同時に愛媛大学では，午前の明
き時間を利用して，野島断層掘削コアの論文集作成に関する会議が開
かれた．

午後12 : 30から，巡検参加者＋来聴者の約90名の参加者を得て，
「断層震源域の物質イメージング」と題された半日シンポジウムが開
かれ，断層深部の研究の現状および展望が議論された．小松氏の来聴
者に対する御礼の言葉の後，新井孝志氏・嶋本利彦氏は，オーストラ
リアのウッドロフ衝上断層沿いの面状シュードタキライトの産状を報
告し，溶融帯が地震時の滑動面である可能性を指摘した．続いて嶋本
利彦氏により，新しいタイプの熱水高速剪断試験機の紹介がなされた．
この試験機が稼働すれば，今後，断層岩の研究に新たな視点が加わる
ものと思われる．伊藤久男氏は，断層分布域のドリリングと坑井内計
測，コア解析，および地表調査を統合することによって，震源域のイ
メージはより高解像度になりうるという実例と展望を述べた．続い
てStephen Hickman氏は，Nevada州Dixie Valleyにおいて実施した断
層掘削坑井を利用した断層強度測定の例を紹介し，坑井内の流体組成
を検討した結果，流体による粉砕岩体の膠結が断層の強度上昇の主因
となっていることを述べた．また合わせて，現在進行中の San
Andreas Faultの断層深部掘削計画について紹介し，来聴者の耳目を
集めた．続いて飯尾能久氏は断層の下部地殻への延長が地震の発生に
どのような役割を果たしているかについて講演し，下部地殻は従来考
えていたように柔らかいものではない可能性を指摘した．今後，実験
岩石学分野との協力的発展の萌芽を感じさせる講演であった．西山忠
男氏は，海溝震源域における蛇紋石の脱水反応の重要性について講演
した．海溝震源域の解析に対する西山氏の研究手法はきわめて重要で
ある印象をもった．最後はDiane Moore氏による震源域挙動に対する
brucite（水苦土石）の効果についての講演であった．カンラン石の
分解物であるbrucite（水苦土石）が震源域に存在すると，断層の強
度は著しく弱まること，その強度は熱流量から推定される San
Andreas Faultの強度ときわめてよく説明できることが指摘された．
実験岩石学的な手法ならではの研究であり断層のダイナミクスの解明
にはこのような研究が必要であることが痛感させられた．
短いシンポジウムではあったが，地球物理学者と地質学者の知的好

奇心の方向性は共有できること，両者の視点の相違を活かして切磋琢
磨することにより地震発生のメカニズムにより接近できる可能性があ
ることが感じられる有意義な会議であった．その意味で今後もこのよ
うな巡検やシンポジウムは持たれるべきであると考える．
最後に，この巡検およびシンポジウムの開催の費用として，京都大

学防災研究所の「断層解剖計画員等旅費」を使用させて頂いた．科学
技術庁防災科学研究所および通産省地質調査所の池田隆司氏および伊
藤久男氏は，米国地質調査所より賓客をお招き頂いた．また，シュー
ドタキライト巡検は，大島の皆様の全面的な支援のもとで初めて可能
となった．巡検のスタッフとなった愛媛大学の学生諸君の甲斐甲斐し
い働きは目を見張らせるものがあった．これらの方々に心より御礼申
し上げる．
余談であるが，愛媛大学の小松研究室では卒論生のフィールドを巡

検に行ってから決定するのが恒例である．第1帯のシュードタキライ
トは1995年春の巡検中に発見された．当初は小松氏も断層ガウジか
カタクレーサイトであろうと思ったそうだ．第2，3帯は，本格的調
査をはじめた1997年以降に発見された．何度も通っていた場所であ
っただけに，そういう「目」をもって調査することと，広くいろいろ
な地質体を見ることの重要さをあらためて痛感させられた．
「地質学と地震」mailing groupでは，断層と地震についてのシンポ
ジウムや巡検の案内，断層および断層岩についての討論などの情報が
交換されている．参加ご希望の方は，下の様式にご記入の上，田中秀
実(庶務)へe-mailにてお知らせください（tanaka@sci.ehime-u.ac.jp）．

q1w 名前：○○○○（ふりがな）
q2w 所属：
q3w 連絡先住所：
q4w 連絡先電話番号，FAX番号：
q5w E-mail：

（宮下由香里・田中秀実）

学協会・研
究会報告
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1998年1月30日第1刷　ニュートンプレ
ス発行，A4変形判，418ぺージ，定価
8,500円十税

本書は1897年にノルウェーと英国からノ
ルウェー語と英語で出版された“Fram over
Polhavet”，“Farthest North”の完訳である．
私は原著は見ていないのであるが，訳本の題
は我々にとってわかりやすい．
内容は次のようになっている．第一部　仮

説と氷海漂流探検，第1章　序章，第2章
準備と装備，第3章　出発，第4章　ノルウ
ェーとの別れ，補節トロンハイムの物語，第
5章　カラ海を越えて，第6章　極夜の冬，
第7章　1894年の春と夏，第8章　氷の中の
2度目の秋，第9章　橇探検の準備，第10章
1895年の新年，第11章　出発を試みる．第
二部　極点への犬橇探検と生還，第1章　フ
ラム号との別れ，第2章　苦闘，第3章　橇
とカヤック，第4章　ついに陸地だ！，第5
章　新しい年1896年，第6章　南へ帰る，第
7章　オットー・スヴェルドルップ船長の報
告，第1節　1895年3月15日から6月22日ま
で，第2節　6月22日から8月15日まで，第
3節　8月15日から1896年1月l日まで，第4
節　1月l日から5月17日まで，第5節　3度
目の夏，第8章　結論．これらが日記となっ
ている．
訳文は2段組，縦書きで，大部なものであ

るが，文章はたいへん読みやすく，名訳とい
える．しかも写真，スケッチがたくさんある
ので楽しさや，驚きをそそらされる．また巻
頭にある16葉のパステル，水彩のスケッチ
からも表題にそった夢幻の想像をかきたたさ
れる．
フリッチョフ・ナンセンは12人のノルウ

ェー北極海探検隊の隊長として1893年7月か
ら1896年8月にかけてフラム号によって北極
の大氷原を調べた．ノルウェーの北，バルデ
を出港して，ロシアの北岸にそってカラ海，
タイミールの北，ノボシビルスク諸島の西の
海を通って北極へと進んだ．フラム号は総重
量402トンで，特別に設計して製造された木
造船である．当時の船は氷原では氷の圧力で
破壊されてしまうのであったが，フラム号は
その形態からして特徴的であり，氷原を浮き
上がって滑るように進むことができた．もち
ろん，いろいろの事故はあったが，北極の氷
原を3年も漂流しながら調査してトルムセに
帰ってきた．
当時は北極海は氷原の下がどうなっている

かは分かっていなかった．ある人々は陸地が
あるとか，島々の散点する浅海であるとか，
と考えていた．しかし，この探検の結果北極
海は深い海盆からなっていることが明らかに
された．それは地質学にとっても大きな貢献
であったといえる．もちろん海水の塩分，温
度の分布を含め，海洋学，気象学，生物学，
古生物学，第四紀地質学などの観測，考察の
膨大な仕事を科学者の目でおこなっている．
このような探検をするには100年前というこ
とを考えると，その準備はたいへんであった．
本船の整備，観測器材，犬橇，開いた海で使
う舟（カヤック），食事等々の準備も詳細に
紹介している．また，旅の間における白熊，
セイウチなどとの闘いも胸をわかせるもので
ある．
この間ナンセン自身はフレデリック・セル

ミール・ヨハンセンと2人で犬橇とカヤック
を使って，フラム号と別れて北極へと向かっ
た．l895年，2_3月（最初のうちはいろいろ
の人が送っている）のことであった．彼らは
北緯86度以北（86. 13. 6’）まで行ったが，そ
れからは氷の状態がひどくて進めずに帰り始
めた．その旅はまさに苦闘の連続であった．
家族ともいえる犬達も殺さねばならなくなる
悲しみには心が痛む．しかし，その間にも地
球物理学的な観測，地球の極についての考察
もすすめているのには全く頭が下がる．彼ら
は最後にフランツヨセフランドまで南下し，
それからはウィンドワード号でバルデに
1896年8月帰ってきた．
一方，フラム号の方はオットー・ニュウマ

ン・スヴェルドルップ船長を隊長として，西
ヘの漂流をつづけながら観測をして，スピッ
ツベルゲンを経てトルムセに同じ頃帰ってき
た．
ナンセンおよびその隊員たちは100年前に

極限における生きることの闘いと科学的な仕
事を両立させたことによって読者の感激を沸
騰させる．
ナンセンは1861年生まれで，その探検後

オスロー大学の海洋学の教授をしたり，外交
官になったりして1930年に亡くなった．彼
は第一次世界大戦に関連して人道的な活躍を
したこともあってノーベル平和賞をうけてい
る．1993_1996年は探検の100年記念であっ
たし，1997年は出版の100年記念でもあった．

そのために翻訳，出版を計画されたようであ
るが，これだけのものを出版されたことは訳
者，出版社ともに大変であったろう．翻訳さ
れた太田昌秀氏はノルウェーの極地研究所に
勤務しておられ，極の研究者として世界的に
有名な方であるが，日本でも深成・変成岩岩
石学者としてご存知の人も多いであろう．

（黒田吉益）

朝倉書店1998年2月15日発行，B5判，
298ページ，定価5,700円＋税

新しい構造地質学の単行書が出版されたこ
とは，同学の者としてまことに喜ばしいこと
である．先ず目次の大項目から紹介すると，
次のようになっている．
はじめに
I 地質構造観察の基礎
II 地質構造の記載
III 方位の解析
IV 歪と応力
V 地殻物質の変形―実験によるアプロー
チ―

VI 変形メカニズムと変形相
VII 地質構造の形成過程と形成条件　
その1：断層と節理

VIII 地質構造の形成過程と形成条件　
その2：褶曲　

IX 地質構造の形成過程と形成条件
その3：岩石組織

X 地質構造の形成過程と形成条件
その4：貫入による構造

XI 地質構造の解析とテクトニクス―島弧
の構造地質学―

付録
付録 I リモートセンシング
付録 II 反射法地震探査
付録III 構造地質学とパーソナルコンピ

ューター（金川久一著）
あとがき．問題解答．引用文献．索引．
全体としてレイアウトにかなり工夫が凝ら

されていて，本文中の見出しが追いやすく読
みやすい．見事な図表や写真が多用されてい
て，読者の理解を容易にしているが，その多
くは著者たちが自らの手になるものである．

構造地質学

狩野謙一・村田明広著

紹　介

「フラム号」北極海横断記

一北の果て─

フリッチョフ・ナンセン著

太田昌秀訳
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各章の内容をごく簡単に紹介すると，「まえ
がき」と I 章では著者たちの地質構造の研究
に対する基本的な姿勢が述べられ，II・III章
で観察結果をいかに記載整理するかが，その
手法とともに解説され，IV～VI章では形成機
構の物理学的な扱い方，VII～X章では，実際
の地質構造の扱い方と手法が説明されてい
る．これに対してXI章では，これまで述べて
きた解析的な構造地質学が島弧のテクトニク
スとどのようにかかわっているかを解説して
いる．この構成は，XI章をのぞけば全体とし
て著者たちも述べているように，Parkの書
に似てもいるが，紹介者の言葉で語るとすれ
ば，自然の観察から出発し，構造幾何学と構
造物理学を手段として地質構造の形成機構を
解明しようという構成である．その結果，記
載的な部分と解析的な部分とが同じ構造につ
いて別な箇所で述べられることがあるが，こ
れはやむを得ない．
次に本書の大きな特徴として，類書ではほ
とんど扱われなかった点を挙げてみたい．そ
れは先ず第一に，「歪み解析」を取り上げた
ことである．歪み解析は，とくに1960年代
以後，大きな発展があったにもかかわらず，
一般には，日本の地質学界にほとんど紹介さ
れず，国外の原著・現論文で読む僅かな研究
者以外には理解されないままであった．本書
では，約10ページを割いてこの問題の基本
的な部分をを分かりやすく紹介して読者の興
味を惹起している．“centre to centre法”と
か“Fry法”・“Rf/φ法”などという言葉は日
本の構造地質学で耳にすることはまれであっ
た．
もう一つの特徴として挙げておきたいの

は，VI章で変形相とともに約15ページにわ
たって解説している変形メカニズムの問題で
ある．この問題はこれまでの類書に全面的に
欠落していたと思う．また，変形相という考
えの重要性を取り上げ，この考えをふまえて
変形構造の解析や形成過程について議論する
と述べているが，紹介者は，変形相を提唱し
た者としてたいへん心強く思った次第であ
る．そのあとのVII～IX章では，座屈褶曲など
の詳細な理論に立ち入ることは省略している
が，野外で遭遇する多様な変形構造のうち，
重要なものをほとんどもれなく解説してい
る．本書全体もそうであるが，とくに本文の
約半分に近いページ数を占めるこの部分は，
別冊ハンドブックとして野外調査の携帯版を
作ってもよいと思う．紹介者もかつて，変形
小構造ごとに露頭での観察・測定事項をフィ
ールドノトーサイズの表にまとめて学生や関
係者に配布したことがあるので，とくにこの
ことには関心を持つ．近年，構造地質学の進
歩は多方面にわたってまことに著しく，多様
な手法が導入されてきた．本書の著者たちは，
解説している事象に関するそれらの文献をひ
とつひとつ丁寧に読み，その上で問題の本質
をやさしく簡潔に，しかも実に正確に紹介し
ていることが窺われ，本書の文面に直接には
現われないその力量と努力とに賛辞を惜しま
ないものである．

次に二三，気付いた点に触れておく．一つ
は誤植がかなりある．しかしこれはすでに正
誤表ができているし，増刷以後は訂正されて
いるであろう．もう一つ，巻末の引用文献に
は論文名も付けた方が親切であったと思う．
それから，本書には，構造地質学の理念とか
パラダイムとか，要するに「フィロソフィー」
に関することがごく控えめに書かれているよ
うに感ずる．もう少し書き込んでもよいので
はないかと思うが，過ぎると，構造地質学は
とっつきにくい，という感を読者に抱かせる
のを怖れた著者たちの配慮かもしれない．
最後に記しておきたいのは現在，日本の地

質学界のおかれている状況のもとにおける本
書刊行の意義についてである．元来，構造地
質学は地質学の関連諸分野，とりわけ応用地
質学や地質工学をはじめ，資源工学・岩盤工
学・土木工学などきわめて密接な関係にあ
る．近年ではさらに自然災害や環境問題から
の要請もある．この点で本書は，地質学を学
ぶ学部～大学院学生はもちろん，関連諸分野
の学生や，広く関連業界に身をおく技術者に
とって，さほど抵抗感なく読むことができ，
また実践的にも役立つ書である．
さて，近年とみに近代化した構造地質学の

なかで，野外調査や天然の露頭観察がますま
す重要な意味をもってきていることはいうま
でもない．著者たちは，本書を「野外構造地
質学者からみた構造地質学の基礎とみなして
もよいかもしれない」と記し，また本書の原
稿はコンピューターを駆使して作成したこと
を「あとがき」に書いている．その最後はこ
うなっている：ここで暫らくの間，有能では
あるが気むずかしい秘書でもある6色のリン
ゴを机上に放置して，新たな問題を検討する
ためにフィールドに出ることにしたい．読者
も本書を伴ってできるだけフィールドに出向
いてほしい．地質学は野外観察に基礎をおく
学問なのだから！！！その言やよし．

（植村　武）

地球上で新しい時代の島弧地殻の断面が良
く露出している場所としては，パキスタンの
コヒスタン地域と，北海道の日高地域が有名
である．このうち，北海道の日高地域では，
戦後の北海道大学を中心としたグループによ
る精力的な研究以降，さまざまな研究者によ
って膨大なデータが蓄積され，世界的にみて
も，マントルに至るまでの島弧地殻の断面が，
もっとも良く明らかにされている場所のひと
つとなっている．こうした，日高地域の研究
成果がまとまった形で公表されることが長ら
く待望されてきた．

日高地殻―マントル系の

マグマ活動

地質学論集第47号

荒井章司・前田仁一郎・

小山内康人・新井田清信　編

待望の企画・総合的な内容

昨年出版されたこの地質学論集47号は，
わが国の研究者による，こうした世界的な日
高地域の最新の研究結果をまとめたものであ
り，まさに待望の企画といえる．内容は優れ
て総合的であり，地殻を構成する花こう岩・
変成岩・ミグマタイトからマントルを構成す
るカンラン岩，さらにはマグマ活動や変成・
変形作用をもたらしたテクトニクス場までが
広く取り扱われている．ひとつの論文集で，
このような総合的な内容をもったものは，国
の内外を問わず，これまでにあまり例がない
のではないだろうか．しかも，その研究成果
は，何れも国際水準に十分到達しており，英
文による論文集としての出版も，今後是非期
待したいところである．
第 I 部では，モホ面よりも上位の地殻の形

成プロセスとマグマ活動が取り扱われている
（論文7篇）．第 II 部では，モホ面より下のマ
ントルかんらん岩が対象とされている（論文
13篇）．島弧下のマントル物質の断片が日高
帯ほど見事に露出している例は，世界的にみ
てもそれほど多くない．第III部は日高帯形成
のテクトニクス場について議論されている
（論文4篇）．以下にその内容を示す．
第 I部　日高地殻の形成とマグマ活動
日高変成帯における花こう岩質マグマと壁岩
の熱的および化学的相互作用（志村俊昭・
小松正幸・伝井　哲・大和田正明・高橋
浩）
地殻の部分融解度の見積り―日高変成帯にお
いて（田切美智雄）
Rb-Sr isochron ages for hornblende tonalite
from the southern part of theHidaka meta-
morphic belt, Hokkaido, Japan: Implication
for peakmetamorphism.（Masaaki Owada,
Yasuhito Osanai and Hiroo Kagami）
日高変成帯における地殻溶融と酸性マグマの
形成（小山内康人・大和田正明・志村俊
昭・川崎智佑・B.J.Hensen)
日高変成帯南部オピラルカオマップ複合深成
岩体の岩石学的特徴（本間　寿）
深成岩体中の不均質構造：日高変成帯主帯，
トッタベツ複合深成岩体の例（末武晋一）
大陸地殻形成におけるマントル由来未分化マ
グマの役割：日高火成活動帯の例（前田仁
一郎・斎藤清克）
第 II部　日高帯のマントル物質の形成とマグ

マ活動

幌満かんらん岩体でみられるマグマ分離現象
（高橋奈津子）
P-T history of an ascending mantle peridotite
constrained by Al zoning in clinopyroxene:
a case study in the Horoman peridotite,
northern Japan.（Kazuhito Ozawa）
幌満かんらん岩体の苦鉄質岩層の起源（塩谷
由美・新井田清信）
幌満かんらん岩に記録されたマグマチャンネ
リング様式：メルト成分の枯渇や付加で
生じた置換性かんらん岩（新井田清信・塩谷
由美）
北海道日高帯，幌満かんらん岩体中のシンプ
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レクタイトの産状の多様性―幌満岩体形
成史における意義と問題点―（森下知晃・荒
井章司）
幌満かんらん岩中の輝石スピネルシンプレク
タイトの微細構造とその生成過程（小畑正
明・森下律生・田中久美子）
落合_北房岩体と幌満岩体の比較成因論：マ
ントル溶融過程の多様性（松影香子・荒井
章司）
幌満カンラン岩体の層状構造の成因（寅丸敦
志）
Inverted ductile shear movement of the
Horoman peridotite complex in theHidaka
metamorphic belt, Hokkaido, Japan.
（Takashi Sawaguchi and Hideo Takagi）
北海道，幌満カンラン岩体に発達する流れし
ゅう曲（滝沢　茂）
奥新冠かんらん岩体：オフィオライト質最上
部マントルダナイト（鈴木理祐・新井田清
信）
微量元素・放射性起源同位体地球化学による
マントルプロセスの解析―上部マントル
かんらん岩体での現状と課題―（芳川雅子・
中村栄三）
部分溶融体の構造と流動特性（渡辺　了）
第III部　日高帯形成の背景
日高変成帯の形成テクトニクス（豊島剛志・

小松正幸・志村俊昭）
日高帯中の川層群北部ユニットの堆積層序，
堆積環境および堆積年代（七山　太・鴈澤
好博）
日高造山運動と島弧会合部のテクトニクス
（木村　学・楠　香織）
日高帯の緑色岩の意義：海嶺の多重衝突（宮
下純夫・新井孝志・長橋　徹）

以上の論文はいずれも力作といえるが，そ
のうちでも特に印象に残ったものをいくつか
あげることができる．
小山内らの論文は，実験結果と記載とをう

まく融合させており，いろいろな意味で完成
度の高さを感じさせるものであった．末武の
論文は，複雑な構成をもつ深成岩体の内部を
丁寧に記載しており，おそらく地殻深部のマ
グマ供給システムもこのように複雑であろう
ことを予感させるものである．前田・斎藤の
論文は，沈み込んだ海嶺起源のMORBが，
日高変成作用，火成作用をもたらしたとする，
大変興味深い結果を示している．また，高橋
や新井田・塩谷，松影・荒井らの論文は，マ
ントルにおける一種の岩脈の存在と，そのマ
グマ生成や輸送に果たす役割を実証的に示し
た，きわめて画期的なものである．Ozawaの
論文は斜方輝石中のAlの累帯構造からかん

らん岩の熱を検討し，マントルダイアピルの
熱的構造モデルに言及しており，説得力のあ
る議論を展開している．寅丸の論文は，かん
らん岩中の層構造のパターンから，上昇する
マントルダイアピル中の流動変形を論じてお
り興味深い．
島弧地殻・マントル学の副読本としても最適

これまで大陸地域における地殻・マントル
の構造や構成について書かれたテキストは諸
外国でも多くみられたが，島弧の地殻・マン
トルについて包括的に取り扱ったテキストは
ほとんど知られていない．本書はあくまで論
文集であってテキストではないが，その内容
の豊富さからいって，島弧の地殻・マントル
の構造や構成について知りたいと思う人々に
とって，絶好の副読本となるのではないだろ
うか．島弧地殻・マントルについて関心のあ
る，すべての学生，研究者，技術者，教員の
方々に，ぜひ本書の一読をお勧めしたい．
323頁もの分量で3,000円（会員頒布価格）
という値段は，とにかくお買い得である．
最後に，日高地域を例として，これまでの

研究成果をもっとかみ砕いた形で体系的にま
とめた，本当の意味での島弧地殻・マントル
学のテキストが，本書の著者あるいは編者た
ちによって書かれることを希望したい．

（高橋正樹）

新版地質図・

報告書類

内外地図株式会社（東京都千代田区神田
小川町3_22；電話03_3291_0830），1997
年12月発行，定価，3,800円（送料・消
費税別）

このたび，島根大学総合理工学部地球資源
環境学教室のスタッフが中心となり，「新編
島根県地質図」が刊行された．旧版の島根県
地質図が刊行されたのが1982年であること
から，17年ぶりの改訂である．旧版に比べ
て凡例の数がかなり増え，80を越える区分
がなされている．色調もパステルカラー調に
なり，全体的に見やすい配色が工夫されてい
る．日本海に面し，細長くのびた島根県には
飛騨帯の延長とされる隠岐島後の隠岐片麻岩
にはじまり，ペルム紀～ジュラ紀付加体，ジ
ュラ紀陸棚堆積物，白亜紀～古第三紀火成岩
類，新第三紀火成岩類・堆積岩類，第四紀火

山岩類・堆積物などが分布しており，領家帯
をのぞけば西南日本内帯の主要な岩石が認め
られる．これらの多様な岩石が分布する地域
の地質図を最近の成果を取り入れながらまと
めあげるのには，かなりの労力と時間を要し
たものと推察される．この地質図には旧版の
説明書にあげられた100にもおよぶ鉱山の一
覧とそれらの位置がすべて記されている．ま
だ稼行中の砂鉄やベントナイト，珪藻土など
の鉱床が存在することは，島根県の地質的・
歴史的な背景をうかがわせる．日本の多くの
金属鉱山がかなり以前から稼行をとりやめて
いることもあり，それらの一部については正
確な採掘位置さえ分からなくなりつつあるこ
とを考えると，その位置だけでも一葉の地図
に記しておくことは重要である．
この地質図と同じ縮尺でオーバレイの重力

異常図が添えられていることもこの版の大き
な特徴である．地質図に重力異常図を重ねる
ことにより，地質と重力異常との関連をいろ
いろ読み取ることができそうである．中海か
ら宍道湖にかけて東北東_西南西にのびる負
異常や新第三紀火山岩類が分布する地域での
正異常，比較的異常値の低い白亜紀火成岩類
分布域など，地質と重力異常とが密接に関連
している様子が窺われる．さらに，地下に伏
在する岩石を推定する場合にも威力を発揮し
そうである．
島根県とはお隣の山口県でも15万分の1地

質図（新編山口県地質図，1995）が最近刊行

された．今回の島根県地質図の編集委員会に
は，新編山口県地質図の編集者の一部も加え
られ，山口県との境界部における整合性も配
慮されている．
近代化が進んだ現在においてなお地質学

は，地質図に始まり地質図に終わるといって
過言ではないだろう．高い精度で描かれた地
質図から得られる情報には計り知れないもの
がある．地質図を眺めながら新たな着想や研
究への手がかりを得た研究者も多いことと思
う．また，どこに行ったら何が見られるかと
いった情報は，新たな研究に着手する場合，
極めて有用である．よい地質図は，宝石箱で
もあるのだ．しかし，優れた地質図にしても，
決してそれですべてが完成といったことには
ならないだろう．新たな視点，ものの見方が
出てくることによりいずれその地質図は改訂
されることになる．今回編纂された地質図も
その様な意味では，果てることのない作業の
一理塚かもしれないが，これが学界・産業界
に有用であり，研究や教育のみならず土地利
用や防災といった方面でも活用できることは
論をまたない．最後に若干の希望をのべさせ
てもらえば，この地質図を作成するのにあた
って多くの未公表資料が盛り込まれているこ
ととは思うが，主要な文献をあげてもらえる
とさらに詳しい情報を得ようとする者にとっ
てより利用しやすいだろう．

（君波和雄）

新編島根県地質図（20万分の1）

新編島根県地質図編集委員会
代表責任者　山内靖喜

・「石油の成因」（地学ワンポイント） 田口一雄著　共立出版（1998/3刊行，B6判，150ページ，本体価格1,600円）
・「災害地質学入門」 千木良雅弘著　近未来社（1998/3刊行，A5判，208ページ，本体価格2,381円）

新刊案内（各出版社の方どんどん情報をお寄せください．ただしメールで）



日本地質学会News 1 （ 4） 19

ご案内

第7回地学教育セミナーのご案内
気候変動―過去・現在・未来―

昨年秋に「温暖化防止京都会議（気候変動

枠組条約第3回締約国会議）」が開かれまし

た．また，「エルニーニョ現象」や「異常気

象」などの用語がマスコミなどにも登場する

ようになりました．

今回の地学教育セミナーでは，過去の気候

変動から現在のようす，さらには未来への展

望を含めて講演していただきます．

今回のセミナーで，気候変動についての新

しい知見や人類のかかわりなどが深く解明さ

れると思います．ふるってご参加下さい．

日　時：1998年6月14日（日）10 : 00～16 : 00

会　場：学習院百周年記念会館（JR山手線

目白駅下車徒歩5分）

主　催：日本地学教育学会・日本地質学会・

地学団体研究会

プログラム

南極氷柱から見た過去の気候変動

渡辺興亜（極地研究所）

エルニーニョ現象と異常気象

杉　正人（気象研究所気候研究部）

地球温暖化と気候変動

野田　彰（気象研究所気候研究部）

連絡先：鵜浦武久（東京都立鷺宮高等学校）

〒165_0033 東京都中野区若宮3丁目46_8

電話 03_3330_0101 Fax 03_3339_8420

………………………………………

第7回日本第四紀学会テフラ研究
委員会/北部フォッサマグナ野外
巡検のお知らせ
日本第四紀学会のテフラ国内委員会では，

昨年の会での話し合いを参考に，1998年の

活動の一つとして次のような野外巡検を企画

しました．ふるってご参加下さい．

日　時：1998年7月5日（日）～7日（火）(2

泊3日)

巡検場所：飛騨山脈南西部～犀川丘陵～魚沼

丘陵

巡検のテーマ：飛騨山脈起源の第四紀前～中

期大規模火砕流堆積物と降下テフラ

内容：1） 第四紀前～中期大規模火砕流

堆積物とそれに続く広域テフラの

層序編年

2） テフラに基づく飛騨山脈，松本

盆地，犀川丘陵，魚沼丘陵の形成

史

およそのコース：

7/5 JR塩尻駅（10 : 00集合）―平湯―高

山盆地―乗鞍高原（泊）

7/6 乗鞍高原―松本盆地―犀川丘陵―長

野周辺（泊）

7/7 長野周辺―魚沼丘陵―JR越後湯沢駅

（18 : 00頃解散）

（若干の変更がありえます）

案内者：原山　智・長橋良隆・町田　洋・鈴

木毅彦

連絡先：鈴木毅彦（都立大/理/地理，八王

子市南大沢1_1 都立大学理学研究科地理

学教室　

電話 0426_77_2594, Fax 0426_77_2589, e-

mail : suzukit@comp.metro-u.ac.jp

参加費：約30,000円（宿泊費，バス代，昼食

代込み　最後に精算します）

申込み：都立大・鈴木毅彦

（電話0426_77_2594 ; Fax 0426_77_2589

e-mail ; suzukit@comp.metrou.ac.jpまで，

氏名，連絡先（電話とFax番号，あればe-

mailアドレスも）を付記して5月29日(金)

までにお申込み下さい（人数超過が予想さ

れますのでお申し込みはお早めに）．先着

順40名の予定，申込金10,000円．

郵便振替口座：00190_0_720271 鈴木毅彦

なお，申し込み後6/10までにキャンセル

される場合は申込金を返却します．

また，参加人数が規定に達しない場合，中

止することがあります．

参加予定者には，6月中旬に最終案内を差

し上げます．

（日本第四紀学会テフラ研究委員会事務局

町田　洋・鈴木毅彦）

………………………………………

女子学生と工業技術院研究者との
懇談会のお知らせ
日　時：平成10年7月31日（金）13 : 30～17 : 00

会　場：工業技術院筑波研究センター

（案内図は工業技術院ホームページ

http : //www.aist.go.jpにあり）

主　催：工業技術院女性研究者の会

私達は，女性研究者の職場のひとつを紹

介する目的で，女子学生・院生を対象とし

た懇談会を工技院筑波研究センターの一般

公開日に合わせて以下のように開催致しま

す．参加費は無料です．関心のある方は是

非ご参加下さい．

13 : 30～　　受付（筑波研究センター共用

講堂2F）

14 : 00～15 : 00全体説明（女性研究者と工

業技術院の研究環境について他）

15 : 00～17 : 00在職研究者との懇談会

懇談会申込宛先：

人数確認のため，氏名・大学・学科・学

年・興味を持っている研究分野・その他質

問などを明記し，ハガキでお申し込み下さ

い(前日必着)．

〒305_8566 茨城県つくば市東1_1生命工

学工業技術研究所生体分子工学部　

佐藤　縁

懇談会に関する問合先：

生命研　佐藤　縁　Fax 0298_54_6161

生命研　山口佳子　Fax 0298_54_6752

一般公開に関する問い合わせ先：

工業技術院筑波研究支援総合事務所研究

企画調整官室　

電話 0298_54_2170～2172

………………………………………

地学団体研究会東京支部神奈川斑
第2回総会のお知らせ
下記の要領で講演会を開催します．会員で

ない方も，多数ご参加くださるよう，ご案内
いたします．
日　時：6月6日（土）午後2時30分～5時
30分
会　場：鶴見大学歯学部2号館1階第10講堂
（〒230_8501 横浜市鶴見区鶴見2_1_3
電話045_581_1001）
交　通：JR京浜東北線「鶴見」駅西口また
は京浜急行「京浜鶴見」駅西口下車徒歩
10分　
講　演：長瀬和雄（神奈川県温泉地学研究所
所長）「神奈川の地質と地震」
小松直幹（元コンゴ石油社長）

「石油の世紀とその終焉」
講演後，総会議事と懇親会
参加費：500円（資料代を含む）
連絡先：〒211 川崎市中原区木月大町164
法政大学第二中学校　五十嵐聡・井上雄二
または 〒230_8501  横浜市鶴見区鶴見
2_1_3 鶴見大学歯学部解剖学教室　後藤
仁敏　
電話045_581_1001 内線3349
Fax : 045_573_959
E-mail : K01546@simail.ne.jp

訂正 前号の「ご案内」の第 16回化石研究
会総会の案内のなかに間違いがありました．
航空券・宿泊予約先のジオプランニング社の
電話・Faxは，03_3984_1226です．お詫びし
て訂正します．
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5月26日（火）―28日（金）まで国立オリ
ンピック記念青少年センター（東京，代々木）
で「地球惑星科学関連学会1998年合同大会」
が開催されます．
今大会期間中には，大会事務局の方々のご

尽力のおかげで，念願の保育室が，青少年総
合センター内に設置されます．事務局の方々
には心より感謝申し上げます．
この保育室では申込制でベビーシッターを

雇う予定ですが，ベビーシッターを利用しな
い場合も，大会期間中（会議のある時間帯）
は，保育室をおむつ換え，授乳，乳幼児の昼
寝，等にご利用ください．この場合，申し込
みは必要ありません．場所等は大会事務局へ
お問い合わせください．ただし，事故を防ぐ
ため必ず保護者の方が付き添ってください．
また，青少年センターの利用規則をお守りく
ださい．
保育室の窓口は大会事務局になりますが，

保育室に必要な設備，並びにベビーシッター
の手配は有志のグループである「保育室実行
委員会」で行うことになっています．従って
ベビーシッターを利用する方は以下の申込用
紙に必要事項をご記入の上，実行委員会（地
質調査所　森尻）までお申し込みください．
実行委員会はボランティアで支えられてい

ます．設置に向けた前向きの努力をご理解く
ださい．
なお，26日昼休みに保育室懇談会を行い

ます．どうぞ御参加ください．
………………………………………
「保育室懇談会」のお知らせ

＊日時：大会初日5月26日　12時30分～13
時頃

＊場所：センター棟404号室
＊内容：今までの経過説明，今後の方針，な

どざっくばらんに
………………………………………

ベビーシッターを利用する方へ

保育室実行委員会
代表　地質調査所　森尻理恵

1） 合同大会での保育室設置は初めての試み
なので，不確定な部分が多くあり，予め決
めにくいことをご承知ください．
2） 事故は起こらないように努力は払います
が，学会開催に際して臨時に行う保育室で
あるため限界があることにご留意くださ
い．大会出席者のみが対象なので，緊急時
には即座に保護者の対応があることを前提
にしています．保険はかけていますが，そ
れ以上の責任は負いかねますのでご承知お
きください．
3）ベビーシッターと保護者との連絡方法は，
事前に保育室へ居場所を届けていただくほ
か，保護者の方にバイブタイプのポケット
ベルを持っていただきます．（持っていな
い方にはシッター会社で手配の予定．ただ
し有料）
4） 設備品レンタル費，並びにシッター費は
受益者負担の有料です．
5） ベビーシッターは日本ベビーシッター協
会の基準に従い，シッター1人に対して
0_4歳児は2人まで，4歳以上は3人まで，
とします．今回は，総費用から子供1人の
時間単価を計算して費用を決めたいと思い
ます．だいたいの目安は3時間単位の申し
込みで3,000円程度になります．
6） ベビーシッターを頼む時間帯は実行委員
会で事前予約を受け付けることにします．
予約の都合上，4月末までにお願いしま
す．
7） シッター会社は天文学会が頼んでいると
ころと同じ会社を予定しています．万一の
けがに備えてベビーシッター総合保障制度
に加入します（シッター料金に含まれてい
る）．
8） 食事は保護者ととることにしますが，お
やつは保護者が直接シッターさんに預ける
ことができます．

9） おむつ，着替え，お気に入りのおもちゃ，
等は保護者の方がお持ちください．（お持
ち帰りを原則とします）．
10） ベビーシッター申し込み，ご質問は森
尻までなるべく電子メールでお願いしま
す．（g8808@gsj.go.jp）

ベビーシッター申し込み
1998年4月

保育室実行委員会
代表　地質調査所　森尻理恵
ベビーシッター利用申し込みます．申し込み
に当たっては利用規則に従います．
＊名前（ ）
所属（ ）
＊所属学会（ ）
＊連絡先
〒電子メール（ ）
電話（ ）
FAX（ ）
＊子供について
名前（ ）
5月26日での年齢（ 歳　　月）
名前（ ）
5月26日での年齢（ 歳　　月）
名前（ ）
5月26日での年齢（ 歳　　月）
＊希望する保育時間に印をつけてください．
（最低この単位でお願いします）
26日　9_12 12_14 14_17 17_20
27日　9_12 12_14 14_17 17_20
28日　9_12 12_14 14_17 17_20
29日　9_12 12_14 14_17
＊お申し込みいただいた方には，詳しいルー
ル，シッター会社から提出を求められてい
る簡単な問診票（アレルギーの有無，子供
のくせ，などを記入する）を郵送しますの
で保険証のコピーを添えて
305_8567 つくば市東1_1_3
工業技術院地質調査所　地殻物理部　森尻
理恵までご返送ください．

女性地球科学者の未来を考える研究委員会　保育室実行委員会

サザンアップランズテレーン（カ
レドニア造山帯におけるテクトニ
クスおよび生層序学）コンファレ
ンスのお知らせ

C. Lapworthによる筆石による生層序に端

を発し，Peach and Horneの歴史的な著書

「英国のシルル系―第1部スコットランド」

によってまとめられたサザンアップランズに

ついて，その出版100周年を記念して，表記

の学会が1999年9月23_25日，エディンバラ

で行われます．世界で最初にJ.K. Leggettら

によって付加体として認定されたサザンアッ

プランズはその後も多くの議論を呼びなが

（合同大会での保育室設置のお知らせ）
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日本地質学会に寄せられ
た候補者の推薦依頼をご
案内いたします．推薦ご
希望の方は締切日半月前
までに，執行委員会迄お
申し込み下さい．

平成 10年度日本生命財団研究助
成「人間活動と環境保全との調和

に関する研究―自然と人間の共生

への新しい道を求めて」
日本生命財団では本年度の助成を以下のと
おり行います．詳細は日本生命財団あるいは
学会にお問い合わせください．
【一般研究助成】
助成対象：上記基本テーマのうち「人間活動
と自然環境との関係（人間と自然環境の共

存）」に関する研究
助成金額：総額8千万円程度
助成機関：平成10年10月から1年間
【特別研究助成】
助成対象：「里地・里山などの二次的自然環
境とその維持・保全」に関する学際的共同
研究
助成金額：2千万以内（単年度の助成金上限
額は1千万円）*ただし，新規採択予定件
数は1件．
助成機関：平成10年10月から2年間
応募締め切り：平成10年5月12日（火）消
印有効
助成の決定：当財団選考委員会にて選考の
上，9月上旬の理事会で決定
応募・問い合わせ先（申請書請求先）：
〒541_0042 大阪市中央区今橋3_1_7 日本
生命今橋ビル4階　日本生命財団　研究助
成部
電話 06_204_4012 Fax 06_204_0120

トヨタ財団 1998（平成 10）年度
研究助成応募について
基本テーマ：「多元価値社会の創造」
トヨタ財団では上記基本テーマのもと研究

助成を行っています．詳細はトヨタ財団ある
いはは学会にお問い合わせください．
申請用紙の申込みは5月15日（金）までに

（1部送料200円．2～3部390円）
応募方法　書留にて
応募締め切り日：1998年5月29日（金）当
日消印有効
申請用紙申込み・応募先（申請用紙申し込み
先）：
〒163_0437 東京都新宿区西新宿2_1_1
新宿三井ビル　私書箱236号
財団法人トヨタ財団　研究助成係　電話
03_3344_1701

各賞・
研究助成

教官公募等の求人のニュース原
稿につきましては，採用結果をお
知らせいただけますようお願い致
します．

林原自然科学博物館準備室の研

究スタッフ募集のお知らせ
当博物館準備室では博物館におけるキュレ
ーターとしての活動および，モンゴル国ゴビ

既掲載の公募の採用結果のお知らせが
ありましたので，ご報告いたします．

信州大学理学部地質科学科地層科学講座
助手
吉田孝紀（日本学術振興会特別研究員，
神戸大学・大学教育研究センター）

砂漠でのフィールドワークにもとづいた調査
研究活動に意欲的に取り組む情熱のあるスタ
ッフを1名募集します．
職種：博物館キュレーター（研究員）
採用人員：1名
専門分野：古生物学，または層位学，または
堆積学
応募資格：古生物学および地質学についての
幅広い知識を有すること．2年以上の研究
経験があること．心身ともに健康であるこ
と．
採用後の業務内容：モンゴル調査計画の立
案，遂行，そのフィールドワークで得た標
本およびデータにもとづいた研究；新博物
館の展示製作，関連研究施設建設のための
専門的な情報の提供とアドバイス；技術者
に対する学術的なアドバイス；他
着任時期：最終合格通知後，相談の上決定す
る．
待遇：採用後1年間は，（株）林原の契約社員
としての年間契約（年俸制）．その後は，正
社員として採用予定．

提出書類および部数：
q1w 履歴書，1部
q2w これまでの研究経歴と今後の研究計
画，博物館業務についての抱負（全部
で4000字以内），1部

q3w 業績一覧表，1部
q4w 主要研究論文（未公表でも可）の別刷
りまたはコピー（1編以上），各1部

q5w 推薦状，1通
q6w 応募者について意見を伺える方3名の
氏名と連絡先，1部

応募締め切り：1998年9月30日（水）の消
印有効．10 月中旬に一次合格者を決定
（合否は通知），11月に二次試験実施．11
月下旬までに最終合格者を決定します．
応募書類送付先ならびに問い合わせ先：
〒700_0907岡山県岡山市下石井1_2_3
（株）林原　林原自然科学博物館準備室
担当：渡部真人（わたべまひと），
上西央子（うえにしちかこ）
電話 086_224_4311 Fax 086_233_3363
電子メール hmns@po.iijnet.or.jp

公募

公募結果

ら，カレドニア造山における意義や現世およ

び他の付加体との比較研究において，重要な

位置を占めています．英国の研究者は放散虫

により格段の精度でその構造や形成史を議論

している日本の付加体研究者にも参加を呼び

かけています．この学会に参加希望の方は，

Dr. Phil StoneまたはDr. Jim Floyd（BGS,

Edinburgh; e-mail p.stone@bgs.ac.ukまたは

j.floyd@bgs.ac.uk）までお知らせ下さい．ま

た，小川勇二郎（yogawa@arsia.geo.tsuku-

ba.ac.jp）にお問い合わせ下されば，情報を

お知らせいたします．

（小川勇二郎）



☆地質学論集　新刊案内
地質学論集第49号，51号が発行されましたので，ご案内いたします．ご希望の方は代金を添えて本会事務局までお申し込みください．2冊

分送料は450円です．（現金または郵便振替00140_8_28067）

地質学論集第49号

21世紀を担う地質学　Geology in the 21st Century
(新妻信明・天野一男・田切美智雄編，1998年3月27日発行，232ページ，会員頒価2,500円，送料340円）

目　　次
前文……秋山雅彦・小松正幸・坂　幸恭・新妻信明
地域地質再考―実社会と結びついた地質学研究・教育をめざして―……天野一男
日本列島の層序研究の現状と将来……新妻信明
火砕岩鍵層と変動帯の地質および基盤運動……三梨　昂
海洋掘削によるプレートテクトニクスの証明……斎藤常正
付加体地質学の誕生と発展……平　朝彦
地層からの空間-時間復元をめざして堆積地質学の発展と未来……保柳康一
21世紀に向けての構造地質学……伊藤谷生ほか
活断層調査の現状と課題……杉山雄一
21世紀にむけての岩石学の展望― I ．高圧変成帯を中心として―……鳥海光弘ほか
21世紀にむけての岩石学の展望― II．高温変成帯を中心として―……小畑正明ほか
地質学に貢献する放射年代学―日本の現状と展望―……板谷徹丸
加速器質量分析（AMS）による宇宙線生成放射性同位体の測定と若い地質年代測定への応用……中村俊夫
バクテリア活動と地球環境……田崎和江
情報地質の歩みと将来……西脇二一
宏観異常による地震危険予知―情報地質学の歩みと展望にてらして―……弘原海　清
21世紀の日本の地質学……丸山茂徳
顕生代の地球環境変動―気候，生物イベント，物質輸送，そしてスーパープルーム……川幡穂高
脱皮する陸上学術ボーリング計画と21世紀の地質学……新妻信明
21世紀の深海掘削計画……小泉　格

本論集は，1997年4月に開催された104年総会の際の同名のシンポジウムにおいて新設された各専門部会が行った講演，現在のトピックス，
現代の地質学において一時代を画した業績をあげられた会員による当時の状況についての論文を収録したものである．
本論集の内容は地質学全般にわたっており，執筆者が各分野を代表する地質学研究者であることから，学部・大学院学生用の地質学の教科

書として利用することが可能である．また，新たな地質学教科書の執筆しようとする場合には必読の書となろう．
本論集が扱っている20世紀後半の地質学においては，地球科学の大革命であるプレートテクトニクスの成立が含まれており，将来，地質

学史を編纂するための重要な文献となるであろう．プレートテクトニクスの萌芽は，日本の地質学の中で着実に成長し，開花した経過も収録
されており，正規の論文には書かれなかった興味深い実話も紹介されている．日本の地質学は，その後更に発展し，付加体の認定，そしてプ
ルームテクトニクスの成立と世界の先端に躍り出る状況も紹介されている．
本論集では，地質学の各分野が21世紀に向けて発展する方向を明示しているので，これまでの研究を地質学発展の流れの中に位置づける

ことができるとともに，これから研究を始めようとする若い研究者に対しては，地質学研究の方向を探る指針となるであろう．
地質学会の予算状況から，会員の要望に沿う充分な部数を印刷することができなかった．要望によって再版することも考えている．

地質学論集第51号

地震と地盤災害―1995年兵庫県南部地震の教訓―
（岡田博有・籾倉克幹・大槻憲四郎・竹村恵二・竹村厚司・西　弘嗣編，1998年3月24日発行，162ページ，＋口絵4ページ，会員頒価3,000
円，送料340円）

目　　次
はじめに……岡田博有・籾倉克幹・大槻憲四郎・竹村恵二・竹村厚司・西　弘嗣
1995年兵庫県南部地震調査の種類と概要……竹村恵二
第1部　地震と地盤災害の対応関係をさぐる
地震学的に見た兵庫県南部地震の特徴……堀川晴央
兵庫県南部地震による地震動と基盤構造―甲陽断層周辺について―……赤松純平・慈道　充・駒澤正夫・西村敬一・斉藤秀雄・中村　佳・尾
上謙介・志知龍一

測地測量に基づく1995年兵庫県南部地震の地震像……橋本　学
1995年兵庫県南部地震における建築物の被害判定とその分布調査……石川浩司・溝口昭二・大鹿明文
1995年兵庫県南部地震における木造家屋の倒壊方向……松田高明・竹村厚司
墓石・灯篭の転倒方向からみた1995年兵庫県南部地震の水平地震動の方位と地表変状の方向規制……横山俊治・菊山浩喜
1995年兵庫県南部地震による神戸市街地の地盤変状......宮田隆夫・前田保夫
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瓦屋根の破損からみた神戸市長田区～北区における1995年兵庫県南部地震による被害分布……先山　徹・小林文夫
地震動を規制する大阪盆地の深部地下構造特性……中川康一・井上直人
1995年兵庫県南部地震被害の地形環境解析……高橋　学
第2部　地震防災と地質学
活断層と地震防災……山崎晴雄
活断層等の地質情報と行政について……佐々木良作
地震防災と教育・学校―1995年兵庫県南部地震が学校と教育に突きつけた課題―……觜本　格
防災教育と博物館……小林文夫
おわりに……大槻憲四郎

阪神・淡路大震災と呼ばれる大災害を引き起こした兵庫県南部地震から早くも3年余りが経過した．
地震直後からの多数の研究者による調査報告やマスコミの報道は一段落した感があり，被災地とそれ以外の土地の温度差が大きくひろがっ

ている．このようなときに地質学会論集として，1996年に仙台で開催された標題の地質学会シンポジウムのまとめが出版された意義は大きい．
このシンポジウムは震災1年後の開催であったため，その時点では多くの疑問が残されていた．しかし，その後の解析情報も含めてまとめら
れた本論集には今後の地震災害にわれわれはいかに対処すべきかという多くの教訓が示されている．
本論集は2部構成になっている．
第1部の前半は兵庫県南部地震の地震，強震動，地殻変動のまとめとして，他学会の3分野の研究者から寄稿いただき，この地震の地球物

理学的側面からの貴重なまとめがなされた．この3論文は地震と災害を考える際の地質学会の会員への重要な情報となるに違いない．
第1部後半の地表変状に関する論文は，阪神・淡路大震災の地元に生活し，地道に地表変状を観察・記載を続けた地質学者の報告である．

あの地震は何だったのかを解きあかしたい地元の研究者の意気込みが感じられる．その中で地表変状調査や家屋倒壊調査における調査法の均
質性，緊急性の重要さが指摘され，地質学者がもっとも得意とするはずである地表変状記載の具体的な方法についても紹介されており，今後
の災害調査に重要な情報が集められた．
第2部では，地震災害の社会との関連を行政，教育，社会教育の面から現地での体験にもとづいてするどい指摘がなされ，地質学者への期

待と要望が強く述べれらている．その期待に応えるための対応が望まれるが，社会的要求に応えることができる地質学のあり方が今，まさに
問われている．21世紀の地質学が存在するとすれば，この第2部でのべられた期待と要望にいかに地質学会が応えていけるかにかかってい
る．
以上のように，本論集はわれわれが地震と災害に関して考えるときの重要な指針になるに違いない．さらに，他分野と地質学との接点とし

て重要な土木，地盤，土質などの分野への地質学の貢献を紹介できる内容を含んでいることも強調したい．
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1996年度第3回評議員会（1996年 12月 14日）は，地質学論集の割引について以下の通り決定し，
1997年4月から実施することに致しました．大いにご利用下さい．

No. 39以前の論集：院生・学生は4割引，正会員は2割引

No. 40～No. 48論集：院生・学生のみ2割引

今回の割引は，とくに経済的な困難をかかえながらも，日夜研究をつづけている院生・学生諸氏への優遇
を重点におきました．なお，院生・学正会員諸氏への優遇措置は，各号につき一人一冊と限らせていただき
ます．申込みの際，「院生」あるいは「学生」会員であることを明記下さい．

地質学論集の割引について
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★北海道支部

北海道支部1997年度総会・例会の報告

日本地質学会北海道支部の1997年度総会および例会が，支部会
員58名の参加のもと，1998年3月14日（土）に開催された．
総会では，支部長挨拶に引き続き，1997年度活動報告，会計報

告，同監査報告，1998年度の活動方針，および1998年度事務局員
の選出について討議され，原案通り承認された．また，今後，支部
会員への連絡には「日本地質学会News」を活用することになっ
た．

1998年度の役員は以下のとおり（*は留任）．
支部長：小泉　格（北海道大・院・理；任期継続）
事務局：坂本竜彦・川村信人*・塩野正道（以上，北海道大・院・
理）・中川　充*（地質調査所北海道支所）・八幡正弘*（道立地
下資源調査所）・木崎健治（アースサイエンス（株））
会計監査：新井田清信*（北海道大・院・理）

例会は，総会を挟んで午前・午後の2部に分けて行われ，17件の
個人講演をもとに活発な議論がなされた．
1． 砂岩全岩化学組成における分散と集中―蝦夷累層群砂岩の例―
……藤本樹快・川村信人（北海道大・院・理）
2． 砂岩岩脈の形態と内部構造―大夕張地域蝦夷累層群の例―……
川村信人・林　郁也・鳴島　勤（北海道大・院・理）
3． 東サハリン山地の超苦鉄質キュムレート……加藤孝幸・山崎
誠（アースサイエンス（株））・A. Zharov（Sakhalingeology）・合
地信生（知床博物館）
4． 岩内岳かんらん岩体のダナイト－クロミタイトチャネル.......・
新井田清信*・塩谷由美**・寺井康文*・三浦　亮*・須田裕子*

（*北海道大・院・理；**北海道開発コンサルタント（株））
5． 西南北海道，古平周辺の中期中新世玄武岩質海底火山の成長プ
ロセスの復元……野呂田　晋・岡村　聡（北海道教育大・札幌校）
6． 北海道留萌市付近に分布する峠下層の有孔虫化石層序……小林
洋一・長谷川四郎（北海道大・院・地球環境）
7． 北海道沿岸域における珪藻の生体群集および遺骸群集の分布と
形成過程……村田泰輔・長谷川四郎（北海道大・院・地球環境）
8． 北部北海道天塩地域のクジラ化石包含層（勇知層）の年代と古
環境……鈴木明彦（北海道教育大・岩見沢校）・佐藤恵理子・木
村方一（北海道教育大・札幌校）・嵯峨山　積（道立地下資源調
査所）・内田淳一（北海道大・院・地球環境）
9． 西南北海道瀬棚層の微化石年代について……能條　歩（今金町
教委；北海道大・院・地球環境）・長谷川四郎（北海道大・院・
地球環境）・岡田尚武（北海道大・院・理）
10． 西南北海道瀬棚層の海進相にみられる貝化石密集層……松田
敏孝・鈴木明彦（北海道教育大・岩見沢校）・能條　歩（今金町
教委；北海道大・院・地球環境）
11． 狩場山南方北桧山町での沖積層の花粉分析……星野フサ（札
幌静修高）・日下　哉（桧山北高）
12． 1993年北海道南西沖地震による地質災害―後志利別川流域の
沖積層区分とその被害―……日下　哉（桧山北高）
13． 栗山町継立におけるボーリング試料より判明した晩氷期以降
の環境変遷について……金川和人（由仁商高）・星野フサ（札幌
静修高）・萩原法子（札幌第一高）・日下　哉（桧山北高）・吉田
哲（野幌高）・田辺影宏（岩見沢東高）・北澤　新（札幌国際情報
高）・森谷　茂（東川高）
14． 網走湖の底質……山辺希世（（株）レアックス）・神保正義（北
海道開発局網走開発建設部）・許　成基（（株）レアックス）・岡村
真（高知大・理）

15． 網走湖の底質から見た古環境……許　成基（（株）レアック
ス）・神保正義・金子雅美（北海道開発局網走開発建設部）・山辺
希世（（株）レアックス）・松岡裕美（高知大・理）・五十嵐八枝子
（北海道大・低温研；アースサイエンス（株））
16． 網走湖の底質の間隙水......板谷利久（野外科学（株））・白河利
夫・高橋幸一（北海道開発局網走開発建設部）・山辺希世・許
成基（（株）レアックス）
17． 北東シベリア北極海沿岸におけるアラスの起源と周辺の植生
変遷......五十嵐八枝子（北海道大・低温研；アースサイエンス
（株））・福田正己（北海道大・院・地球環境）・西城　潔（宮城教
育大）・仙頭宣幸（地球システム科学（株））・長岡大輔（北海道
大・院・地球環境）

（長谷川四郎・黒澤一男）

………………………………………

★関東支部_1

総会と講演会のご案内（続報）

日本地質学会関東支部総会と
講演会のお知らせ（続報）

1998年関東支部総会を下記のとおり開催いたしますので再度ご
案内いたします．
総会成立には支部会員の1/30以上の出席（委任状可）を必要と

しますので，多数の支部会員のご参加をお願い致します．総会に出
席できない方は，3月号綴じ込み葉書（委任状）に50円切手を貼っ
てご投函下さるようお願いいたします（5月12日必着）．
なお当日は，関東支部としての重要な位置づけである「環境と災
害」に焦点をあて，講演会を開催いたします．環境面からは，避け
ては通れない放射性廃棄物および一般廃棄物の問題について，「放
射性廃棄物と地球科学」，「廃棄物と地盤」の講演を行います．災害
面からは，毎年各地で発生している土砂災害のうち「地すべりと地
下水」の講演を行います．皆様奮ってご参加下さいますようお願い
いたします．

1998年関東支部総会
【日　時】 1998年5月19日（火）

総　会　15:20～15:40
講演会　13:00～17:15

【会　場】 北とぴあ・つつじホール（電話 03_5390_1105）
（東京都北区王子1_11_1 JR京浜東北線王子駅下車徒歩2
分）

【議　事】 1997年活動報告・会計報告・その他
参加費： 無料（資料代は実費にて販売）
その他： どなたでも参加できます．申し込みは不要です．

講　演　会
後援　東京都地質調査業協会
【プログラム】
13 : 00～13 : 05 開会のあいさつ　関東支部長

新潟大学名誉教授　青木　滋
13 : 05～14 : 05 ①放射性廃棄物と地球科学

地質コンサルタント　土井和巳
14 : 05～15 : 05 ②廃棄物と地盤

九州工業大学教授　清水惠助
15 : 05～15 : 20 休 憩
15 : 20～15 : 40 関東支部総会
15 : 40～17 : 10 ③地すべりと地下水

支部コーナー
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信州大学名誉教授　川上 浩
17 : 10～17 : 15 閉会のあいさつ　

明治コンサルタント（株） 上砂正一

連絡先：〒101_0044 東京都千代田区鍛冶町1_10_4 丸石ビル
日本地質学会事務局気付 電話 03_3252_7242

★関東支部_2

巡検“大磯丘陵の火山灰をみる”
のご案内（続報）

3月号でお知らせしましたように，大磯丘陵付近の火山灰層序や
第四紀後期の海水準変動を対象とした恒例の巡検を下記のとおり計
画しています．興味のある方は，奮ってご参加ください．
開 催 日：1998年6月5日（金）（雨天決行）
集合場所：東急田園都市線南町田駅　改札口出口
集合時間：9 : 00（時間厳守）
解散場所：集合場所付近予定（当日のバスの都合で決定します）
解散時間：18 : 00頃予定
案 内 者：東京都立大学　名誉教授　町田　洋氏

東京都立大学理学部教授　山崎晴雄氏
募集人数：30名
費　　用：6,000円，学生・院生4,000円（当日徴収します）
申 込 み：・下記幹事宛，必ずFaxもしくは郵便でお申込みくださ

い．
・申込み人数超過の場合は先着順とします．
・5月中旬に参加の可否をご連絡します．

そ の 他　
・雨天決行としますので，雨具をご用意ください．
・昼食は各自準備願います．当日は貸し切りバスで移動しますの
で，集合地へは電車を　ご利用ください．
・巡検に必要な踏査道具，服装の準備をしてください．
連 絡 先：日本地質学会関東支部幹事　佐々木和彦（応用地質株式

会社）
〒330_8632 大宮市土呂町2_61_5
電話048_667_9223（内線2221）Fax 048_667_9275
E-mail :sasaki-kazuhiko@oyonet.oyo.co.jp

★関西支部

1997年関西支部例会の報告

日本地質学会関西支部例会およびシンポジウム「兵庫県南部地震
のその後」が3月21日（土）に神戸大学滝川記念学術交流会館にお
いて開催された．参加者は会員32名，非会員8名の計40名であっ
た．午前に，支部長の挨拶の後，8つの個人講演があり，午後にシ
ンポジウムが開催された．以下にプログラムとシンポジウムについ
ての簡単な報告をする．

プログラム
1997年度　日本地質学会関西支部例会
3月21日（土）
個人講演：
10 : 00～11 : 00（午前前半）座長：林　愛明　
1． 神戸市東部地域における地震被害と地下水深度および地下地盤
との関係……井口　禅・田結庄良昭（神戸大学大学院）
2． 地下レーダでイメージされた神戸市街地の伏在活断層……苦瓜
泰秀（神戸大学大学院）・宮田隆夫（神戸大学理学部）
3． 兵庫県南部地震による地表の変位と断層運動……波田重煕（神
戸大学大学教育センター）・平野昌繁（大阪市立大学文学部）
4． 地殻応力測定値にもとづくポアソン数と兵庫県南部地震の断層
運動……平野昌繁（大阪市立大学文学部）・田中　豊（地殻力学
研究所）

11 : 00～12 : 00（午前後半）座長：佐藤博明
5． 島弧の火山活動と沈み込帯―ジャワ島と西南日本を例として―
……西村　進（京都自然史研究所）
6． ニュージーランド南島，Chrystalls Beach地域を構成するテレ
ーンのテクトニクス……伊藤光雅（神戸大学自然科学研究科）・
波田重煕（神戸大学大学教育センター）
7． 紀伊半島西部，由良地域と井谷地域における秩父累帯南帯のジ
ュラ紀砂岩組成（予察）……楠　利夫（同志社中学）
8． ハバロフスクコンプレックスからのジュラ紀末放散虫化石の産
出とその意義……松岡　篤（新潟大学理学部）・Sergei ZYABREV
（香港大学理学部）

シンポジウム
【兵庫県南部地震のその後】

世話人：宮田隆夫・田結庄良昭・波田重煕
13 : 00～13 : 50座長：宮田隆夫
1． 開会あいさつ（世話人代表）宮田隆夫
2． 断層解剖計画からわかった兵庫県南部地震……安藤雅孝氏（京
都大学防災研究所）

支部コーナー
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コメント：筧　楽麿氏（神戸大学理学部）
13 : 50～14 : 35座長：田結昭良昭
3． 被災状況と地盤特性からみた震災の帯……高田至郎氏（神戸大
学工学部）
コメント：三田村宗樹氏（大阪市立大学理学部）
14 : 35～15 : 20座長：波田重煕
4． 基盤褶曲と近畿トライアングル：兵庫県南部地震の地質学的背
景……藤田和夫氏（断層研究資料センター）
コメント：林　愛明氏（神戸大学理学部）
15 : 20～15 : 45座長：田結庄良昭　
5． 総合討論……田結庄良昭・波田重煕・宮田隆夫
6． まとめ（世話人）波田重煕

シンポジウム「兵庫県南部地震のその後」の報告
シンポジウムの目的と構成：
シンポジウムは，兵庫県南部地震から3年経ち，地震当時にはい

ろんな意見が出されて，混乱した感があったが，その後，淡路・阪
神地域で，具体的な詳しい調査・研究が進められ，データが蓄積さ
れた．この3年間の調査研究にもとづき，「兵庫県南部地震とはど
んな地震だったのか」，「震災の帯とはどんな被害の帯だったのか」，
3年目を節目として，整理してみたいという主旨でこのシンポジウ
ムを企画した．
シンポジウムの構成は地震，工学，地質の分野から，それぞれ中

心的な役割を担ってこられた3名の方に講演していただき，それぞ
れの講演の後に，1名づつコメンテータに短いコメントをお願いし，
最後に総合討論をした．

シンポジウムの内容の要約：
第1番目の講演者には「断層解剖計画からわかった兵庫県南部地

震」という演題でお話をいただいた．断層解剖計画のねらいや，ど
ういう研究が行われているか，またどんな成果が出てきているかに
ついて，紹介があった．その中で，断層の回復過程を探る研究とし
て，注水試験を2回行い，それぞれ注水後4～5日経って誘発地震が
発生し，その時の差応力はおよそ100 barであり，地震を起こす応
力レベルが予想外に低いこと，兵庫県南部地震後，野島断層に沿っ
てトラプ波（表面波の一種）の観測がなされ，断層のつながりや断
層破砕帯の厚さが推定できること，野島断層は地表部およびボーリ
ング観察では高角度（東へ83 の゚傾斜）であるが，10_20kmでは余
震分布の下面をなす断層の傾斜は小さくなると考えられること，な
どが示された．最初のコメンテータは兵庫県南部地震によって発生
した「震災の帯」のメカニズムとして入倉孝次郎氏などによって提
唱されている地震波の干渉を引き起こす地下構造の重要性をコメン
トした．このコメントは次の講演につながりとなった．
第2番目の講演者には「被災状況と地盤特性からみた震災の帯」

でお話をいただいた．最初に，神戸大学が地震後，都市防災を考え
るうえで広い分野の研究者で組織した特定研究「兵庫県南部地震の
総合研究」についての概要が説明された．その後多岐にわたる調

査・研究結果にもとづいて，震災の帯と被災性との関係を話された．
家屋の倒壊をみると，宝塚では低位・中位段丘で被害が相対的に大
きいが，神戸では沖積で被害が大きく，神戸と宝塚では震災の帯が
違う．神戸の場合，家屋の密集度も震災の帯に関係している．一方，
水道の配水管の被害をみると，山側と海岸付近で被害が大きく，必
ずしも震災の帯とは一致していない．配水管はほぼ東西と南北のネ
ットワークをつくっているが，南北方向の継ぎ目の被害が東西方向
より2倍弱大きい．被害率と断層との距離や，地盤のひずみ，被災
は垂水でも大きいこと，アンケート震度の結果など紹介があった．
発表の震災の帯が有りきではなくて，発表された震災の帯はいいの
だろうか，という検討が必要と話された．次のコメンテータは墳砂
の起こった海岸部以外では，被害は浅い部分の地盤特性に起因する
ことや断層の影響を考える必要があることをコメントされた．被害
が100mまでの浅い構造によるのか，深い構造によるのか，引き続
いて議論となった．
第3番目の講演者には「基盤褶曲と近畿トライアングル：兵庫県

南部地震の地質学的背景」という演題でお話をいただいた．槙山先
生の「構造地質学」の一説を示しながら，近畿地方のテクトニクス
を考える時に基盤褶曲の形成が基本であることを話された．基盤褶
曲による隆起と沈降として，六甲，生駒の山地と大阪湾盆地が形成
され，断層はその運動の新しい一端であることを示された．さらに，
最近の反射法地震探査のデータを示しながら，落差1000m以上に
も及ぶ大阪湾断層や西宮撓曲の重要性を指摘された．最後のコメン
テータは第3番目の講演者が話た六甲山地にける第四紀後半の断層
系の新しい運動を取り上げ，最近，「都市圏活断層図」で大月断層，
五助橋断層，芦屋断層などがほとんど消されてしまったが，その後
の調査によると3～4のイベントをもつ活断層であるとコメントさ
れた．フロアーからもそれと整合的なコメントがあった．

総合討論では，おもに震災の帯について活発な質問，意見が出さ
れた．その中で，q1w被害に関しては，一般に深部構造が重要とい
う認識であったが，むしろ100m以浅の浅部構造が重要であるとい
う意見が出された．また，震災の帯の原因は複合要因で考える必要
があるという意見が出された．一方，q2w神戸市須磨よりさらに西
の垂水でも震度7に相当する被害があり，また地下のライフライン
の被害は震度7とは必ずしも合っておらず，震災の帯はあれでよっ
かたのか，という問題が提起された．最後に，q3w野島断層の断層
ガウジは10cm程であり，大きい断層とは思えないという意見があ
り，断層岩の規模について議論が交わされた．その中で断層岩の定
義，とくに「断層ガウジ」の中身が一般に研究者によって一致して
いないのではないかという指摘があった．また，五助橋断層や野島
断層に沿ってカタクラサイトが露出しており，六甲-淡路断層系の
活動は第四紀後半よりもっと古いのではないかという意見が出さ
れ，今後の課題という印象をもった．その他にも多数の質問やコメ
ントが出され，予定していた時間を超えて16時45分に終わった．

（宮田隆夫・田結庄良昭・波田重煕）

支部コーナー
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なぜ『5000人のニュース』を発
行したか
―周藤賢治会員の批判にたいする反
論と私たちの意見―

倉林三郎･金井克明･斉藤尚人･堀口萬吉･
保科　裕･松本俊幸･吉田　尚
（地質学会の民主主義を守る会準備会）

私たちの発行した『5000人のニュースNo.
1』（1998. 1. 27）に対する，周藤賢治会員の
意見が本欄（1998. 2）に掲載されました．こ
こで，私たちが主張した論点，『5000人のニ
ュース』を発行した理由，そして，周藤会員
の批判への反論を述べたいと思います．

1 私たちの主張
―現在の学会運営への危惧―

ここ数年の地質学会の運営をみて，私たち
が一番心配しているのはその運営方法です．
地質学会が戦後に民主化されてから，評議

員会は，基本的には民主的に運営されてきた
と思います．
しかし，その民主的運営が危惧されるよう

になったのは，1995年6月の評議員会が「基
本的に法人化する方向」を決定してからで
す．
ア　会則を逸脱した評議員会決定

評議員会の役割は「総会の定めた基本方針
にしたがい，運営要項を議決する」（会則8
条3）ことであり，「基本的に法人化する方
向」を決定するといった，地質学会の将来を
拘束するような重要な決定をする権限はあり
ません．
イ　副会長に提案権はあるのか

★　この評議員会の決定以降，副会長が事業
計画委員会，研究企画委員会などの委員長に
就任するとともに，評議員会に議案の提案を
おこないました．
★　しかし，地質学会の民主化がおこなわれ
たときの反省から，会則では「会長，副会長
は評議員会で発言できる」（8条2）と規定し
ましたが，会長・副会長は評議員ではありま
せんので，委員長としての提案権はありませ
ん．こうした行為は，規約にさだめられた副
会長の権限を逸脱するものです．
ウ 「執行体制整備」の問題点

★　1996年2月に，事業計画委員会が法人化
した場合の「定款案」などを全会員に郵送し
ました．これに対して，会員から疑問・批判
などを内容とした意見書が52通だされまし
た．その後，今度は，「『法人化』の検討に先
行させて体制整備が必要であり，将来，法人
体制に移行した場合にも大きな変更を必要と
しない形にすべきである」（事業計画委員会，
研究企画委員会などの合同会議．1996. 7. 27）
として，執行体制整備の検討がはじまりまし

た（執行体制整備委員会の発足は1997. 6）．
合同会議では，現行体制の整備と「法人化」

後の運営体制をからませた検討が行われてい
ます．
★　現行の執行体制整備委員会については，
1997年4月の総会で「現体制の範囲で，1・
2年間で実施すべき改善について検討し，会
則・運営細則の改正案を含めた具体案を検討
する」と決められました．
ところが，執行体制整備委員会の当初の案に
は「会長・副会長を評議員とし，会長が評議
員会議長を兼ねる」という重大な会則変更案
が盛り込まれていました．
★　しかも，このような会則変更を1年間足
らずの検討期間で，1998年4月の総会に提案
するという短兵急な日程が評議員会で決めら
れました．
★　以上述べたように，この間の地質学会の
「法人化」や「執行体制整備」に絡んだ運営
方法をみると，次のような重大な問題点があ
ります．
①会則の逸脱　②会員に対する広報の遅れ
③主要案件の短時間での審議　などです．
★　法人化や執行体制整の検討は，会員の声
を十分に聞き，時間をかけて検討すべきだと
考えます．

2 なぜ，『5000人のニュース』を発行した
か．

ア 「会員の声」もよいけれど

★　私たちは今まで，たびたび，「会員の声」
に投稿しました．しかし，「会員の声」に掲
載されたものの中には，投稿後，掲載された
のが6ヶ月後ということがありました．掲載
が遅れた主な理由は，「投稿の内容がまだ地
質学雑誌に公表されていない評議員会の資料
や内容を含んでいるから」とのことでした．
★　評議員会や各種委員会の報告が地質学雑
誌に掲載され，会員の眼に触れる頃には，そ
の審議が次の段階に入ってしまっていること
もあります．『5000人のニュース』は地質学
会の動きや問題点をより早く，しかも詳しく
訴えたかったのです．
イ 『要望書』に対する誠意の感じられない

回答

★　昨年11月頃，私たちを含む60名以上の
会員から評議員会議長・執行体制整備委員長
に「会員の意見交換や評議員会での審議が不
充分のまま審議を進めるスケジュールを変更
して欲しい」という要望書が提出されまし
た．
★　しかし，これに対する執行体制整備委員
会の回答は，「評議員会の諮問機関として，
本年度内に最終答申を提出することを求めら
れている．これらの報告を受けてどう対応す
るかは評議員会が決めるべき事項である」と
して，「スケジュールの変更」に対する委員

会の見解は何一つとしてなく，会員の声を聞
こうとする姿勢のない回答でした．また，評
議員会議長の返答は「12月の評議員会で審
議する」というものでしたが，12月評議委
員会の議事録を見ても，今後のスケジュール
については明確なものはありません．
ウ　学会内の討論を発展させるために

★　以上のような状況をふまえて，私たちは，
会員のみなさんに直接訴える方法を取りまし
た．もちろんこれからも，必要に応じて，要
望書，「会員の声」欄などで訴えていきたい
と思います．
★　こうした目的を持った私たちの会の活動
は，学会の民主的運営に貢献こそすれ，学会
を破壊するということは考えられません．

3 周藤賢治会員の批判に対して
私たちの会の目的や『5000人のニュース』

の役割などをご理解いただいたのではないか
と思いますが，周藤会員の主張にも，答えて
おきましょう．
ア　学会運営の業績を上げた執行部を批判

するのは間違いか？

★　周藤会員は，「執行部による会誌の質量
の充実，研究活動の組織，各種委員会の活性
化，総会への多数会員の結集」といった活動
を高く評価し，こうした立派な執行部を批判
するのはまちがいであるとしています．
★　私たちは，「執行部の業績」についても
周藤氏とは若干異なった見解を持っています
が，ここで私たちが批判しているのは，「執
行部の業績」ではなく，すでに述べた「執行
部の運営の方法」なのです．
たとえ，「業績」をあげたとしても，規約

を逸脱したり，会員の声を十分に聞かない運
営方法は，地質学会の発展にとって障害とな
ってくるでしょう．
イ　私たちの主張に対する反論は皆無

★　また，周藤氏は，私たちの学会運営につ
ての批判が一方的な見解に占められていると
指摘はしていますが，私たちの批判の論点に
ついては，具体的に何一つ反論していません．
その業績をたたえるだけでなく執行部の変則
運営を分析した私たちの論点について批判す
べきだと考えますが，いかがでしょうか．

なお，『5000人のニュース』は予算の都合
で全会員には発送できませんでしたが，入手
希望の会員のみなさんにはおわけいたします
ので，下記までご連絡ください．
〒184_0004 東京都小金井市本町5_5_13_103
金井克明

―――――――――――――――

会員の声
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要　望　書

会長・副会長，ならびに評議員の方々が，
ボランテイア方式による苦労の多い学会運営
に尽力されておられることに感謝申し上げま
す．
ここに要望書を送りましたのは，1995年6

月に評議員会が，法人化に本格的に取り組ま
れた頃からの執行部の変則的な運営が何回か
みられましたが，学会の将来のために，あえ
て執行部にこの事をご指摘申し上げ，意見を
お伺いすることが，後の運営にとって無駄で
ないと考えたからであります．
私の設問と，執行部のそれに対するご意見

を，学会Newsに掲載して下さいますなら幸
いです．

設問：1
1995年6月の評議員会において，「学会と

して，基本的に，法人化の方向をとることを
決定した」との評議員会報告がありました
（地質雑，102巻，1号，68頁，1996）．会則
によりますと，評議員会は，総会の定めた基
本方針にしたがって，運営要項を決議する，
と規定されています．したがって，上記の評
議員会の決定は会則違反と思われますが，如
何でしょうか．

設問：2
設問：1でとりあげた評議員会の決定につ

いて，法人化を担当する組織の一つである事
業計画委員会の報告（地質雑，102巻，4号，
372頁，1996）には，「評議員会が法人化を
決定したかのように誤解されたようである
…」とのべ，評議員会では，設問：1でのべ
ているような決定をしていないかのように説
明されています．私たちは，評議員会の正式
報告を重く見ましたが，執行部はどう判断し
ていたのでしょうか．

設問：3
1995年6月に発足した，法人化の問題を担

当する「事業計画」と「研究企画」の2委員
会の委員長として，前者に，秋山元副会長が，
後者に，小松副会長が就任しました．その後，
前者の委員会の委員長交替の折，新委員長と
して，坂副会長が就任しました．続いて，
1997年に発足した「執行体制整備委員会」
の委員長に，小松副会長が就任しました．
さて，これら委員長の方々は，委員会の提
唱・論議・まとめにいたるまで，委員会をリ
ードしたのち，案件を評議員会へ提出し，そ
の説明，評議員との質疑応答，そして採決
（副会長には表決権はありません）という，
評議員会における指導的な役割を果たしてお
ります．ところで，会則では，①副会長は評
議員会での発言は自由ですが，②評議員の身
分は与えられていません．したがって，①の
条項で評議員の身分は自由だからといって，
上記のように，評議員会で，評議員と対等な

いし，それ以上に，その会議をリードする権
限は，②の条項からして，当然ながら許され
ていないはずです．このような次第で，前記
の3副会長は，かつて会則違反を犯したか，
あるいは，現在も犯しつつあると考えますが，
執行部はどのようにお考えでしょうか．

設問：4
事務局長（正式には，書記）の任務は，会

則によって「執行委員会の指示にしたがい，
各常置委員会の事務に従事する」と決められ
ています．ところが，水野事務局長は，1995
年6月から1997年3月まで，事業計画委員会
における正式委員として任命され，活躍して
おりました．また，1996年から，普及教育
実行委員会の正式委員に任命され，現在も引
き続き委員を務めております．会則における
書記に関する規定に抵触することは明らかで
す．しかも，事業計画委員会に在任中の委員
長は，2代にわたり，それぞれ上記の設問：
3で，問題としました秋山元副会長と坂副会
長であったのです．したがって，3名の会員
が，互いに二重の異常運営をすすめていたと
言わざるをえません．執行部としてこれらを
どう考えておられますか．

関東支部　藤田至則

日本地質学会会長　　　　　秋山　雅彦　殿
日本地質学会評議員会議長　斎藤　常正　殿
日本地質学会評議員　　　　御一同　様

1998年3月22日
………………………………………

藤田至則会員からの要望書に
対する回答

藤田至則会員から寄せられた3月22日付の
要望書には，執行部からの回答が要請されて
います．執行部というのはどの機関を指すの
か不明ですが，宛先が会長・評議員会議長・
評議員一同となっていることと，1997年度
の評議員の任期が3月28日で終了することか
ら1997年度の第4回定例評議員会（3月27日）
で了承を得て，当時の会長秋山雅彦と評議員
会議長斎藤常正の名前で回答させていただく
ことにしました．

設問1 日本地質学会評議員会として社団
法人化を決定したわけではありません．それ
については，設問2で回答いたします．この
設問は，評議員会のあり方についての重要な
内容を含んでいるので，そのことについて説
明いたします．
会則第8条3項に次のような評議員会の規

定があります．「総会のさだめた基本方針に
したがい，運営要項を議決する．…評議員会
で決定したことは総会に報告しその承認をも
とめる」．学会の法人化は学会の基本方針に
関する事項で，たしかに運営要項ではありま
せん．しかし，評議員会で法人化といった学

会の重要事項に関しての議論は自由に，しか
も活発に行われるべきであって，法人化の内
容，その問題点や有利な点などは会員に広く
周知徹底するための広報活動は必要欠くべか
らざることであると考えます．それでは，法
人化の決定はどのような手続きで行われるべ
きでしょうか．私たちは，法人化への可否は
学会運営の基本事項ですので，会員の総意の
もとに決定されるべきで，そのためには会員
の意見を聴取しながら評議員会で充分な議論
を行い，評議員会と会員との間で意思の疎通
が充分なされた上で，法人化を可とする場合
には，評議員会としての原案を総会に提案す
るという手順になる，と考えています．

設問2 ご指摘のとおり「1995年6月の評
議員会において，基本的に，法人化の方向を
とることが承認された」との評議員会報告が
あります（地質雑，102 巻，1 号，63 頁，
1996）．この報告の表現は正確ではなかった
ため，1995年12月の評議員会で正確な表現
に修正され，1996年4月の総会で次のように
報告されました．
『昨年度から活動してきた「法人化を検討
する委員会」（委員長：天野一男君）と「将
来構想検討委員会」（委員長小玉喜三郎君）
は，6月の執行委員会に対して最終答申を提
出し，執行委員会はその結果に基づいて，第
2回定例評議会（6月）に対して次の2項目を
提案し，討議の結果原案どおり承認された．
q1w 基本的に法人化するという前提のもと
に検討を進めることの承認

q2w 承認された場合には，社団法人として
の組織・財政・事業計画等を詳しいシュ
ミレーションを行いながら検討するため
に評議員会のもとに事業計画委員会を，
また将来構想を発展させるために研究企
画委員会を研究委員会として設け，それ
ぞれに早急な検討，ならびに評議員会へ
の答申を求める．
なお，原案の承認後，事業計画委員会・研

究企画委員会の委員長として，それぞれ，秋
山雅彦・小松正幸両副会長が推薦され，承認
された』（地質雑 102 卷， 7 号， 6 5 6 頁，
1996）．
また，事業計画委員会の報告では，『1995

年6月の第2回定例評議員会での決定が，評
議員会として法人化を決定したかのように誤
解されたようですが，「基本的に社団法人化
する方向」とは，「基本的には社団法人化を
する方向で，どのような内容の法人にするか
の検討を進め，その上で改めて法人化の可否
を審議する」という意味です』（地質雑，102
巻，4号，372頁，1996）と記載してありま
す．また，この考えに基づいて法人化に関す
る今後のスケジュールが示されています（同
373頁）．法人化問題についての総会・評議
員会の理解は以上のとおりです．

設問3 会則第8条2項に「会長および副
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会長は評議員会に出席し，意見を述べること
ができる」とあります．したがって，評議員
会での議決権はありませんが，会長および副
会長が評議員会で発言し，議論に加わること
はさしつかえありません．会長・副会長が各
種委員会の委員や委員長になってはいけない
という規定はありませんので，評議員会直属
の各種委員会に評議員会が副会長を任命する
ことは何ら会則違反にはなりません．ご指摘
のとおり，事業計画委員会・研究企画委員
会・執行体制整備委員会の委員長に当時の副
会長が任命されていますが，それはあくまで
も副会長は名誉職ではなく学会に貢献すべき
であるという評議員会の考え方であった，と
理解しています．したがって，それぞれの委
員会での検討結果を評議員会に提出する任務
を与えられたもので，会則違反であるといっ
た非難を受けることはまことに心外であると

言わざるを得ません．

設問4 会則・細則には事務局長という名
称はなく，細則第3条4項の書記に相当し，
事務局の責任者という意味で事務局長と呼ん
でいます．文部省や他団体との対応といった
対外的な活動では，事務局長の名称を使うこ
とが望ましいと考えていますが，それによっ
て，学会における書記の役割を逸脱してよい
ことにはなりません．書記の役割は「執行委
員会の指示に従い，各常置委員会の事務に従
事する」（細則第3条4項）とあります．した
がって，常置委員会の委員にはなれませんが，
評議員会や執行委員会のもとに置かれる委員
会あるいは外部の委員会に委員として任命さ
れることは何ら細則違反ではありません．む
しろ，それらの委員会に参加して積極的に活
動していただくことが有意義であると判断し

て，評議員会および執行委員会から各種委員
会に委員としての任務を委嘱しているもので
す．
事務局長の在り方とともに，設問3で元副

会長が各種委員会の委員長へ就任していたこ
とが異常運営であると非難されていますが，
会則には「本会は地質学および関連科学の進
歩と，普及をはかることを目的とする」（会
則2条）と規定され，その目的を達成するた
めの運営要項の検討が評議員会で行われるこ
とになっています（会則第8条4項）．その評
議員会から学会を発展させるための委員会の
委員長・委員を委嘱され評議員会への答申案
の作成に努力してきたのですから，会則違反
の異常運営であると決めつけられて困惑して
いる次第です．ご賢察いただきたいと思いま
す．

（秋山雅彦・斎藤常正）

平成9年11月17日付けで文部省より，次期教育課程の教育課程審
議会の中間まとめが出され，各団体，個人に事項が指定されて，A4，
1枚程度の意見，提言が求めらました．締め切りは，1月30日で，郵
便，Fax, 電子メールでということでした．

日本地質学会地学教育研究委員会ではこれについて，指定された事
項に沿って次のよな意見書を1月29日付け電子メールで送ったので，
ご紹介します．

（堀川秀夫）

学 会 だ よ り

E-mail : katei@monbu.go.jp
文部省初等中等教育局小学校課教育課程企画室内

「教育課程審議会意見」係御中

団体名　日本地質学会地学教育研究委員会
代表者　堀川秀夫　（専門分野　地学）
連絡先　〒947 新潟県小千谷市木津野田団地

1934_5 Tel 0258_82_7786

1 各学校段階等ごとの教育課程の編成について
q1w 小学校では野外での自然観察など体験を重視し，自然に対する感受性を豊かにするとともに，客観的な観察能力を高め，
発見の喜びと達成感を持たせるように配慮願います．

q2w 中学校では自然の仕組みや規則性，歴史性に目を向けるようにし，具体的な実験，観察を有機的に結びつけ，知的好奇心
や探求心を育てることが重要と考えます．

q3w 高等学校では，基本的な科学的なものの見方や考え方を養い，さらに生徒の能力，適正，興味・関心などに応じて，一層
の進展を図るようお願いします．

2 各教科科目
q1w 「中間まとめ」では，高等学校の選択必修で「科学の歴史や科学と人間生活との関わりなどを学ばせ科学的要素を育成す
る新たな科目」を設定するとしていますが，中学校までの学習内容についての科学史を扱うのでは不十分と思います．

q2w 「理科」の内容については，他教科との関連を図っていただきたいと思います．自然地理分野は，「理科」の地学分野と
「社会」・「地理歴史」との重複があります．「理科」の中でまとめて扱うように検討お願いします．

3 その他
地学は地質学，天文学，気象学からなり身近な自然を学び，地球全体の生い立ちを学 びます．最近問題になっている公害（オ

ゾン層の破壊，CO2増加にともなう地球温暖化），自然災害（阪神大震災，土石流）等は地球全体を歴史的に見ないと対応できな
い問題です．高等学校では大学入試の影響で最近この地学を選択する生徒がで激減しています．せめて理科基礎（仮称），理科総
合（仮称）で地学分野を増やしそれを補う必要を強く感じます．

教育課程審議会の中間まとめへの意見書
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1997年度第4回定例評議
員会議事抄録

1998年4月14日
日本地質学会評議員会議長　　斎藤常正

日　時：1998年3月27日（金）12 : 30～18 : 20
場　所：北とぴあ　901会議室　　　
出席者：秋山雅彦会長，小松正幸・坂　幸恭

副会長，斎藤常正評議員会議長
足立久男，赤羽久忠，赤羽貞幸，秋
葉文雄，天野一男，板谷徹丸，飯川
健勝，上砂正一，氏家良博（代　赤
羽（久）），川辺孝幸（代　赤羽（貞）），
木村　学，熊井久雄，小井土由光
（代　久富），小泉　格，小玉喜三郎
（代　徳橋），小林和宏（代　飯川），
斎藤靖二（代　天野），酒井治孝
（代　丸山），柴崎直明（代　角田），
嶋本利彦，田崎和江，田結庄良昭，
高橋正樹，高須　晃，高安克己，滝
田良基，立石雅昭，巽　好幸（代
木村），角田史雄，徳橋秀一，中田
節也，那須孝悌，新妻信明，楡井
久，野村　哲，濱本拓志，久富邦彦，
平社定夫，堀川秀夫，丸山茂徳，八
尾　昭，矢野孝雄，芳野　極　各評
議員　佐瀬和義，小泉　潔，石田吉
明（傍聴）水野篤行（事務局）

冒頭に秋山雅彦会長の開会の挨拶があった
後，斎藤常正評議員会議長より傍聴者3名の
紹介があり，併せて，傍聴希望が締め切り日
（3月9日）を過ぎてから3月13日付けで出さ
れたが，今後希望する場合には締切日を厳守
して欲しい旨の発言があった．次いで同議長
から，本年度第3回定例評議員会の議事抄録
を2月5日付けで承認したとの報告があった．

報告事項

1． 執行委員会報告　　　　　　　　　　　　
q1w 第一庶務委員会
天野一男第一庶務委員長より配布資料に基

づき次の報告があった．
1） 次の転載許可を行った．
q1w 朝倉書店に対して，地質学雑誌80，
p.66，第2図（1974）ほか，地質学雑
誌掲載の図，計32件を狩野謙一・村
田明広著「構造地質学」（同社刊）へ
転載．（1月13日付け）

q2w 岩手県高等学校教育研究会理科部会
に対して，「日本の地質学100年」の
口絵に掲載の「ナウマンと日本地質図
（1887）を，同部会作成の教育ビデオ
「北上山地の地質の重要性と研究史」

（岩手県内の高等学校37校に無料配
布）へ収録．（2月9日付け）

q3w （株）HBJに対して，地質学雑誌に掲
載の紹介記事「 Encyclopedia of
Dinosaurus」（地質雑103_12，1997）
を，同社によるAcademic Press社等
の刊行物の広報パンフレットへ転載．
（2月10日付け）
q4w （社）地盤工学会に対して，日本地質
学会第1回環境地質学シンポジウム講
演論文集，関東地下水盆における地盤
沈下（楡井，p. 295）（1991）を同学
会刊のジオテクノート8「洪積層」へ
転載．（2月13日付け）

q5w 工業技術院北海道工業技術研究所に
対して，地質学雑誌，102_11（1996）
掲載の論文，「人工メタンハイドレー
トのラマン分光測定」（内田ほか）を，
北海道工業技術研究所報告71号へ転
載．（2月19日付け）

q6w 木村克己会員に対して，地質学雑誌，
80，p. 269，第8図を地質調査所地質
図幅「京都東北部の地質」へ転載．（3
月3日付け）

q7w 大石雅之会員に対して，地質学雑誌，
101，p. 330_345の論文（大石ほか）
の一部とFig. 3, 5, 6, 8を，岩手県立博
物館調査研究報告14冊，「北上低地帯
の鮮新・更新統の地質と年代」に一部
修正加筆して転載．（3月5日付け）

q8w 日本応用地質学会に対して，下記2
件を「応用地質計測―手法と解釈・評
価」（同学会刊）に転載．日本の地質
学（1993），V．地下水（籾倉・大野），
p. 424，図4；第5回環境地質シンポ
ジウム論文集（1995），多層集水井戸
による深層地質汚染と井戸修復（楡井
ほか），p. 204，図1．（3月6日付け）

2） 次の研究助成等の推薦依頼・募集があ
った．（ ）は締切日
q1w （財）神奈川科学技術アカデミー，平
成10年度研究助成の募集（3月10日）

q2w 1998年度地球化学研究協会「三宅
賞」受賞候補者および研究助成候補者
の推薦依頼（三宅賞―1998. 8. 31，研
究助成―第1回 1998. 8. 31，第2回
1999. 1. 15）．
3）（財）日産科学振興財団より2月17日
付けで，平成9年度日産学術研究助成
への応募に対する採択・不採択通知が
あった．
採択
横川美和：北大西洋西縁における深海
堆積物の堆積過程の高解像度復元
（160万円）
長谷川　卓：地球表層の炭素マス・バ

ランスの長期的変動に関する基礎研
究（180万円）
不採択
熊代（岡崎）浩子：陸域・沿岸域堆積
物をもちいた環境変動の高精度面的
解析

4） 日本地理学会より2月3日付けで，「地
理学関連学会連合発足準備会」（3月27
日午後）の開催連絡，参加要請の連絡が
あったが，日本地質学会の第4回定例評
議員会と重なり評議員・執行委員が参加
不可能なために欠席すること，同連合に
は関心を持っているので引き続き関連資
料の送付をお願いする旨の連絡をとっ
た．
5）「地質学関連の国立研究機関の組織・
調査研究活動の強化に関する要望につい
て」の，会長名の要望書を1998年3月
20日付けで関係機関に提出することと
した．
6）「岡山県大佐町内の大佐山2露頭の保
全要望について」の，会長名の要望書を
1998年3月11日付けで岡山県大佐町長
宛提出した．
7） 日本地質学会国際賞受賞記念講演会に
関する後援・協賛の会長名の依頼書を
（社）全国地質調査業協会会長（1月29日
付け）と（財）深田地質研究所理事長（2
月13日付け）宛に送付した．
8） 第16回執行委員会において，ホーム
ページの運用を中心とした，インターネ
ット運営委員会の内規を策定した．その
骨子は，ホームページは日本地質学会の
正式の情報発信の一つであり，運用につ
いては執行委員会が責任を持ち，実際の
運用は本運営委員会が行うこととするこ
と，委員長には第一庶務委員長があたり，
10名前後の委員をもって構成し，実務
責任者として委員から互選された幹事1
名を置くこと，などである．（内規の全
文は別途ニュース誌に掲載）
本件について，ホームページを使って

会議を進行させ，議論を会員にオープン
にしたいとの発言があり，これに対して
議論中のものについては対外的に問題と
なる場合もあるので，不適当であるとの
回答が担当の第一庶務委員長からなされ
た．討論の結果，会員向け・会員間の情
報伝達の手段・方式についてさらに検討
を進めることとなった．

q1w 第二庶務委員会
丸山茂徳第二庶務委員長から配布資料に基

づき次の報告があった．

学　会　記　事
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1） 地質学論集の売上状況（1998年2月末
現在）

2） 地質学論集の刊行について　　　　　　
q1w 下記論集が3月末に刊行となる予定
である（カッコ内は頒布価格）．
第49号：新妻信明ほか編，21世紀を
担う地質学（約240p，2,500円）
第51号：岡田博有ほか編，地震と地
盤災害―兵庫県南部地震の教訓（約
180 p，3,000円）（カラー口絵と本
文中カラー写真付き）論集の価格設
定について学会の財政立て直しを考
慮して検討し，49・50号について
上記のように価格を設定した．
第50号（狩野謙一ほか編，21世紀の
構造地質学に向けて）は，7月刊行
となる見込みである．

q2w 下記論集の刊行企画案が提出され
た．詳細内容については資料参照．
題　目：付加体形成における緑色岩の
意義　　
編集委員会：宮下純夫（代表）・松岡
篤・荒井章司・君波和雄
内容の概要：1995～97に実施された
総合研究A「日本列島のジュラ紀_

古第三紀付加体形成における緑色岩
の意義」の研究成果の総括（地質学
的産状，岩石学的特徴，テクトニク
ス等）．
予定論文：29編．（刷り上がり約300
ページ）
編集スケジュール：投稿締め切り―
1998年6月30日査読・修正・受理
締め切り―12月15日
刊行―1999年3月25日
印刷費概算額：約176万円（800部）

q3w 会計委員会
滝田良基会計委員長より配布資料に基づき
次の報告があった．
1） 1998年1月～2月の決算報告
2） 1997（平成9）（会計）年度（1997年3
月～12月）決算報告　　　　　　　　　　
3） 2月12日13 : 30～15 : 30に中山俊雄・
三本健四郎両会計監査により，1997年
度会計監査が行われ，会計監査報告に

「平成9年度の決算報告およびそれに関
連した帳簿，伝票，預金通帳などを監査
の結果，すべて正確であり，適正に行わ
れたと認めます．」と述べられた．
4）「日本地質学会の財政状況に関心を
（その2）―97年度決算（案）と98年度
予算（案）報告と会計上の問題点」の記
事を作成し，ニュース誌，1_2に掲載し
た．
5） 97年度決算（案）が確定した結果，
とくに98年度への次年度事業準備金の
額に変更が生じた．第3回定例評議員会
において暫定的に承認された，上記の
97年度決算（案）と98年度予算（案）
について，議題において修正提案を行う．
（議題へ）
6） 1998年度予算に関して，ニュース誌
の印刷費とコスト減の必要性・方策，ニ
ュース誌の意義等が執行委員会内で議論
された．また，財政問題に関連して，年
会や総会の開催費を今後受益者負担を原
則に参加費を値上げし，また独立採算性
とする必要性が議論された．
7） 出版者著作権協議会より平成7年度複
写使用料，平成8年度複写使用料として，
それぞれ，1月16日付けで141,869円，2
月16日付けで100,000円の配分通知があ
った．
8） 3月4日付けで（財）深田研究所より，
国際賞受賞記念講演会に関する共催分担
金として25万円を受け入れた．
9）（社）全国地質調査業協会より，国際賞
受賞記念講演会に対する協賛金として，
3月20日付けで20万円を受け入れた．

10）（株）広業社と日本地質学会会長との間
で，4月1日付けで，地質学雑誌，地質
学会ニュ－スの広告掲載に関する契約書
（締結日より2年間有効）を締結するこ
とを合意した．地質学会に対して広業社
より支払われる広告料金（1ページあた
り）は次の通りである．日本地質学会ニ
ュース：表4_40,000円，表2_35,000円，
表3_30,000円，普通ページ_30,000円；
地質学雑誌：表3_30,000円．

q4w 会員委員会
1） 会員の動静（2月末現在）

2） 次の入会承認を行った（敬称略）．
計37名
賛助会員（2）：（株）ニュ－ジェック，

（株）ジオ・コンサルタント（1. 21）
正会員（14）：伊藤英之，土谷正裕，金

田壽雄，酒井陽太，重野聖之，酒井都夫
（以上1. 21）．中村宏樹，須貝俊彦（以上2.
16），大塚　匡，山田　桂，高橋　淳，神
谷忠克，松岡正章，佐藤慎一（以上3. 11）
院生会員（15）：奥田昌明，阿波根直一

（以上1. 21），茨木洋介，岸上正裕（以上2.
16），古川　昇，神賀　誠，山田和芳，斎
藤耕志，加藤めぐみ，苑田貴祐，鈴木秀幸，
劔持淳二，井上優治，佐藤　隆，飯島耕一
（以上3. 11）
学生会員（6）：成瀬　元（以上1. 21），

岡野　誠，岩城啓美，隅田剣生（以上2.
16），永吉雄大，下中宏二（以上3. 11）
3） 逝去者（敬称略） 計4名
正会員（4）：竹内敏晴（1997. 11月），

塩口　登（1997年6月），和田　信（1998.
1. 25），渡辺文平（1998. 2. 13）
4） 次の退会承認を行った（敬称略）．計
68名　　　　　　　　　　　　　　　　　
賛助会員（2）：石の博物館（2.16），住

友大阪セメント株式会社（3.11）
正会員（62）：川辺鉄也，下川修司，小

森次郎，松原勝彦，大島智子，小川賢之輔，
鵜飼光男，南川恭範，岡　重文，佐々木
隆，河野剛士，黒田哲司，工藤隆行，南
明，風間利栄，工藤浩三，三浦由希子，高
橋正治郎，阿部勝巳，中尾京雄，中添　亮，
福本明代，長谷川睦，川勝和哉，松井良一，
高橋　清，小林将喜，村山昭夫，甲田光明，
寺戸恒夫，鶴田忠彦，高橋陽一，早田善信，
藤原盛光，窪田康宏，内田一男，北村宣章，
浜田俊三，小岩崎　浩，桂　忠彦，雪下芳
昭，稲葉益夫，徳田大輔，福元　豊，山脇
雄一，石田琢二，盛貞和仁，桜井美恵子，
黒江良太郎，山下好幸，池田幸夫，渋谷正
道，山室泰一，畔柳勇生（以上1. 21），若
林幸彦，坪本吉史，小山栄造，三浦　清，
倉石淳一（以上2. 16），井嶋伸治，日下部
寧，原田一雄（3. 11）
院生会員（4）：梶塚　泉，石川憲一（以

上1.21），米谷文子，本田美智子（以上2.
16）

q5w 編集委員会
徳橋秀一編集委員長より配布資料に基づき

次の報告があった．

1） 地質学雑誌の編集状況（3月11日現在）
104_3論説　5短報　0（校正中）
104_4 論説　3 短報3（入稿済み）
手持ち論文　論説　14 短報　0
査読中論文　57
投稿数（1998年） 論説（和文　12，
英文　2） 総説（和文　1，英文　0）
短報（和文　4，英文　3） 特集　(7）
討論（和文　0） ノート（和文　0）
合計　29 （昨年比　＋9）口絵　2
査読中論文　57
現在，103_7～8まで編集がほぼ固ま
っている．

2） 地質学雑誌の編集について
特集号に対する取り扱い方（受付方

式）について編集委員会としての一定
の方針がまとまり，地質学雑誌3月号
に「編集委員会からのお知らせ」とし
て掲載する．誰でも特集号を組んで申
し込めるようにオープンにした．ただ

No.30 No.31 No.32 No.33 No.34 No.35 No.36
(1988) (1988) (1989) (1989) (1990) (1990) (1990)

1500 1000 1100 1000 1000 1500 1000

1367 778 931 765 815 973 891

No.37 No.38 No.39 No.40 No.41 No.42 No.43
(1992) (1992) (1992) (1993) (1993) (1993) (1994)

1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

769 775 643 634 712 721 744     

No.44 No.45 No.46 No.47 No.48
(1995) (1995) (1996) (1997) (1997)

1000 1500 1000 1000 1000

463 1174 503 276 469

1 号数の下の（ ）中は発行年度
2 第1段は発行部数
3 第2段は総売上部数

賛助 名誉 正会員 院生 学生 合計

1997.11.30 56 35 4678 589 59 5417

1998. 2.28 57 35 4610 528 37 5267

増・減 ＋1 0 －68 －61 －22 －150
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し，個々の論文に対する査読は通常の
論文と同じ方式とし，掲載は受理の最
も遅い論文に合わせることによって，
他の一般論文へのしわ寄せや不公平感
がないようにした．また，個々の特集
の総ページ数に上限を設けた．
ある企画を特集号とするか論集とす

るかについてはこれまでとくにルール
がなかったので，一定のルールを設け
ることが必要であると議論され，今後
の検討課題である．

高橋正樹副編集委員長より配布資料
に基づき次の報告があった．

3） 地質学会ニュースの編集について　　　
1_3を印刷中である．4号以降の編

集体制の在り方について，執行委員長
の下に小委員会として，執行委員長あ
るいは副編集委員長を長とする「ニュ
ース誌編集委員会」を設置することを
第4回定例評議員会に提案することと
した．（議題へ）

q6w 行事委員会
新妻信明行事委員長より配布資料に基づき

次の報告があった．
1） 第105年総会・シンポジウム（1998年）
について：学習院大学において1998年3
月28日（土）・29日（日）に開催する．
すでにプログラムは印刷され（ニュース
誌，1_2），学習院中等科の赤塚正明会員
の協力のもとに準備が円滑に進行してき
た．
総会における国際賞受賞記念講演会関

係については，各賞基金検討委員会報告
と議題を参照．
3） 第105年会（1998年）（準備委員長：
秋山雅彦）について：松本（9月25日～
27日予定）において開催する．1月24日
の行事委員会において準備委員会が作成
した原案を検討し，おおよその方針を立
てた．主会場：信州大学共通教育センタ
ー　懇親会：松本社会文化会館（浅間温
泉街）夜間小集会：理学部講義棟　部会
ランチョン：12 : 00～13 : 00（もっと長
い時間が必要ならば，夜間小集会を利用）
巡検：13コース（1日_5，2日_8）を準
備　宿泊：東急観光（株）に依頼　市民講
演会：9月26日（土）午後（信州大学大
講義室）（地球の不思議に迫る）なお併
せて，公文富士夫準備委員会委員より開
催校側の立場から準備進行中であること
の報告があった．
4） 第106年（1999年）総会および年会に
ついて：（議題へ）
5） 第107年（2000年）総会および年会に
ついて：春に総会を筑波大学で開催し，
秋に年会を秋田大学で開催する方向で交
渉中である．

q7w 国際交流委員会
嶋本利彦国際交流委員長より配布資料に基

づき次の報告があった．

1） 石渡　明会員より1998年3月4日付け
で，オ－ストラリアで現在起こっている
「宗教団体（creationist）による地球科学
に対する攻撃」に関する連絡があり，そ
の中で，日本地質学会においても何らか
の形で取り上げて欲しい旨の要請があっ
た．これについては，詳細がなお不明確
なので，嶋本国際交流委員長が問い合わ
せを行うこととした．
本件について，赤羽久忠評議員から地

質学会として何らかの対応を考えて欲し
い旨の発言があり，
2）「第5回アジア学術会議―科学者フォ
ーラム―」の際に開かれた学術シンポジ
ウム（3月12日）後の懇談会（同日18 : 00
～20 : 00）に嶋本国際交流委員長が出席
した．

2． 選挙委員会報告
斎藤常正評議員会議長より，選挙委員会辻

隆司委員長から提出された下記の報告の紹介
があった．
1998年3月7日付けで1997年度選挙委員会

（委員長：辻　隆司）より秋山会長宛に，3
月7日に役員選挙の開票を行い，1998年度役
員（会長・副会長・評議員）の当選者が決定
された旨の報告があった．投票総数は1,769
通で，1997年度に比べて約150の，1996年度
に比べて約250の増加である．選挙結果はニ
ュ－ス誌，1_3に，また当選者の紹介記事が
同，1_4掲載される．
3． 研究委員会報告
q1w 地学教育研究委員会
堀川秀夫委員より1997年12月20日，10 :

00～12 : 00に開催された委員会に関し，次の
報告があった．
1） 文部省への「教育課程の基準の改善の
基本方向について」（中間まとめ）につ
いての意見書を地学教育研究委員会とし
て提出することとした．［1月30日付け
で意見書を提出した（別紙資料参照）］
2） 福岡夜間小集会の反省と今後：参加者
が少なかったこと．―呼びかけ不足，討
論会のはっきりした目的が表現できてい
なかったのではないか．開催地のコンサ
ル，教師，教官に葉書等で連絡すること
も考えられる．
3） 災害時の地質学会の対応：地学教育研
究委員会で考えることには無理がある．
地質学会の別の組織で考えていかなけれ
ばならない．ここでは，過去に災害のあ
ったケ－スについて検討し，新しい検討
委員会に資料を提供する必要があるだろ
う．新しく災害が生じた場合，何らかの
コンタクトをとり，模擬演習も考えた方
がよい．
4） 災害時と地質学の再生について：主張
討論の場として，地質学会のニュ－ス誌
に投稿する．大学と応用地質の主張のく
いちがい，科学の体系の中での地質学の
位置付けが問題となる．環境，資源に地
学を絡ませていく必要性を訴える．

5） 1998年の松本大会では，地質学の重
要性を訴える夜間小集会を行う．タイト
ルは，1）生活の場としての沖積地，2）
沖積地の意味，3）大地の動き－小学校
の現場から．子供を対象として将来につ
いて啓蒙するものである．一方，地質学
の再生，災害時は現在の大人に対するも
のである．

本年の第7回地学教育セミナー（日本地
学教育学会・日本地質学会・地学団体研究
会共催）の開催計画が次のように決まった．
日時：1998年6月14日（日）10 : 00～16 : 00
会場：学習院百周年記念館　テーマ：気候
変動―過去・現在・未来―
次回は，3月27日（金）10 : 00～12 : 00

（王子会館）．
q2w 南極地質研究委員会
本吉洋一委員より，第23回南極地質研究

委員会（平成9年12月12日，国立極地研）
に関する次の報告があった．
1） 第38次隊調査報告：3月28日に帰国．
石塚英男・石川正弘両隊員から約2ヶ月
に間にわたり詳細な調査を行ったエンダ
ービーランド，リーセルラルセン山の調
査概要が報告された．
2） 第 39次隊の現況：第39次隊の 5名
（小山内康人・豊島剛志・大和田正明・
角替敏昭・外田智千）は11月14日に出
港した．アムンゼン湾トナー島で約2ヶ
月間の地質調査を行う予定であったが，
昭和基地で急病人が発生したために，当
初計画が変更される可能性がある．
3） 第40次隊の計画：アムンゼン湾トナ
ー島を拠点として，調査用のヘリコプタ
ーを導入してナピア岩体とレイナー岩体
を含む広域調査のオペレーションの基本
計画が示され，調査上・設営上の問題点
等について討議した．今後，調査露岩の
絞り込み，安全対策等を検討していく方
針が示された．
4） 第40次隊員候補者：地質隊員として，
本吉洋一・宮本知治・吉村康隆が決定し
ており，今後の身体検査，乗鞍での冬季
訓練を経て最終決定される見通しであ
る．なお，外国人交換科学者として2～
3名が参加の可能性がある．
5） 将来計画：第43次（2001年）から第
VI期5ヶ年計画の地質部門としての計画
の概要が示され，意見交換を行った．

q3w 環境地質研究委員会
香村一夫委員より環境地質研究委員会およ

び環境地質部会報告として，次の報告があっ
た．
1． シンポジウムの開催報告
1997. 12. 1～12. 2 「第7回環境地質学シン
ポジウム」 北とぴあ　日本情報地質学
会・日本鉱物学会と共催，講演数　77，
参加者　約200名．本シンポジウムセッ
ション別総括は地質学会ニュ－ス，1_2，
p. 30～32を参照
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1998. 5月または6月（予定）「自噴井の記
念碑設立および地質環境に関するシンポ
ジウム」 千葉県君津市
1998. 11（予定）「第8回環境地質学シン
ポジウム」 大阪
2． 論文集の刊行
環境地質学に関する論文集の作成を企
画検討中（地質学論集とするか，委員会
独自の論集とするか未定）
3． 普及計画
・地下水および水の循環に関するリーフ
レットを作成中（原稿はほぼ完成）．
・地質環境に関する総合的なリーフレッ
トの刊行（検討中）．

q4w 女性地球科学者の未来を考える研究委員
会
田崎和江委員より次の報告があった．
1998年5月26_29日開催の地球惑星科学関

連学会合同大会における「保育室設置に向け
た要望」を本委員会名で合同大会事務局に提
出した．その結果，保育室の設置が決定し，
その手配を森尻理恵さん（地質調査所）が行
っている．大会のホームページまたはメール
で保育室の窓口をするなど，より広く多くの
方々に知らせる予定である．また，このこと
をニュース誌4月号に掲載して広報して欲し
い．詳しい情報は，森尻さん［g8808@gsj.
go.jp］まで．
なお，これを機会に地質学会の折にも，小

規模でも保育室を設置できたらと考えている
ので，今後ともよろしくご協力をお願いした
い．
q5w 第一次地質基準策定委員会
新妻信明委員長より，第3回定例評議員会

で報告した中間答申の全文をニュース誌の3
月号に掲載し，関係専門部会，会員一般の意
見を求めることとした，との報告があった．
q6w Tectonic Map of Asia（CGMW）研究委
員会
報告なし

q7w ヒマラヤ地質研究委員会
在田一則委員より，とくに報告事項はない

との連絡があった．
q8w テクトニクス研究委員会
木村　学委員長より，とくに報告事項はな

いとの連絡があった．
q9w 地質学と地震研究委員会
嶋本利彦委員より次の報告があった．
1） 地震研究所シンポジウム（日本列島の
地質大構造と地震テクトニクス）
1997年12月18･19両日地震研究所に

おいて開催し，延べ128名の参加を得て，
地質情報を活断層系の力学的モデルにど
う生かすかについて活発な議論がなされ
た（ニュ－ス誌，1_2,27_29参照）．

2） 愛媛県八幡浜市大島・シュードタキラ
イト巡検
1998年2月28日に小松正幸・宮下由

香里両氏らの案内で，我国最大級の大島
シュードタキライトの見学会を行った．
70名を越える参加者があり，地球物理

関係者と地質関係者が地震の痕跡を見な
がら議論することができたのは大変有益
であった．
3） 愛媛大学シンポジウム（断層震源域の
物質イメージング）
米国の研究者3名を含む約90名の参加

者を得て，断層深部の研究の現状（ボー
リング掘削・断層岩・レオロジーなど）
を議論する半日シンポジウムを行った
（世話人：田中秀美，小松正幸；8つの
研究発表）．短いシンポジウムであった
が，断層の先端的研究は「静的な研究」
から「動的な研究」に向かいつつあるこ
とを感じた．断層岩の記載・解析からダ
イナミックな断層の動的挙動を読みとる
必要があるし，ボーリングコアを用いた
計測においても，変化しつつある断層の
どの時点の性質を計っているかを考える
必要がある．シンポジウムに先だって野
島断層のコア解析のまとめの会を開き，
本研究委員会に断層のコア解析研究グル
ープを発足させた．

q10w 地層名命名規約策定委員会
天野一男委員長より次の報告があった．
昨年12月初旬までに国際対応等に関する

データ収集を行ってきた．その後，委員を正
式に決定した（昨年末の定例評議員会までに
は全員から承諾が得られていなかった）．3
月30日（月）に第1回委員会を開催し，Inter-
national Stratigraphic Guide等の本格的な検
討に入る．
委員及び担当分野（50音順）：天野一男
（岩相層序），新井房夫（テフラ），小笠
原憲四郎（新生代大型化石層序），兼岡
一郎（放射年代），木村克己（付加体層
序），熊井久雄（第四紀層序），清水惠助
（人工地層），楡井　久（人工地層），高
山俊昭（新生代微化石層序），新妻信明
（古地磁気層序），能條　歩（層序一般），
平野弘道（中古生代大型化石層序），保
柳康一（シーケンス層序），八尾　昭
（中古生代微化石層序），柳沢幸夫（地質
図幅）

q11w 研究企画委員会　　　　　　　　　
木村　学委員長より，ホームページ上で議

論を進めたいと考えているとの報告があっ
た．
q12w 事業計画委員会（議題の項参照）
q13w 執行体制整備委員会（議題の項参照）
q14w 各賞基金検討委員会（議題の項参照）
q15w 財政問題検討委員会（議題の項参照）
4． 日本学術会議報告　　　　　　　　　　　
斎藤常正日本学術会議会員より配布資料に

基づき平成10年2月12・13日開催の連合部会
および第4部会に関する次の報告があった．
［連合部会の議事］
1） 領域別研連（推薦研連）の研究領域の
明確化：学協会の学術会議会員候補の推
薦のため関連研連を登録する際の便宜の
ために，各領域別研連が対象とする学術
研究領域の内容・範囲について100～

150字程度に明文化して登録申請の参考
とし，また推薦管理会の審査の基礎資料
とすることとなった．
2） 各常置委員会・特別委員会の活動内容
（討議事項）についての報告があった．

［第4部会の議事］
1） 各種委員会報告：連合部会における報
告と同じ．
2） 複合領域研連運営協議会報告
3） 理学総合連絡会議：第1回会議を3月
24日に開催予定．予定議題等の紹介が
あった．
4） 領域別研連（推薦研連）の研究領域の
明確化の問題：第4部としては，各研連
から提出されたものをできるだけそのま
ま，調整しない方針．課題別（非推薦）
研連にも同様に研究領域を明文化しても
らうかどうかについて討議した．
5） 国際会議の共催の採択
6） 平成10年度国際会議への代表派遣の
採択：配分方式―第1区分，学術会議が
加盟している会議の総会への派遣；第2
区分，同役員会への派遣；第3区分，そ
の他の会議への派遣．地質科学・地理グ
ループには，第1区分として1件（IMA），
第2区分に2件（IGU,ICA），第3区分に
2件配分された．
7） その他：クローン人間に関する意見，
大学関連研究施設経費削減の問題，地域
研究の問題などに関する意見交換．

5． 各研究連絡委員会報告
q1w 地質学研連　　　　　　　　　　　　　　
天野一男研連委員から配布資料に基づき，

第17期第2回委員会（3月9日13 : 30～17 : 00，
日本学術会議第4部会議室）に関する，次の
報告があった．主要な報告・審議事項は次の
通りである．
1．地質年代小委員会（委員長：兼岡一郎）
および堆積学小委員会（世話人：立石雅
昭）の設置が報告された．
2．「全国地質科学関連大学学科・研究科
一覧」平成9年版の出版が報告され，承
認された．平成9年版については地質学
会総会での販売を依頼することとした．
平成10年版以降の出版については，イ
ンターネットによる出版等も含め，今後
検討することとした．
3． 研究連絡委員会の見直しについて，青
木委員より現状と問題点について説明を
受けた後，意見交換した．17期中に見
直しが必要であることを確認し，次回以
降検討することとした．
4． 地質研連の研究活動については，次回
に，日本地質学会地質学論集49号「21
世紀を担う地質学」出版後，その内容に
基づいた話題提供を新妻委員に，5月オ
ランダで開催予定の世界地質調査所会議
の内容に基づいた話題提供を小玉委員に
してもらい，検討することとした．
5． 地質科学関係学協会連絡協議会（地連
協）設立については，今後慎重な検討が
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必要であることが確認された．特に今後
は，地質科学関連の学協会の新しい在り
方と関連させて，その内容について引き
続き検討することとした．

q2w 鉱物学研連
高須　晃研連委員から配布資料に基づき，

第17期第2回委員会（1998年2月27日）で
の審議事項に関する次の報告があった．
1． 研連の再編成問題について　今後1年
くらいかけて検討することとし，さしあ
たって研連および専門委の委員長が第1
常置委員会委員長からのアンケートに答
える．
2． 鉱物学研連の学術領域の内容に関する
検討　研連に先立つ合同会議の審議事項
で討議済み．
3． 第17期鉱物学研連の実践的な活動計
画について　今期の活動方針として何を
なすべきかの議論を行った．主な意見は，
q1w岩鉱，鉱物，資源地質の3学会間の連
携や雑誌統合等の問題の進展をはかるた
めの音頭をとるべきである．q2wOD問題
や若手研究者の研究職確保のための方策
を考えるべきである．q3wこの間の大学
院重点化や学科改組により生じた問題を
検討し，その解決に向けて取り組むべき
である．q4w関連学問分野の交流をはか
るため，春の地惑合同大会に対するもの
として，秋に地球惑星物質科学の合同の
学会を開くことを検討すべきである．議
論の結果，まずこの間の大学院重点化や
学科改組に伴う状況の変化を把握するた
めのアンケートを各大学・研究機関に行
うこととし，そのためのアンケートの骨
子を河村・高須・藤野の各委員で次回ま
でにまとめることになった．
4．平成10年度の海外での国際会議への代
表派遣の推薦について　合同会議で議論
済み．
5．2006年IMAの日本での開催誘致につい
て次回に引き続き議論することになっ
た．
6．次回の研連は6月5日（金）とすること
にした．

（3）鉱物学研連鉱床学専門委員会　
石渡　明専門委員会委員より次の報告が提

出された．
第17期第2回委員会が2月27日（金）14 : 45
～17 : 00，鉱物学研連・鉱床学専門委員会合
同会議後に開催され，下記の報告と討議があ
った．
1． 島崎委員長から，今年オ－ストラリア
で開催される予定であった IAGOD
（International Association of the Genesis
of Ore Deposits）が，宗教団体との裁判
沙汰のトラブルによって開催不能（延
期？）になったとの報告があった．
2． 島崎委員長および中島委員から，資源
地質学会の学会誌のモデルチェンジ及び
岩石鉱物鉱床学会との雑誌統合の進捗状
況について報告があった．

3． 島崎委員長から，前回の会議で鉱床学
専門委員会として作成することが決まっ
た対外報告の原案「鉱床学の研究・教育
の推進について」が提示され，全委員が
これについて活発な議論を行った．
なお，同委員および高須委員から第

17期第2回鉱物学研連・鉱床学専門委員
会合同会議（2月27日，13 : 30～15 : 00）
での審議事項に関する，次の報告があっ
た．
1． 鉱物学研連の学術領域の内容について
委員長の原案をもとに議論した．野外調
査を入れるべきなどの意見が出され，こ
れらの意見を踏まえて，委員長が再度ま
とめることになった．
2． 平成10年度国際会議への代表派遣の
推薦の追加について国際キンバライト会
議への参加の末野研連委員長を推薦する
ことにした．
3． 次回の合同会議は6月5日．

q4w 地球化学・宇宙化学研連
矢内桂三研連委員から，第17期第2回委員

会の開催が4月10日に変更となった旨の報告
があった．
q5w 海洋科学研連　　　　　　　　　　　　　
平　朝彦研連委員から第17期第1回委員会

（1月6日）に関する次の報告が提出された．
1． 委員長に田中正之委員を，幹事に次の
委員を選出した．河村（物理），花輪
（化学），伏見（生物），川口（水産），平
（地質）．
2． 第17期の活動方針について
q1w 委員長より第17期の日本学術会議
の活動全般について説明，特に特別委
員会の設置の紹介があった．

q2w 角階委員よりSCOR第33回執行委
員会の出席報告．日本から副会長が選
出される可能性があるとの説明があっ
た．SCOR国内委員として平（啓），
角階，有賀委員を選出，また副会長候
補として角階委員を推薦することとし
た．

q3w 第17期の活動方針
・行政改革と関連し，今後の海洋科学
の研究・教育の在り方について検討
する．また，関連研連とも連携しつ
つ提言をまとめる．地球環境研究の
中核機関形成の検討会の状況の説明
（田中委員長）を受けて，地球環境
科学と海洋科学の関係，両者の推進
方法について議論，今後の検討事項
とした．
・本研連の議論の内容，提言をどのよ
うに行政等に反映させるのかについ
て議論があり，対外報告の作成と勧
告を中心とすることが確認された．

3． 東大海洋研究所の改組・拡充に関する
概算要求の状況について平（啓）委員よ
り説明があった．また．同研究所の協議
会委員として淡路（京大），関（筑波大），
河村（三重大），内藤（極地研），奥田

（地調）の各氏を推薦することとした．
4． 次回委員会は3月20日13：30より．

q6w 国際学術協力事業研連　　　　　　　　　
土　隆一IGCP専門委員長から次の報告が

提出された．
1． 国際学術団体の活動状況把握のため，
国際対応の手引き1997年度版の原稿を
作成，刊行の準備をすすめている．
2． 次回の研連は4月17日開催の予定．

q7w 古生物学研連　
井本伸広研連委員より第17期第2回委員会

（3月10日，日本学術会議）に関する次の報
告が提出された．
1． 古生物タイプ標本のデータベース構築
については，第15・16期を通して論議さ
れており，今期委員会では具体化を図る
方向で論議が進められた．タクソンによ
ってはすでにデータベース構築が進めら
れている状況なども紹介され，また，こ
の作業は専門研究者の研究活動の一環と
して取り組まれることが重要であるとの
指摘もあり，今後，専門研究者の理解と
協力を得て，タクソンごとのデータベー
ス構築を計ることとし，研連はそのため
の連絡調整を務めることが確認された．
2． 今期の重点課題については，後継者育
成の課題や自然史系博物館の創造的な活
用の在り方の検討なども考えられるが，
学会の意向や国際的な動向に注目しなが
ら，さらに検討を続けることとした．関
連して，生物・生命科学分野で構想され
ている，地球上の全ての生物種の生命情
報の記載を目指す「ガイアリスト21」
計画や「生物・環境タイムカプセル
2001」計画などが紹介された．
3． 研連の見直しについては，第一常置委
員会のまとめに基づいて意見交換を行
い，引き続き第一常置委員会での検討の
推移を見守ることとした．
4． 次回（第3回）は1998年6月12日（金）
に開催することになった．

q8w 第四紀研連　
大場忠道研連委員より次の報告が提出され

た．
第四紀研連（13名）は，前期（16期）に

11回の委員会を開催し，下記の項目につい
て審議し，また実施してきた．
1． 国際第四紀連合（INQUA）の活動要
覧の改訂：「第四紀研究」に印刷．
2． 年代測定施設の現状把握と拡充：調査
を行い，現状認識と問題点の洗い出し．
3． 大学における第四紀研究の推進：調査
を行い，現状把握に努めている．
4． シンポジウムの開催：5件（2件は国
際シンポ）を主催，共催あるいは後援し
た．
5． 地域における第四紀研究の推進：第四
紀学会と共催して普及講演や巡検を行っ
た．
6． 国際的な活動の推進：INQUQ会長に
太田陽子氏，名誉会員に渡辺直経氏を推
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薦し受理された．また，1995年INQUA
のベルリン大会では，日本の第四紀研究
の紹介を出版物やポスターで行った．
今期（17期）は，これまで2回の委員

会（第1回―1997年11月4日，第2回―
1998年2月23日）を開催し，下記の活
動方針について審議した．委員長：太田
陽子，幹事：小野　昭，町田　洋．
1． 国内の第四紀研究を推進し，研究環境
の整備を進める．
2． 国際第四紀連合をはじめとする国際的
な活動との連携を強める．
3． 第四紀研究の後継者養成，研究体制の
整備を進める．
4． 地球環境関連の国際共同研究計画を推
進する．
5． 第四紀研究の研究成果の普及に努力す
る．
6． 日本第四紀学会をはじめとする関連学
会との連携を強める．
7． 研究連絡委員会の見直しに対して，関
連研連との協議を進める．
上記の活動方針（案）に対して，具体的に
どのように対応していくか，今期の2回の委
員会で協議したが，次回においてもさらに審
議することになっている．
q9w 地質科学総合研連
木村　学研連委員より配布資料に基づき，

第17期第 1回委員会（1997年 12月 22日，
13 : 30～16 : 30）について概要次の報告があ
った．なお，全文は地質学会ニュース，1_3
に掲載される．
1． 委員長として鎮西清高，幹事として木
村　学両氏が選出された．なお，幹事と
してもう1名が予定されている（未定）．
2． 報告事項　　　　　　　　　　　　　　
q1w 日本学術会議第17期活動計画（申
し合わせ）．

q2w 委員長より第4部運営審議会報告
（研連の再編成，理学総合連絡会を組
織する件など）．

q3w 第16期地質科学総合研連からの申
し送り事項の確認．

3． 小委員会の設置：前期の研連に付置さ
れていた水文地質小委員会と応用地質小
委員会の設置について審議．前者につい
ては承認．後者については，書類不備の
ためあらためて書類を提出してもらい，
委員長の責任で処理することとなった．
4． 地質科学関係学協会連絡協議会：目
的・組織・活動方針に関するこれまでの
議論について意見交換を行った．その結
果，今期の本研連もこの協議会の結成に
向けて討議していくこととなった．
5． その他：
q1w 本研連の活動：本研連は関係する
個々の研連では対応できない総合的な
問題について連絡・討議する．研連の
再編に際して，本研連の構成・目的の
見直しを行い，関連して各研連の再編
や業務に関する意見交換・調整を行

う．
q2w 本研連の構成：前期には関係会員，
各研連委員長のほか，応用地質小委員
会委員長を加えて9名で構成されてい
た．今期には両小委員会委員長には必
要に応じてオブザ－バ－として出席願
うこととした．

q3w 次回：3月2日または3日，13 : 30～
16 : 30．

q10w IGCP専門委員会　
土　隆一専門委員長より2月20日に行われ

たIGCP専門委員会・小委員会合同会議（第
17期第1回）に関する次の報告が提出され
た．
1． IGCP特別シンポジウム“アジア太平
洋地域の形成と地球環境”をIGCP_379，
384の協力により1月24日神戸大学で開
催，50名の参加を得て，有意義に終了
した．
2． 日本IGCP活動報告1997を印刷，関係
方面に配布した．
3． 去る2月パリのユネスコ本部で開催さ
れたIGCP理事会において，日本から推
薦 さ れ て い た “ Geodynamics of
Gondwanaland-derived Terranes in E.
and S. Asia”（提案者：波田重煕神戸大
学教授）および”Landslide Hazard
Assessment and Cultural Heritage”（提
案者：佐々恭二京大防災研教授）の2件
が採択され，本年から5年間の新しいプ
ロジェクトとして発足することとなっ
た．
4． 次回の委員会は6月5日開催の予定．
6． 各種委員会報告
q1w 科研費問題検討小委員会
八尾　昭委員長より配布資料に基づき次の

報告があった．（下線部は印刷時には削除）
1． 1998年度科研費審査委員候補者リス
トを作成し，1997年度第2回定例評議員
会に提出，投票の上，各候補者が決定さ
れた．
2． 科研費申請を訴えるキャンペーンを地
質学雑誌のニュース欄及び地質学会ホー
ムページを通じて行った．
3． 1997年度臨時評議員会（1997年10月）
で，本小委員会の委員の半数交代を行っ
た．
4． 新委員会においてEｰメールで意見交
換し，次のような方向が出されつつある．
q1w科研費の基本方針の決定，配分審査
等について引き続き情報収集を行う．他
分野の学会の科研費獲得に対する取り組
みについても情報収集を行う．q2w地質
学関連分野の科研費獲得について，分野
全体の申請件数を多くする努力が必要で
ある．そのためのキャンペーンの充実化
を検討する．大型プロジェクトへの取り
組みに関する検討を今後の重要検討課題
とする．
5． 1999年度科研費審査委員候補者の選
出に向けて，定まったルールに基づいて

1998年度第2回定例評議員会（6月20日）
までに候補者リストを作成する．

q2w The Island Arc編集委員会　　　　　　　　
徳橋秀一The Island Arc編集事務局長より

配布資料に基づき次の報告があった．
1． 学会でThe Island Arcの購読申し込み
受付や購読料徴収業務等を取り扱うこと
に対する手数料について，出版社の
Blackwell Science社との協議の結果，経
費込みで学会で取り扱う金額の7％とい
うことで合意に達し，1月の執行委員会
で了承された．同社の通常の手数料は，
経費込みで5％であるということであ
る．学会事務局での手続きのやり方につ
いては，1年目の経験をもとに，必要な
改善の検討をお願いしている．
2． 1998年（Vol. 7）より，編集委員会に
新しくAssociate Editors制を導入した．
昨年のアンケートで，分野が偏っている
いるとの批判があったことを考慮して，
古生物学・堆積学・都市地質学等の専門
家も加え，幅広く対応ができるようにし
た．一方，創刊以来固定していた
Editorial Advisory Boardのメンバーにつ
いても再編を行った．メンバーに加わっ
ていた関連4学会からの推薦委員につい
ても新規あるいは継続の推薦を得た．
3． Vol. 7の第1号は大部の特集が主体に
なることから，Issue 1と2の合併号とな
り，4月に配本ということになった．
4． 3月初めの時点での購読申し込みは
350名前後である．当初目標の500名突
破に向けて引き続き購読拡大の運動を継
続中である（ニュース誌2月号参照）．
学会事務局では，3月初めに購読料の支
払い状況のチェックを行い，未払い者に
ついては支払いの督促を行った．

q3w 地質学普及教育実行委員会
高橋正樹委員長より配布資料に基づき，次

の報告があり，承認された．
普及教育実行委員会は普及教育に関わる諸

企画を実行に移すための1年間の時限委員会
として設置された．生涯教育・普及啓発，研
修・技術講習，学校教育の3ワーキンググル
ープがそれぞれ活動を行い，さまざまな具体
的企画・方策が活発に議論され，そのいくつ
かは実行段階に移されつつある．こうした企
画を引き続き実現していくためには本委員会
を少なくともさらに1年間継続させることが
必要である．また，これらの地質学会の普及
教育事業を継続発展させていくためには，普
及教育にかかわる常置委員会を設置すること
が是非必要と思われる．各ワーキンググルー
プの活動・検討状況，今後の活動計画などの
主な事項は次の通り．
生涯教育・普及啓発ワーキンググループ：

q1 w国立公園地質パンフレットの作成計画
（作成順位・執筆候補者を検討した，今後パ
ンフレット作成の専門委員会の設置が必要）．
q2w国立公園などに地質解説看板を設置した
り，地質に関する自然観察員を配置すること
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について環境庁や（財）自然保護協会とも連絡
を密にすることが重要との提案がなされた．
q3w「衛星通信を利用したサイエンスチャンネ
ル」に関して1998年1月14日付けで会長名
で科学技術庁長官宛に実現の要望書を提出し
た．98年度から協力実施の方向で検討する
必要がある．q4w科学技術館との提携に関し
て，「’98青少年のための科学の祭典」全国大
会への協力を申請した．q5w基礎地質学講座
（仮称）の出版計画の推進．q6wその他
研修・技術講習ワーキンググループ：東京

都地質調査業協会との共催，または後援によ
る技術研修会の可能性について協会会長を招
いて討議，両者間で積極的な協議を進めてい
くことで了解が得られた．今後，その具体的
な内容について討議を重ね，また大学関係に
ついても技術講習会などの必要性や要望を広
く掘り起こし，具体的な方策について検討を
進める．学会と自治体などとの協力による研
修・技術講習会についても協力関係を継続す
る方向で意見交換を進める．
学校教育ワーキンググループ：初等・中等

教育における地学教育の現状について意見交
換を行い，とくに中学校・小学校教科書につ
いて検討を加えた．これらの討議を通じて，
とくに義務教育段階における地学教育に必要
な基礎的内容は何かを明らかにし，地質学会
として地学の体系的な副読本を作る必要があ
るとの結論に達した．その具体的内容につい
て教科書会社との間で打ち合わせを行い，サ
ブWGを設けて企画原案を作り，ほぼ原案通
りに，「日本列島の生い立ち」（仮称）を作成，
出版のための準備を進めることとした．次年
度に執筆・編集活動を行う．
q4w インターネット運営委員会
天野一男委員長より次の報告があった．
1． 本年1月，正式のホームページを文部
省学術情報センターに開設した．それに
伴い今までの試作版は廃止した．ホーム
ページ開設のお知らせをニュース誌2
号，p.45に掲載した．
2． 98年度以降のホームページの運用方
式等に関する検討を行い，本委員会の運
営に関する内規案を作成した．第16回
執行委員会に対して提案し，審議の結果
了承された（第一庶務委員会報告参照）．

7． 各支部報告
q1w 北海道支部
1． 1997年6月15日に小樽市との共催で，
地質見学会「小樽市付近～積丹半島の地
質・岩石と地盤」を実施，参加者34名．
2． 幹事会開催　1997年5月23日，1998
年2月16日，その他電子メール上で10
月に行った．
3． 地質学会評議員選に関し，北海道支部
から小泉　格支部長を推薦した．
4． その他の支部活動　地学教材の作成に
関する検討を始めた．今後地団研北海道
支部や北海道地学教育連絡会と連絡を取
りながら，具体的な内容の検討を進め
る．

5． 総会・例会報告　1997年度総会・例
会を1998年3月14日に開催した（参加
者58名）．今後支部会員への連絡には
「日本地質学会ニュース」を活用するこ
ととなった．1998年度役員：支部長ー
小泉　格，事務局ー坂本竜彦・川村信
人・塩野正道・中川　充・八幡正弘・木
崎健治，会計監査ー新井田清信．例会の
個人講演17件．

q2w 東北支部
越谷　信支部担当からより，「本年度東北

支部担当を山形大学より岩手大学に引き継い
だ．東北支部の連絡先は岩手大学工学部建設
環境工学科，越谷まで」との報告があった．
q3w 関東支部
青木　滋支部長より1997年度における支

部の行事について次の報告が提出された．
q1w 関東支部総会・講演会：1997年5月
26日，北区王子北とぴあ，参加者70名．
イ)フィリッピン国ピナツボ噴火後の地形
変化と防災計画調査（日本工営（株），井
上公夫）
ロ)近畿三角地帯の活断層調査の状況（地
質調査所，杉山雄一）

q2w 火山灰巡検：1997年6月4日，大磯丘
陵（案内者：都立大，町田　洋・山崎晴
雄），参加者28名．

q3w 新潟県の地震講演会：1997年8月22
日，新潟市市民プラザ（防災フェア－の
行事），参加者約200名．

q4w 現代の貝塚巡検：1997年8月27日，
東京湾中央防波堤外側廃棄物処分場，参
加者45名．

q5w 地質汚染シンポジウム：1997年9月
16日，北とぴあ，参加者80名（環境地
質研究委員会と共催）．

q6w 地質汚染研修会：1997年10月27～30
日，千葉県君津市，サンピア君津，参加
者34名．

q4w 関西支部
八尾　昭支部長より配布資料に基づき次の

報告があった．
1． 1997年度の支部の組織と運営　1998
円2月末現在，実質的に登録された会員
総数は279名．支部長ー八尾　昭，幹事
ー江崎洋一・前島　渉・三田村宗樹・竹
村恵二・竹内　章・横田修一郎・吉倉紳
一
2． 総会・講演会・例会の開催　q1w1997
年度総会・講演会　1997年7月13日に
大阪市立大学理学部で開催（参加者47
名）．日本応用地質学会関西支部との共
催で地学教育問題シンポジウム（いま，
地学教育の問題点は何か）を開催した．
q2w1997年度例会を1998年3月21日に神
戸大学で開催した．個人講演8件とシン
ポジウム（兵庫県南部地震のその後）を
開催．シンポジウムは盛会であった．q3w
1998年度総会・シンポジウムは1998年7
月上旬に京都部会域で開催予定．西日本
支部との合同例会は1998年11月22_23

日に愛媛大学で開催予定．
3． 支部報の発行　関西支部報，no. 123
を編集中，4月～5月に発行予定．
4． 名誉会員の推薦　亀井節夫氏（地質学
会元会員）を名誉会員に推薦した．

q5w 西日本支部
西日本支部事務局より要旨次の報告が提出

された．
1998年2月22日に鹿児島大学理学部にお

いて1997年度総会を開催，97年度事業・決
算の報告と承認，98年度事業計画と予算案
の承認，役員（支部長・幹事・企画委員），
新名誉会員の承認等を行った．
主な事項は次の通りである．
・第135回例会を1997年6月22日に広島大
学理学部で開催した（参加者67名）．
・97年度総会及び第136回例会を鹿児島大
学理学部で開催（参加者75名）．
・97年度決算：支出額2,221,450（次年度
繰り越し1,287,407円を含む）
・98年度行事予定：第137回例会（関西支
部との合同例会）―98年11月，愛媛大
学理学部98年度総会及び第138回例会―
99年2月，倉敷芸術科学大学
・98年度予算：支出額1,943,407円（次年
度への繰り越し1,203,407円を含む）
・ 98年度役員：支部長―大塚裕之，幹
事－徐　垣ほか，計4名，企画委員―沢
井長雄ほか，計10名．
・新名誉会員：野田雅之，山口　勝
・事務局の移動：98年4月から事務局を山
口大学に移動．庶務担当―沢井長雄・今
岡照喜，会計担当―千々和一豊

8． 外部関連委員会報告
（1）学校科目「地学」関連学会連絡協議会に
ついて
水野篤行連絡協議会委員から配布資料に基

づき次の報告があった．
1998年1月14日17 : 30～19 : 45に開催さ

れ，平社・水野両委員が出席した．主な内容
は次のとおりである．
q1w 教育課程について，昨年11月17日に
教育課程審議会の「教育課程の基準の改
善の基本方向について（中間まとめ）」
が出された．これに対して，1月30日締
め切りで文部省による意見募集が行われ
ている．日本地学教育学会・教科「理科」
関連学会協議会で出す予定の意見書のド
ラフトが紹介された．

q2w 学会間の情報交換について，いくつか
の学会から関連した現状が紹介され，ま
た，地学教育学会にホームページを設け
てそれに関連学会がリンクしてはどうか
との意見が出された．出された意見を踏
まえて，磯部協議会議長が次回までに原
案をつくることとなった．

q3w 協議会の今後の方向について，自由討
議が行われ，小中高の教科書のレビユー
は学会にとっても有意義であり継続して
はどうか，その一つとして，「総合理科」
をとりあげてはどうか，学校科目「地学」
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の歴史のレビユーはどうか，などの意見
が出された．

q4w 次回は，4月21日（火）17 : 30～．主
な議題：学会間の情報交換，学校科目
「地学」の歴史

q2w 自然史学会連合について
斎藤靖二自然史学会連合運営委員より次の
報告が提出された．
運営委員の一部に交代があり，連合代表は
速水　格（神奈川大），新運営委員は，上島
励（日本貝類学会，東大），遠藤秀紀（日本
哺乳類学会，科博），加瀬友喜（日本古生物
学会，科博），田中次郎（日本藻類学会，東
水大），馬場悠男（日本人類学会，科博），松
浦啓一（日本魚類学会，科博），斎藤靖二
（日本地質学会，科博）の8名となった．運
営委員会は4月3日15:00から国立科学博物館
で開かれる．
q3w 地球惑星関連学会連絡会について
新妻信明連絡会委員より配布資料に基づき
次の報告があった．
1998年の地球惑星科学関連学会合同大会

は，代々木の国立オリンピック記念青少年総
合センターで5月26～29日に開催される．講
演申し込みは予稿集原稿とともに3月初めに
締め切られた．今回からホームページに書き
込む形式の受付もなされるとともに，投稿料
を取ることとし，しかもその料金は受付期日
が早ければやすくなるように設定される等新
たな試みが行われている．このような新規の
試みのknow howは参加学会に無償で配布さ
れることになっている．
地質学会は，この大会に正規に参加してお
り，会員が多くのセッションをたてている．
その中で地質一般の受け皿として「クラトン
と沈み込み帯の地質」をたてた．現在，プロ
グラム作成中である．地質学会は会員が多い
ので，合同大会の講演申し込み要綱で記載し
てある「連絡会ニュース」は，地質学雑誌上
で希望者には郵送する旨の記事を掲載するに
とどめた．
現在，連絡会では，Amer. Geophys. Union
のWestern Pacific Geophysics Meetingを
2000年に日本での開催を受け入れる線で検
討を行っている．

議　題

1． 執行体制整備の検討について
小松正幸執行体制整備委員会委員長より，

1997年12月の第3回定例評議員会での結論
を踏まえてその後に検討された運営組織体制
の細部，会則，運営細則等の改正原案を含む
「執行体制整備に関する答申」が提出され，
これに基づいて，その内容，今後の進め方に
関する審議が行われた．答申は，1．執行体
制整備について，2．今後の進め方について
の提案からなる．なお，答申全文（組織図，
会則，細則等の改正原　案を含む）と議論の
内容の詳細，とくに意見の不一致点等につい
ては地質学会ニュース1_4上に掲載される．

概要は次の通り．
1． 執行体制整備について　　
1） 会長・副会長の位置付けについて，
執行部の一員として会務に責任を持た
せるために評議員会の構成員とし，討
論・議決に加わることができるように
した．
2） 各種委員会（将来構想，事業計画，
会員の地位向上，各賞選考など）は会
則・細則において位置付けが不明確で
あったが，評議員会のもとの委員会と
執行委員会のもとの委員会（実務委員
会）に分けて，位置付けを明確にした．
また，これらの委員会と研究委員会と
を区別した．
3） 地質災害に対応する委員会，支部と
の連絡組織を新たに設けた．
4） 執行委員会の体制を4事業部制とし，
各委員会の実態に合った会務内容に従
って整備するとともに，従来欠けてい
た学術研究部，普及教育部を新たに設
け，従来の常置委員会の整理統合を行
い，合わせて新委員会を加えた．この
体制によって，各事業委員会が機能的
に活動できること，より多角的活動が
展開できること，従来関東在住会員に
偏重していた負担の軽減を図り，より
多くの会員が会務に参画できる道が開
かれ，学会活動の広がりと活性化が期
待される．
5） 執行体制の改革にともなう会則及び
細則の改正案を作成した．また，役員
選挙細則についても必要な改正案を作
成した．
会則・細則等の改正案の細部を含め

て活発な討論が行われ，文言，表現等
の修正意見が多く出されたほか，内容
そのものについて賛否の両意見に分か
れ合意されなかった事項もあった．こ
れらの主なものは次の通りである．q1w
会長・副会長の被選挙者（院生をはず
す―原案―に反対）．q2w会長・副会長
の評議員会での位置付け（評議員会の
構成員として討論および議決に参加―
原案―に反対）． q3 w執行委員の任期
（2年とする―原案―に反対，再選で
きるので1年でよい）．q4w事業部の名
称は不適当．q5w地質災害対策委員会
の「対策」の文言は不適当．q6wその
他の事項，省略．
組織図については，会長・副会長と

評議員との関係を表した部分を除いて
異議が出されなかったことが斎藤評議
員会議長によって確認された．答申の
1（執行体制整備について）全体につ
いては，上記の合意に達しなかったペ
ンデイング事項を除いて，本評議員会
において基本的に承認されたものと
し，地質学会ニュース上に斎藤評議員
会議長名で，付帯意見を付けて公表す
ることとした．なお，とくに会則・細

則等の，基本的に合意を得た原案中の
細部の文言については，できる限り修
正意見にそって修正を行った上で公表
することとした．

2． 今後の進め方について
執行体制整備委員会の提案が基本的に

は承認された．すなわち，
q1w 次期総会に会則・細則等の改正案
を諮るための作業を行うことを目的
として，執行委員会のもとに会則．
細則等検討小委員会を設置すること
とした．この委員会では，q1w今回
認められた事項について改正案の細
部を整備する，q2wペンディング事
項に関する検討を行う，q3w会員の
意見を広く聞く．

q2w 執行体制整備委員会で検討が未了
となった，地質学雑誌の編集体制，
支部のあり方，研究委員会のあり方
等について引き続き検討を行うため
に，新たに組織運営検討委員会（1
年間）を評議員会のもとに設置する
こととした．

q3w 両委員会の委員長・委員構成等に
ついては，新年度の執行委員会に人
選を一任し，6月の第2回定例評議
員会に諮ってもらうこととした．

2． 法人化問題の今後の検討について
坂　幸恭事業計画委員会委員長より配付資

料に基づき，本年度の同委員会の活動経過，
その結果得られた法人化に関する他学　会の
状況，本学会の事業計画と法人・非法人の形
態との関係の検討結果などが報告され，今後
の方向を含めて，次のようにまとめられた．
1） 今後の組織・運営については執行体制
整備委員会による検討が進んでいる段階
であるので，具体的な定款案の検討は行
わなかった．
2） 普及教育事業・財政問題については，
それぞれ普及教育実行委員会，財政問題
検討委員会による検討が進行中であり，
法人化との関連については，それらの検
討結果を待つ必要がある．
3）以上の事情から法人化に関して，なお，
結論を下す段階にはなく，本委員会は上
記のまとめをもって最終答申とする．具
体的な面については，次年度以降に引き
続き，さらに検討を重ねるための委員会
を新たに設置することを望むものであ
る．
以上の報告・提案について審議の上，

1998年度に新たに委員会を設置するこ
とを承認した．ただし，委員会の名称，
委員会の構成については，1998年度の
執行委員会において原案を作成し，6月
の第2回　定例評議員会に執行委員会か
ら提案することとなった．

3． 財政問題の検討について
野村　哲財政問題検討委員会委員長より

1997年12月20日の第3回定例評議員会で本
検討委員会が設置されて以来の検討経過が報
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告され，「日本地質学会の財政改善について」
の答申が出され，討論のうえ，原案が了承さ
れた．その概要は次の通りである（答申の全
文は地質学会ニュースに別途掲載される）．
I． 現状認識と学会活動に対する基本姿勢
［1．財政の危機的状況（地質学会ニュース，
1_2参照）2．学会活動の拡大と運用財産
の確保　3．事務局の体制づくり　
II． 財政改善のための基本姿勢 ［1．会費
の値上げ　2．活動区分ごとに財源を区分
する　3．学会の基本的活動（学会の維持
のために不可欠ですべての会員に有益な活
動のための経費を会費の形で一様に負担す
る） 4．受益者負担の原則（個人またはグ
ループが学会活動によって利益を得る場
合） 5．独立採算の原則（総会・学術大会
の開催，特定グループの活動） 6．委員会
への旅費　7．学会としての事業　8．広告
の大幅増加　9．寄付金の受け入れ体制の
確立］
III．学会の総会，学術大会 ［独立採算制
（学会参加者の受益者負担）］
IV． 学会誌等を除く刊行物 ［1．独立採算
とする　2．出版事業の拡大　3．タイムリ
ーな出版　4．出版委員会（仮称）の設立
5．出版料の導入］
V． 学会事務所移転の課題 ［1．事務所の
現状　2．課題（総合的判断必要）］
VI．財政状況改善のための試案 ［1．基本
経費　2．会費の値上げ（会費2,000円の値
上げ必要）3．出版料，別刷代等の受益者
負担増額　4．出版事業の大幅拡大（論集
の刊行増，学会活動資金の蓄積） 5．独立
採算（学会開催経費，各賞基金，支部・専
門部会活動費）6．ニュース誌の大幅充実
と活用　7．The Island Arcの出版援助対象
学術誌化］
VII． 当面の対応策とその算定基準 ［1．学
会運用の全経費を基本経費と受益者負担・
独立採算による経費とにわける（全会員が
利益を得るものを基本経費とする―管理
費・雑誌等出版費・本部旅費交通費・退職
手当引当金）．2．基本経費に関連する収入
見込み　3．会費の算定（会費を12,000円
とする必要がある）4．財政状況の改善策
（地質学論集値上げ，出版料，別刷代値上
げ，総会・年会運営費―独立採算，支部・
専門部会補助金―予算削減，各賞―寄付金，
ニュース誌技術紹介料）5．将来の財政状
況への対応］
財政改善のための，基本原則（基本経費と

受益者負担・独立採算制の経費に分ける）を
含んで上記の基本的考え方を，討論の上承認
し，さらに検討委員会提案の下記の計画を承
認した．
q1w 財政問題検討委員会を再編して再建案
の細部を検討し，最終的な改善案を
1998年12月の評議員会で決定する．

q2w 決定した内容に沿って1999年度の予
算案を組む．

q3w 1999年3月の評議員会で1999年度の

予算案を審議し，同期の総会にかける．
q4w 上記委員会には税理士にオブザーバ
ーとして加わってもらうのが望ましい．

4． 日本地質学会各賞基金の設立について
日本地質学会各賞検討委員会の秋山雅彦委

員長より，1997年12月第3回定例評議員会
における同委員会設置以降の「国際賞を含め
た各賞の基金」に関する検討の経過・結果
（概要下記の通り）が報告され，さらに残さ
れた課題の検討のために新しく委員会を設置
すると提案され，討論の上，これらが了承さ
れた．
1． 基本的な考え方：各賞の基金の調達は
学会の自主努力によって行い，基金の確
立は次のように実現する．q1w評議員か
ら1口5千円の募金を募る．q2w来年度よ
り会費納入時に1口千円の募金納入欄を
設けて会員より募金する．q3w今年度に
ついてはやむを得ず学会外の組織体の協
力を得ることとする（これらの理念に基
づいて，（財）深田研究所と（社）全国地質
調査業協会連合会に対して，国際賞受賞
記念講演会の共催，協賛のお願いをし，
それぞれ共催分担金25万円，協賛金20
万円の支出をしていただいた）
2． 国際賞の英語名称について：当面の措
置として3月の授賞式は次の名称とす
る．q1w日本地質学会賞（The Geological
Society of Japan Award）．q2w日本地質学
会国際賞（The Geological Society of
Japan Medal）．q3w問題点　両者の英語
名称がよく似ている，国際的にはMedal
には人名を付けていることが多い，本委
員会内も上記案と人名を付した方がよい
との意見が相半ばしている，外国人の学
会員はどちらのカテゴリーに入るのか．
q4w今後の対応　日本地質学会賞と国際
賞との関係を明確にする，評議員全員の
意見を聞いて1年後を目途に最終決定す
る．
3． 授賞式などの行事と日程： q1w国際賞
の授与は総会（3月28日午前）の各賞の
授賞式の最初に置く．q2w国際賞として
授与するもの賞状，メダル，賞金（10
万円，日本地質学会賞と同額）．q3w講演
会　授賞式の日の午後（受賞者のアーン
スト教授の講演前に共催団体の佐藤正理
事長の挨拶）．q4wその他の公式日程　昼
食会（28日昼，旧会長招待），懇親会
（28日夕，学会招待），夕食会（29日，
新会長招待），国際賞受賞講演（講演内
容を地質学雑誌またはニュース誌に掲
載）．
4． 今年度の予算：公式招待に関する費用
の不足分は評議員の寄付でまかないた
い．
5． 次年度以降の各賞授与のあり方（今後
の課題）：地質学会賞と国際賞は同列に
扱う（次の諸項目），授賞式と特別講演，
ニュース誌掲載，学会懇親会（国際賞受
賞者夫妻を招待），歓迎夕食会（予算的

に余裕があれば他の賞の受賞者の招待
も），世話人ー国際賞受賞者の訪日にか
かわる雑務は推薦者を中心とする　　チ
ームが当たる．予算措置については国際
交流委員長が連絡・調整係をつとめる．
討論の上，上記を承認するとともに，q1w

国際賞の賞金10万円は学会から支出するこ
ととした，q2w新しく「日本地質学会各賞検
討委員会」を設置し，嶋本利彦評議員を委員
長とし，丸山茂徳・木村　学・小泉　格・板
谷徹丸4評議員に委員として参加してもらう
こととなった．
5． 1997（会計）年度の決算案承認と，1998
（会計）年度予算案について（修正提案）

滝田良基会計委員長より標記決算案と予算
案が提案され，審議の上承認し，これらを第
105年総会に審議事項として提案することと
した．それぞれの詳細については地質学会ニ
ュース，1 q2wを参照．
6． 地質学論集の刊行計画について
丸山茂徳第二庶務委員長より，「宮下純夫

ほか（編），付加体形成における禄色岩の意
義」の刊行企画案提案され，原案通り承認さ
れた（内容については第二庶務委員会報告参
照）．
7． 第105年（1998年）総会議事について
斎藤常正評議員会議長より標記について，

第105年総会（1998年3月28日）の議事をす
でに2月1日付けで公示した内容（地質学会
ニュース，1_2）で行いたいと提案され，承
認された．
8． その他　　　　　　　　　　　　　　　　
1） 第106年（1999年）総会・年会の開催
期日と場所について
新妻信明行事委員長より標記につい

て，総会を春（3月末）に東京，早稲田
大学で，年会を秋に名古屋，名古屋大学
で開催したいと提案され，承認された．
なお，その後，年会開催期日は1998年
10月 9日（金）～11日（日）と確定し
た．
2） 評議員会の傍聴規定の一部改正につい
て
天野一男執行委員長代行より，評議員

会の傍聴に関する運営細則に不備がある
ので，次のように改正したいと提案され，
討論の上，原案通り改正することとし
た．
運営細則第2条4．評議員会の傍聴を

希望する会員は評議員会の定めた様式に
従って，所定の期日までに執行委員会に
申請する（下線部を現行に追加）．
3） 藤田至則会員からの会長・評議員会議
長・評議員に対する「要望書」について
秋山雅彦会長より，評議員会，事業計

画委員会，研究企画委員会，執行体制整
備委員会の運営等に関する藤田至則会員
からの標記の要望書（1998年3月22日
付け）について，斎藤常正評議員会議長
と共同して見解をまとめ，地質学会ニュ
ース上で回答したいとの発言があり，了
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承された．
4） 楡井　久評議員より，「日本残土石学
会」（本部：千葉県水質保全研究所地質
環境研究室内）の発足計画が紹介され
た．
――――――――――――――――――

1998年度　第1回定例評
議員会議事抄録

1998年4月6日
日本地質学会評議員会議長　小泉　格

日　時：1998年3月28日（土）12 : 00～13 : 30
場　所：学習院大学西4号館303号室
出席者：小松正幸会長，坂 幸恭・徳岡隆夫

副会長，小泉　格評議員会議長　　　
足立勝治，足立久男（代　佐瀬），
赤羽貞幸，赤羽久忠，秋葉文雄（代
新妻），天野一男，飯川健勝，磯u

行雄，板谷徹丸，上砂正一，氏家良
博（代　赤羽（久）），永広昌之，川
辺孝幸（代　赤羽（貞），木村　学，
菊地隆男，久保和也，公文富士夫，
熊井久雄（代　那須），小井土由光
（代　田結庄），小出良幸，小玉喜三
郎，小林和宏，佐々木和彦，佐瀬和
義，斎藤靖二，酒井治孝（代　丸山），
柴　正博，嶋本利彦，田結庄良昭，
田崎和江，高須　晃，高橋正樹，高
安克己，滝田良基（代　天野），
巽　好幸（代　木村），徳橋秀一，
鳥海光弘，那須孝悌，新妻信明，楡
井　久，野村　哲，別所孝範，堀川
秀夫，真砂英樹，丸山茂徳，八尾
昭，芳野　極，吉田武義　各評議員
水野篤行（事務局）

議　題

1． 評議員会議長の選出
評議員の互選の結果，評議員会議長として
小泉　格君を選出した．
執行委員の選出に先立ち，小泉評議員会議
長より，評議員に対して，q1w日本の地質学
の発展のために尽力を期待する，q2w評議員
会での活発な議論を期待する，q3w執行委員
会と評議員会は対立的な関係ではなく，一体

のものとして執行委員会が活動しやすいよう
にして欲しい，との挨拶があった．
2． 執行委員の選出　　　　　　　　　　　　
q1w 執行委員の選出にあたって，東京都，
千葉県，神奈川県，静岡県，埼玉県，茨
城県，群馬県在住の評議員を候補者とし
て互選の結果，執行委員として次の諸君
を選出した．
足立勝治（執行委員長），天野一男（第
一庶務），久保和也（第二庶務），佐々木
和彦（会計），滝田良基（会員），鳥海光
弘（編集），高橋正樹（編集），磯u行
雄（行事），木村　学（国際交流）
なお，（ ）中の執行委員の役割分担は、

評議員会直後に開催した第1回執行委員会で
決定したものである．

―――――――――――――――

運営細則の一部改正と新し
い内規の策定に関する

お知らせ
1997年度第4回定例評議員会において運営

細則の一部の改正，インターネット運営委員
会の内規，日本地質学会ニュース編集委員会
内規が承認されましたので，お知らせしま
す．

運営細則（1998年3月28日1997年度第4回
定例評議員会で一部改正）
第2条4．評議員会の傍聴を希望する会
員は評議員会の定めた様式に従って，所＿
定＿の＿期＿日＿ま＿で＿に＿執行委員会に申請する．
（現行の文言に下線部を追加）

インターネット運営委員会内規（1998年3月
27日，1997年度第16回執行委員会で策
定，3月28日1997年度第4回定例評議員
会で承認））
q1w本委員会は日本地質学会のホームペ
ージ作成等のインターネットの運営を
目的とする．

q2wホームページに掲載される情報は日
本地質学会の正式の情報であり，その
内容については執行委員会が責任を持
つものとする．

q3wホームページへの記事掲載の希望が
寄せられた場合は，本委員会でその内

容を検討し，委員長がその採否を最終
的に決定する．

q4w本委員会は執行委員会のもとに置く．
q5w委員長には第一庶務委員長があたる．
q6w実務責任者として幹事1名を置く．幹
事の任期は2年とし，再任を妨げない．
幹事は委員の互選により選任する．

q7w10名前後の委員をもって構成する．
委員には執行委員長，第一庶務委員長，
編集委員長を含める．執行委員長，第
一庶務委員長，編集委員長以外の委員
の任期は2年とし，再任を妨げない．
委員の交代にあたっては，基本的には
半数交代とする．

日本地質学会ニュース編集委員会内規（1998
年3月27日，1997年度第16回執行委員
会で策定，3月28日第4回定例評議員会
で承認）
内容については本号の編集後記参照．
―――――――――――――――

委員会の新設等のお知らせ
1998年3月28日に開催された1997年度第4

回定例評議員会において，下記の委員会の設
置あるいは継続が承認されましたので，お知
らせします（それぞれ1997年度第4回定例評
議員会議事抄録参照）．

・地質学普及教育実行委員会（少なくとも
1年間の継続）（委員長：高橋正樹）
・日本地質学会ニュース編集委員会（新設）
（委員長：高橋正樹）
・事業計画委員会（仮称）（新設）（正式名
称，委員長，委員については執行委員会
で原案をつくり，6月の第2回定例評議
員会に提案，決定）
・会則・運営細則等検討小委員会（新設）
（委員長，委員については執行委員会で
原案をつくり，6月の第2回定例評議員
会に提案，決定）
・組織運営検討委員会（新設）（同上）
・財政問題検討委員会（継続）（委員長，
委員未定；1997年度の同名の委員会を
再編）
・日本地質学会各賞検討委員会（新設）
（委員長：嶋本利彦；1997年度の日本地
質学会各賞基金検討委員会を改組・改
名））
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1998, 3～

地球科学分野に関係する研究会，学会，国
際会議などの開催日，会合名，開催学会，開
催場所をご案内いたします．会員の皆さまの
情報をお待ちしています．
☆印は，日本地質学会主催行事．
○印は，新しいお知らせです．

は締切間近かのご案内です．

May
☆　9 北海道支部講演会 札幌の地震を考
える―地質学と地震学からのアプローチ―
北海道大学　学術交流会館（詳細は3号参照）
☆ 19 関東支部総会と講演会 北とぴあ
つつじホール（詳細は3号参照）
● 31 午後3時30分～5時30分　地質学史
懇話会 愛知大学豊橋校舎（詳細は本誌参照）

June
●　1～3 First International Conference on
Geospatial Information in Agriculture and
Forestry Technology, Applications, and Decision
Support. Disney’s Coronado Springs Report,
Lake Buena Vista, Florida, USA. Organaized
by ERIM with sponsors that include U.S.
Department of Agriculture Magazine. Contact
; ERIM Agriculture Conferences, Box 134001,
Ann Arbor, MI 48113_4001 USA. Tel. ;
313_9941_200, ext. 3234. Fax : 313_994_5123.
Internet ; wllman@erim.org
●　4 無機マテリアル学会第96回学術講演
会 札幌プリンスホテル　無機マテリアル学
会　電話03_3363_6445
☆ 13～14 女性地球科学者の未来を考える

研究委員会　八甲田集会 研究交流会と巡検
（八甲田周辺のバイオマットを見る，案内
者：田崎和江） 宿泊：東北大学八甲田植物
実験所　詳細については　山形大学教育学部
大友幸子（電話：023_628_4424, Fax：023_

633_9038
e-mail：yukiko@kescriv.kj.yamagata-u.ac.jp）
まで．
☆　5 関東支部巡検“大磯丘陵の火山灰を

みる”（詳細は本誌参照）
○ 14 第 7回地学教育セミナー「気候変動
―過去・現在・未来―」 日本地学教育学
会・日本地質学会・地学団体研究会　学習院
百周年記念会館（山手線目白駅） 問い合わ
せ先：鵜浦武久　電話 03_3330_0101
○ 17～19 資源地質学会（SRG）第48回年
会 17日： SRG/SEG Joint Symposium
「Granitoid Types and Mineralization」18～19
日：学術講演会　港区新橋5_11_3 新橋住
友ビル
○ 25～26 日本情報地質学会総会・講演会

Geoinforum-’98 国際学術交流センター岡山
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県倉敷市

July
● 14～16 第33回地盤工学研究発表会 山
口大学 （社）地盤工学会　電話03_3251_

7661
● 21～24 1998西太平洋地球物理会議
（WPGM）台湾・台北
● 24～ 27 第 11回国際女性技術者・科学
者会議 日本学術会議・日本女性科学者の
会・日本女性技術者フォーラム共催　千葉市
幕張メッセ　国際会議場　問い合わせ先:都
河明子（第11回国際女性技術者・科学者会
議事務局）電話/Fax 03_3812_2413

August
● 6th  International Conference on Paleo-
ceanography, Lisbon, Portugal. 連絡先：Olga
Vaia, Viagens Abreu S.A. (Congress
Department), Avenida 25 de Abril, 2_Edicio
Abreu, 2795 Linda_a_Velha_Portugal, e_mail :
ovaia@abreu.pt (Abstract limit : February 20,
1988 ; Registration and Housing Reservation
limit : June 15, 1998) これは3年に1回開催
される古海洋学国際会議で，招待講演以外は
ポスター・セッション（これまでも500件以
上の発表があった）．
● 12～25 第 5回ジュラ系に関する国際シ
ンポジウムのご案内 _5th International
Symposium on the Jurassic System_カナダバ
ンクーバー　12_16 : Pre_Symposium fieldtrip
17_20 : Scientific sessions 21_25 : Post_

Symposium fieldtrip 連絡先 : Dr. Paul Smith
5th International Symposium on the Jurassic
System Department of Earth and Ocean
Sciences University of British Columbia 6339
Stores Road, VANCOUVER, B.C. Canada V6T
1Z4 Telephone : ＋1_604_822_6456 Fax : ＋
1_604_822_6088 E_mail : psmith@eos.ubc.ca
ホームページ : http://www.eos.ubc.ca/juras-
sic/announce.htm
● 20～26 The Ninth International Con-
ference on Geochronology, Cosmochrono-logy
and Isotope Geology 場所 : Beijing, China 主
催 : Chinese Academy of Geological Sciences
Abstract deadline : February 28, 1998 Con-
tact : ICOG_9 Secretariat, Chinese Academy
of Geological Sciences, Baiwanzhuang Road
26, Beijing 100037. China. (phone ; ＋86_10_

68311545, _68326456, fax ; ＋ 86_10_

68311545)
● 21～ 24 第 16回化石研究会総会 足寄
動物化石博物館　連絡先：足寄動物化石博物
館　電話 01562_5_9100（詳細は3号参照）
○ 24～ 25 Meeting at Seoul National
University (SNU) 26_28 : Field excursion
構造地質研究会日韓合同例会のお知らせ

TECTONIC EVOLUTION OF EAST ASIA
The 1st joint meeting of Japanese and Korean
Structure and Tectonic Research Group―
Accomodation: Hotel or Korean Inn around
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the SNU will be available.
Fee of registration including abstracts:
US$100 for professionals, US$50 for students
Deadline of abstracts: June15.
Length of abstract: A4, 4 or 6 pages length
including figures and tables
Format of abstract: will be announced later
Schedule (tentative) 
1998.8.24 (Mon) Arrival Japanese geologists
in Korea. 
Registration in the SNU.
8.25 (Tue) : Seminar and symposium at SNU.
8.26 (Wed)_27 (Thu) : Field excursion at
Taebek area.
8.28 (Fri) : Return to Japan
参加希望者は，氏名，連絡先，発表の希望

の有無を葉書に書いて下記まで郵送してくだ
さい（締切：5月15日）．e_mailでも受け付
けます．詳しい情報は揃い次第地質雑5月号
のニュース誌に流します．
高木秀雄 (構造地質研究会事務局)早稲田大
学教育学部地学教室
〒169_8050 東京都新宿区西早稲田1_6_1 電
話 03_5286_1510 Fax : 03_3207_4950
e-mail : hideo@mn.waseda.ac.jp
● 25～28 International Conference on
Metallogeny and Geodynamics of the North
Asian Craton and Framing Orogenic Belts
Irkutsk, Russia
Registration Fee : 150 US＄
Field Excursion to Zun_Kholba Lode Gold
Deposit and Southern Lake Baikal, August
20_24, 1998 (US＄300) 
Conference Organizers : staff of Institute of
Geochemistry, Siberian Branch RAS, Irkutsk
Deadline for submitting abstract and registra-
tion form March 1, 1998
Please contact : Mrs. Tatiana Bounaeva,
Institute of Geochemistry, Russian Acade-
my of Sciences, P.B. 4019, Irkutsk 664033
Russia, Fax : 3952_46_40_50, Phone : 3952_

46_59_64 E_mail : tabun@igc.irkutsk.su

September
●　21～25 8th Congress of the Interna-
tional Association of Engineering Geology 
and the Environment Vancouver, British
Columbia, Canada Contact : 8th Congress IAEG
c/o Venue West Conference SEr-
vices Ltd. #645_375 Water Street Vancou-
ver, BC, Canada V6B5C6 tel : 01_604_681_

5226 Fax : 01_604_681_2503
☆ 25～27 日本地質学会第 105年々会（松
本大会） 信州大学

May 2000
● 28～10 June 西暦 2000年世界地熱会議
主催：国際地熱協会（IGA）WGC2000国内
組織委員会（JOC） 開催場所：前半別府，
後半盛岡および鹿角　テーマ：Sustaining
Geothermal Energy into the 21st Century

5
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3月号の本欄でご紹介しましたように，1998年（Vol. 7）の
第1回配本は，特集が主体になるということで，Issue 1と
Issue 2の合併号となり，予定より1か月遅れて4月末に配本と
いうことになりました．購読者の皆様にはご迷惑をおかけしま
す．内容等の詳細については，3月号の本欄をお読みくださ
い．

昨年末から，学会でThe Island Arcの購読申込受付や購読料
徴収業務等を取り扱うことに対する手数料について，出版社の
Blackwell Science社と学会側とで協議してきた結果，経費込み
で学会で取り扱う金額の7％ということで合意に達し，1月の
執行委員会で了承されました（地質学会ニュース2月号の「執
行委員会だより」をご参照ください）．Blackwell Science社の
通常の手数料は，経費込みで5％であるということです．した
がって，購読者が増えれば，少ないながら学会の収入増にもな
りますので，購読者拡大への一層のご協力をお願いします．3
月末時点での購読者申し込み数は，約350名です．当面の目標
である500人購読をめざして，執行委員会と協力しながら引き
続き拡大運動を展開中であります．この機会に新規に購読を申
し込まれる方は，地質学会ニュース2月号の「The Island Arc
新規購読・送付先住所等変更届け用紙」を用いてお申し込みく
ださい．また，春の異動等でThe Island Arcの送付先住所が変
更になる場合も，早めに同用紙を用いて学会事務局までご連絡
ください．詳しくは，地質学会ニュース2月号の本欄をご参照
ください．

1998年（Vol. 7）より，編集委員会に新しくAssociate
Editors制（16名）を導入しました．昨年のアンケートで，
The Island Arcの分野が片寄っているという批判があったこと
を考慮して，古生物学・堆積学・都市地質学等の専門家も加え，
幅広く対応ができるようにしました．一方，創刊以来固定して
いたEditorial Advisory Boardのメンバーについても，再編を行
いました．Editorial Advisory Boardのメンバーに加わっていた
関連4学会からの推薦委員についても，継続あるいは新規の推
薦をいただきました．以下に，Vol.7からの編集委員の名簿を
掲載します．また何人かの方には，この機会に交替をしていた
だきました．これまでのご協力に厚くお礼を申し上げます．

Editors_in_Chief
Yujiro Ogawa（Univ. of Tsukuba, Tsukuba）
Yoshiyuki Tatsumi（Kyoto Univ., Beppu）

Executive Editors
Shuichi Tokuhashi（Tsukuba, Japan）
Yoshio Watanabe（Tsukuba, Japan）

Associate Editors
S. Banno（Kyoto, Japan）
S._L. Chung（Taipei, Taiwan）*
A.J. Crawford（Tasmania, Australia）*
A. Fisher（Santa Cruz, USA）*
J. Gieskes（Scripps, USA）*
K. Ishibashi（Kobe, Japan）*
H. Iwamori（Nagoya, Japan）*
H. Kamata（Kyoto, Japan）*

G. Kimura（Tokyo, Japan）*
A. Matsuoka（Niigata, Japan）*
K. Nakagawa（Osaka, Japan）*
K. Ogasawara（Tsukuba, Japan）*
K.T. Pickering（London, UK）
T. Shimamoto（Kyoto, Japan）
K. Uto（Tsukuba, Japan）*
S. Yamashita（Misasa, Japan）*

Editorial Advisory Board
K. Aoki（Sendai, Japan）
（日本岩石鉱物鉱床学会推薦，継続）
N. Bagdanov（Moscow, Russia）
T.B. Byrne（Storrs, USA）
J.P. Cadet（Paris, France）
J.E. Aquayo_Camargo（Mexico City, Mexico）
P. Charusiri（Bangkok, Thailand）*
K. Chinzei（Kyoto）
S.K. Chough (Seoul, Korea)
M.B. Cita-Sironi (Milan, Italy)
R.S. Fiske (Washington, USA)
K. Fujioka (Yokosuka, Japan)
Y. Hiroi (Chiba, Japan)
（日本岩石鉱物鉱床学会推薦，継続）
K.J. Hsu (Zurich, Switzerland)
S. Ishihara (Tsukuba, Japan)
A.Ivashchenko (Yuzhno-Sakhalinsk, Russia）*
Y.Kajiwara（Tsukuba, Japan）*
（資源地質学会推薦，新規）
J.P. Kennett（Santa Barbara, USA）
K. Kodama（Tsukuba, Japan）
M. Komatsu（Matsuyama, Japan）
I. Kushiro（Misasa, Japan）
S.T. Li（Beijing, China）*
J.G. Liou（Stanford, USA）
S. Maruyama（Tokyo, Japan）
K. Mori（Sendai, Japan）*
（日本古生物学会推薦，新規）
N. Niitsuma（Shizuoka, Japan）
H. Okada（Fukuoka, Japan）
C. McA. Powell（Perth, Australia）
Y. Saito（Tsukuba, Japan）*
（日本第四紀学会推薦，新規）
J. Sopaheluwakan（Bandung, Indonesia）*
M. Tagiri（Mito, Japan）*
A. Taira（Tokyo, Japan）
B. Taylor（Honolulu, USA）
K.M. Yu（Seoul, Korea）*
G.P. Yumul, Jr.（Queson, The Philippines）*

Production Editor
R.A. Rush

（*：New Member）

The Island Arcだより
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1998年度日本地質学会会長・副会長および評議員

会　長　　小松　正幸（任期2年）
副会長　　坂　　幸恭・徳岡　隆夫（任期2年）
評議員（1998年度まで）

秋葉　文雄　　　赤羽　貞幸　　　天野　一男　　　上砂　正一　　　飯川　健勝　　　氏家　良博　　　川辺　孝幸　
木村　　学　　　小井土由光　　　小林　和宏　　　斎藤　靖二　　　酒井　治孝　　　嶋本　利彦　　　田結庄良昭　
平　　朝彦　　　高須　　晃　　　滝田　良基　　　巽　　好幸　　　那須　孝悌　　　楡井　　久　　　野村　　哲　
堀川　秀夫　　　丸山　茂徳　　　八尾　　昭　　　芳野　　極　
（任期　1999年度まで）
足立　勝治　　　足立　久男　　　赤羽　久忠　　　板谷　徹丸　　　磯u 行雄　　　永広　昌之　　　菊地　隆男
久保　和也　　　公文富士夫　　　熊井　久雄　　　小泉　　格　　　小出　良幸　　　佐々木和彦　　　佐瀬　和義　
柴　　正博　　　柴崎　直明　　　田崎　和江　　　高橋　正樹　　　高安　克己　　　徳橋　秀一　　　鳥海　光弘　
新妻　信明　　　真砂　英樹　　　別所　孝範　　　吉田　武義　

日本地質学会役員（抄）

会　　　　　長　　小松　正幸（愛媛大学）
副　　会　　長　　坂　　幸恭（早稲田大学）

徳岡　隆夫（島根大学）
評議員会議長　　小泉　　格（北海道大学）
執 行 委 員 会　　委 員 長：足立　勝治（アジア航測）

第一庶務：天野　一男（茨城大学）
第二庶務：久保　和也（地質調査所）
会　　計：佐々木和彦（応用地質）
会　　員：滝田　良基（ニュージェック）
編　　集：鳥海　光弘（東京大学）
編　　集：高橋　正樹（茨城大学）
行　　事：磯u 行雄（東京大学）
国際交流：木村　　学（東京大学）

各　　支　　部　　北海道支部長：小泉　　格（北海道大学）
東北支部長：越谷　　信（岩手大学）
関東支部長：青木　　滋
関西支部長：八尾　　昭（大阪市立大学）
西日本支部長：大塚　裕之（鹿児島大学）

標記評議員会を下記のように，6月20日（土）に開催いたします．傍聴希望の方は6月10日（水）12 : 00までに執行委員会宛，氏名・連絡先

を記入した申請書をご提出ください．

1998年度第2回定例評議員会のお知らせ

1998年度第2回定例評議員会

日　時：1998年6月20日（土）12 : 30～18 : 00
場　所：早稲田大学国際会議場第2会議室
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1997年度第16回執行委員会
同委員会は1997年3月27日（金）10 : 00～12 : 20に北とぴあ901号
室で行われました．出席者は，秋山雅彦会長，小松正幸・坂　幸恭両
副会長，斎藤常正評議員会議長，天野一男（執行委員長代行）・丸山
茂徳・徳橋秀一・高橋正樹・滝田良基・新妻信明・嶋本利彦・中田節
也各執行委員，水野篤行事務局長でした．欠席者は斎藤靖二執行委員
長．以下の審議がなされました．
1） 第4回定例評議員会の傍聴について：斎藤評議員会議長より，
3名の会員から傍聴希望が締切日をすぎた後に出されたが，今後
は期日を厳守して欲しい旨を添えて，了承の連絡をとった旨の報
告があった．
2） 上記に関連して，傍聴に関する運営細則（運営細則第2条4）
に，「所定の期日までに」の文言を加えるよう改正することを第
4回定例評議員会に諮ることとしました．
3） 地質学会のホームページの円滑な運用を計るためにインターネ
ット運営委員会の内規を作成することとなり，原案を審議の上，
承認し，これを第4回定例評議員会に報告して了承を求めること
としました．

4） 日本地質学会ニュースの編集の充実を計るために地質学会ニュ
ース編集委員会を設けることを決め，さらにその内規案を審議の
上，承認し，これらを第4回定例評議員会に報告して了承を求め
ることとしました．

5） 同日午後に開催される第4回定例評議員会の議事進行について
打ち合わせを行いました．
6） 1998年度第1回（3月28日，学習院大学西4号館），第2回（6
月20日，早稲田大学国際会議場）定例評議員会の日程を確認し
ました．

1998年度第1回執行委員会
1998年3月28日（土）13 : 30～14 : 00に学習院大学西4号館303号

室において行われました．出席者は足立勝治執行委員長・天野一男・
久保和也・佐々木和彦・鳥海光弘・高橋正樹・磯u行雄・木村　学各
執行委員および水野篤行事務局長でした．欠席者は滝田良基執行委員．
以下の審議がなされました．
1． 1998年度執行委員の役割分担は，下記のように決まりました．

執行委員長：足立勝治，第一庶務委員長：天野一男，第二庶務
委員長：久保和也，会計委員長：佐々木和彦，会員委員長：滝田
良基，編集委員長：鳥海光弘，副編集委員長：高橋正樹，行事委
員長：磯u行雄，国際交流委員長，木村　学．

2． 第2回執行委員会（引継委員会）を4月13日（月）13 : 30から
地質学会事務局で行うこととしました．

執 行 委 員 会 だ よ り

Newsもおかげさまで4号を迎えることが
できました．4月からは新年度ということで，
会長，副会長，評議員，執行委員のメンバー
もかなり入れ替わりました．4月からは新し
く地質学会ニュース編集委員会の下で，
Newsの編集が行われていくことになりま
す．3月の評議員会では，次のような編集委
員会内規が承認決定されました．

日本地質学会ニュース編集委員会内規

1． 本委員会は地質学会ニュースの編集を
行う．
2． 地質学会ニュースの内容については執
行委員会が責任を持つものとする．
3． 本委員会は執行委員会のもとにおく．
4． 委員長には副編集委員長あるいは執行

委員長があたることとする．
5． 10名前後の委員をもって構成する．
なお，委員の数は適宜増やすことができ
る．
・委員は委員長の発議により執行委員会
が任命する．
・委員は地質学会を構成する各階層を網
羅するように選出する．
・委員長以外の委員の任期は2年とし，
再任を妨げない．ただし，連続再任期
間は2期までとする．

・委員は，基本的に半数交代とする．
6． 実務責任者として幹事若干名を置く．
また，特に必要な場合には幹事長を置く
ことができる．
・幹事の任期は2年とし，再任を妨げな
い．

・幹事（幹事長）は委員の互選により選
出する．

副編集委員長は，本年度も高橋が務めさせ
ていただくことになりましたので，ニュース
編集委員長も同じく高橋ということになりま
す．1年間よろしくお願い致します．なお，
委員の人選は4月の新執行委員会で行われま
すので，5号で詳しくお知らせしたいと思い
ます．会員みなさまの参加と御協力で，
Newsを地質学会の発展と団結の要として，
より一層よいものにしていきたいと考えてお
ります．今後とも地質学会ニュースをよろし
くお願い申し上げます．

（地質学会ニュース編集委員長　高橋正樹）

編集後記

日本地質学会ニュース読者の皆さまへ
新しい日本地質学会Newsをご覧いただいた皆さまのご意見をお待ちしております．地質学会事務局またはニュース

担当宛に，ニュース誌でお読みになりたい情報や記事などのご要望，掲載記事や企画へのご意見など，ファックス・電
子メールでお送りください．また，ニュース誌の表紙を飾る地球科学的な写真のご投稿もお待ちしています．
なお，いただいたご意見はニュース誌に掲載させていただく場合がありますので，ファックスでご意見をいただいた

場合には追ってフロッピー等で原稿をお送りいただければ幸いです．
日本地質学会編集事務局　Fax : 03_5256_5676 E_mail : geosocjp@ra2.so_net.or.jp


